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CSR報告書2014

社会的課題の解決と持続的発展のため、グローバルに貢献し
てまいります。

世界経済は、⽶国が堅調に推移し、欧州においても持ち直しの兆しが⾒られた
ものの、新興国などでは総じて成⻑は緩やかなものとなりました。わが国の経済
は、政府による政策効果なども背景とし、緩やかに回復しつつあります。

このような経済情勢のもと、世界の多くの企業が、競争⼒のさらなる強化を図
るとともに、新市場への参⼊や新たな成⻑分野への投資など、積極的な経営を進
めつつあります。そのような経営を⽀えるために、柔軟かつ強固なICT基盤が求め
られており、今後さらなるICTの活⽤がわが国の成⻑戦略に⽋かせないものとなっています。

当社は、経営環境の激しい変化を踏まえ、事業ビジョン「ビジョン2015」のもと、“Global ICT Partner”というスロー
ガンを掲げ、経営構造をグローバルシームレスに変⾰し、世界中のお客さまにとって最適なパートナーとして選ばれるよ
うグループ⼀丸となって取り組んでおります。

2013年度は、「ビジョン2015」達成に向けた事業構造の転換と成⻑を加速する年と位置付け、「Global Cloud
Vision」のもと、グローバル、クラウドといった成⻑事業をしっかりと軌道に乗せていくことを⽬指し、グローバルシー
ムレスなサービスの展開、サービスラインアップの拡充を図ってきました。

NTTコミュニケーションズグループは、全世界のお客さまをはじめ、ステークホルダーの皆さまとの関わりによりなり
たっています。

今後も、“Global ICT Partner”としてふさわしいCSR活動に取り組み、社会の課題解決および持続的発展への貢献に、
引き続き精進してまいります。

NTTコミュニケーションズ株式会社
代表取締役社⻑
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CSRの姿勢
NTTコミュニケーションズグループのCSRの考え⽅
CSR基本⽅針
重点活動⽅針
NTTグループの⼀員として
私たちの⾏動規範
⼈権⽅針
地球環境憲章 基本理念
グローバルな取り組みの加速

ステークホルダー対話の促進
ステークホルダーの声を活かした対話機会の促進
具体的事例1  お客さまとの対話
具体的事例2  有識者を交えた対話

外部評価
IDC 社のアジア太平洋地域のクラウド・DC サービスを評価
するレポートにおいて「リーダー」に選出
⽶ガートナー社のグローバル通信事業者評価レポートにおい
て「リーダー」の評価
英国Ocean82社の「国際データ通信サービスのグローバル顧
客満⾜度調査」において最⾼評価となる「World Class」認
定、および15項⽬で「Gold Award」を獲得
「グリーン・グリッド データセンター・アワード2012」 最
優秀賞を受賞
⽇経新聞社の第17回「環境経営度調査」通信・サービス部⾨
第１位

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズグループは、CSR基本⽅針にもとづき、社員⼀⼈ひとりが⽇常業務のなかでステーク
ホルダーへの配慮を徹底し、ステークホルダーとダイレクトなコミュニケーションをはかることをCSR活動の柱とし
ています。
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CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズグループでは2006年6⽉にCSR基本⽅針を定めました。この基本⽅針にもとづき、
社員⼀⼈ひとりが⽇々の事業活動の中で実践していくことが私たちのCSR活動です。

私たちならではの貢献を⽬指して

NTTコミュニケーションズグループのCSRの考え⽅

NTTコミュニケーションズグループは、⾃分たちならではの社会への役⽴ち・貢献を重んじています。この実現に向
け、CSR基本⽅針を、また、より具体的な⽬標として重点活動⽅針、環境ビジョンを定め、社員⼀⼈ひとりが⽇々の事業
活動で実践しています。

CSR基本⽅針

私たちNTTコミュニケーションズグループは、Global ICT Partnerとして、情報通信サービスの提供を通じて、グロー
バル規模で社会の新たな価値創造や課題解決に取り組み、豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

重点活動⽅針

CSR基本⽅針を継続的に実践するための具体的な⽬標を設定しています。また、環境⾯については「環境ビジョン」を
別途設けるなど、事業の特徴を踏まえた活動を重視しています。
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NTTグループの⼀員として

NTTコミュニケーションズグループのCSR基本⽅針は、NTTグ
ループCSR憲章を踏まえ、NTTグループ⼀体となり社会の課題解
決に取り組んでいます。

「NTTグループCSR憲章」は、こちらに掲載しています。

社会の⼀員としての責任

私たちの⾏動規範

NTTコミュニケーションズグループを取り巻くすべての利害関係者がステークホルダーです。お客さまやビジネスパー
トナー・株主のみならず、私たちの企業活動によって影響を受ける競合他社や社会全体、ともに働く職場の仲間もステー
クホルダーです。⾏動がひとりよがりにならないためには、ステークホルダーから信頼され評価していただくことが会社
の利益と持続的発展につながる、という視点が⽋かせません。“つなぐ”ということに価値を置く私たちは、さまざまなス
テークホルダーとのつながりも常に意識しています。

お客さまに対して

1. お客さま第⼀の視点で、お客さまにとって本当に価値あるサービスを提供します
2. NTTコミュニケーションズグループの社員としての責任とプライドをもって、スピーディ・柔軟・誠実に対応します
3. お客さまとの永続的な信頼関係を築きます

ビジネスパートナーに対して

1. お客さまに提供する価値を最⼤化するために、パートナーとより良い協⼒関係を築きます

社会に対して

1. サービスの提供を通じて、ICT社会の健全な発展に貢献します
2. 社会とのつながりを⼤事にし、地球環境保護に貢献します
3. 世界各国の⽂化・慣習を理解し、尊重します

競合会社に対して

1. ルールを守り、フェアな競争を⾏います

社員・職場環境に対して

1. 個性と多様性を認め、お互いの⼈権を守ります
2. お互いを信頼・尊重し、⾃⼰実現を図るのにふさわしい環境をつくります
3. ICT企業として、セキュリティ保護に全⼒を尽くします

株主に対して

1. 事業活動に関する情報を公正・正確・タイムリーに開⽰します
2. 企業として絶え間ない成⻑を続け、株主の利益を⾼めるように努めていきます
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CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

CSR推進に向けて

「OBP（Our Business Principle）」

NTTコミュニケーションズグループでは、あらゆる事業活動の中で規範とする「OBP（Our Business Principle）」
を定め、社員およびパートナー社員で共有しています。OBPとはあらゆるステークホルダーとのかかわり合いの中、何
が正しいのか迷った時、基本に⽴ち戻り、⾃らの⾏動を振り返り、正しい⾏動をとるために明⽂化したものです。

これからもOBPをCSR活動の基本に据え、CSR活動を推進していきます。

「OBP（Our Business Principle）」の詳細は、こちらに掲載しています。

⼈権⽅針

私たちは、グローバルに展開する企業として、⼈権を尊重した｢豊かな⼈権⽂化｣を創造していくことを使命のひとつと
考え、⽇々の事業活動を通じて⼈権問題の解決に努めています。

地球環境憲章  基本理念

NTTコミュニケーションズグループは、グローバルな規模であらゆるお客さまの利益につながる最⾼⽔準のサービスを
創造し、提供するすべての過程において、地球環境保全に積極的に取り組むとともに、環境にやさしい社会の実現に貢献
します。

グローバルな取り組みの加速

近年、顧客企業のグローバル化にともない、私たちの事業も、さらにクロスボーダーで多様になりつつあります。この
ような状況の中、私たちは、持続可能な社会づくりに貢献するためCSR活動をグローバルな視点で網羅・拡⼤することが
重要であるという認識にもとづき、世界各地での取り組みを加速しています。
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CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズグループでは、ステークホルダーを重視した経営を実践する⼿段として、OBPにも
とづき⽇常業務を通じたステークホルダー配慮を徹底することと、ステークホルダーとのダイレクトなコミュニ
ケーションを重視したCSR活動を⾏うことを、取り組みの重要な⼆本柱としています。

ステークホルダー対応の基本的な姿勢

ステークホルダーの声を活かした対話機会の促進

NTTコミュニケーションズグループでは、ステークホルダーとの対話を、ステークホルダーの声を吸い上げ、事業に活
かすための機会として重視しています。毎年継続的に開催されるものから特定のテーマで⾏われるものまで、多様な対話
機会を柔軟に展開し、ステークホルダーとのきめ細かいコミュニケーションを⼼がけています。

■ステークホルダーとのコミュニケーション例

お客さまとの
コミュニケーション

お客さま満⾜度調査などから意⾒を収集し、満⾜度向上を図っています。
・Voice of Customer (VOC) 調査、NTT Communications Forum

ビジネスパートナーとの
コミュニケーション

パートナーの皆さまと通信の品質改善に取り組み、お客さまの品質に対する満⾜度の向上を図っています。
・Arcstar Carrier Forum (ACF) 、カスタマーカウンシル、パートナーサミット

グリーン購買ガイドラインに沿った調達⽅針の開⽰を⾏うことで、公平な調達活動を⾏っています。
・サプライヤーとのコミュニケーション

社会との
コミュニケーション

NPO団体や外部有識者などとコミュニケーションをとることで、課題認識と現状把握を図っています。
・ステークホルダーダイアログ、各種社会貢献活動

社員との
コミュニケーション

社員のモチベーション維持・向上につなげることを⽬的として、適正な⼈事制度はもとより役員とのコミュニケー
ションの場などを設け、常に社員の声を取り⼊れています。
・社⻑との対話会、カイゼンサポートライン

具体的事例1  お客さまとの対話

お客さまとの対話を通してさまざまな意⾒をいただき、より良い製品・サービスづくりを⽬指すことは、極めて重要な
経営課題です。私たちは、グループをまたぐ施策としてVoice of Customer (VOC) 調査制度を設け、お客さま満⾜度の
向上および新たなサービスへの気づきのため積極的に活⽤しています。

VOCの詳細は、こちらをご覧ください。

具体的事例2  有識者を交えた対話

持続可能な社会づくりに貢献する存在として企業が改善を続けるうえで、外部との意⾒交換（ダイアログ）は重要なプ
ロセスです。この問題意識に⽴ち、NTTコミュニケーションズグループでは、経営者および現場社員と有識者とを交えた
意⾒交換を継続的に⾏っています。2013年度は、「事業のグローバル化とともに、CSR活動もグローバル化へ」という
テーマで、1回の会合を⾏いました。

ダイアログ⼀覧は、こちらをご覧ください。
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CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズは、CSRに関する取り組みにおいて、社会からさまざまな評価を受けています。

世界で評価されている実績 

IDC社のアジア太平洋地域のクラウド・DCサービスを評価するレポートにおいて「リーダー」に選出

NTTコミュニケーションズは、⽶国IDC社が2013年12⽉に発⾏した、アジア太平洋地域においてクラウド・データセン
ターサービスを提供する12通信事業者を対象とするレポート「IDC MarketScape: Asia/Pacific Next-Generation
Telcos: Hosted Cloud and Data Center Services 2013-2014 Vendor Analysis」において、実⾏能⼒と戦略双⽅にお
いて最も⾼い評価である「リーダー」のポジションに位置付けられました。

主な選出理由は、以下になります。
1. DC／クラウドサービスのネットワーク⾼度化をSDN技術によるイノベーションでリード
2. グローバルに連携したDCサービスの提供に必要な広範囲かつ多拠点のDC展開
3. 先進ネットワーク技術による優れたクラウド提供能⼒と戦略

⽶ガートナー社のグローバル通信事業者評価レポートにおいて「リーダー」の評価

NTTコミュニケーションズは、⽶⼤⼿ITアドバイザリ会社ガートナー社が2014年3⽉20⽇に発⾏した、グローバルに
ネットワークサービスを提供する事業者を評価する「Magic Quadrant for Global Network Service Providers」*1 にお
いて、ビジョンの完全性と実⾏能⼒に基づいた評価により、その双⽅が⾼い「リーダー」のポジションに位置付けられま
した。

Magic Quadrant は、ガートナー社がサービスプロバイダーのビジョンの完全性と当該ビジョンの実⾏能⼒について調
査し、評価するリポートです。「リーダー」のポジションは、今⽇の市場ニーズに対応する成熟した製品をリリースして
おり、市場が進化した場合でもリーダーの座を維持できるビジョンも明⽰しています。⾃社製品への集中的な取り組みと
投資を通して、市場全体の⽅向性に影響を及ぼします。*2

*1 ガートナー「Magic Quadrant for Global Network Service Providers」Neil Rickard, Robert F. Mason、2014年3⽉20⽇

*2  ガートナー「リサーチ・メソドロジ：マジック・クアドラント」
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World- Classロゴ

CSRの姿勢 ステークホルダー対話の促進 外部評価

英国Ocean82社の「国際データ通信サービスのグローバル顧客満⾜度調査」において
最⾼評価となる「World Class」認定、および15項⽬で「Gold Award」を獲得

NTTコミュニケーションズは、Ocean82 Limited (本社：イギリス マンチェスター)が実施した、
第16回「国際データ通信サービスに関するグローバル顧客満⾜度調査(Voice of the Customer:
Global Data VPN)」において、顧客総合満⾜度と将来の成⻑性に基づきプロットされるポジショニ
ングで、最も⾼い評価にあたる「World Class」に認定されました。

また、15の項⽬で⾼い顧客満⾜度をあらわす「Gold Award」を獲得するとともに、請求部⾨にお
いて過去最⾼得点を更新し、「World Record」を受賞しました。

本調査は、グローバルな多国籍企業1,000社以上のITマネジャーなどにインタビューした結果を集
計したもので、グローバル通信事業者のサービスについて6つの⼤項⽬(提⽰条件の充⾜度、価格、
ネットワーク導⼊、ネットワーク運⽤、カスタマーサポート、請求)と、それに紐づく32の⼩項⽬に
ついて、顧客満⾜度を評価するものです。

今回、ネットワークの信頼性やローカル⾔語でのサポートなどの部⾨に加え、顧客との⻑期的な関
係も評価され、15項⽬で調査対象会社の平均満⾜度を⼤きく上回る「Gold Award」を受賞し、総合
顧客満⾜度で1位となりました。また、顧客の総合満⾜度と将来の成⻑性に基づくポジショニングに
おいて「World Class」に認定された事業者は、NTTコミュニケーションズとVerizonの2社のみとな
ります。

環境関連の受賞実績

「グリーン・グリッド データセンター・アワード2012」 最優秀賞を受賞

NTTコミュニケーションズは、データセンターにおける空調システムのエネルギー効率改善および温熱環境品質の改善
に向けた取り組みにおいて、データセンターやIT機器のエネルギー効率改善を推進する⾮営利団体「The Green Grid*1」
(以下、グリーン・グリッド)が共催する、「グリーン・グリッド データセンター・アワード2012」の最優秀賞を受賞し
ました。

本アワードは、⽇本国内でデータセンターを運⽤する団体・企業間で、データセンターの資源効率の計測と改善を推進
することを⽬的に、2010年に創設されました。今回で3回⽬の実施となります。

PUE*2やDCiE*3といったエネルギー効率化指標の絶対値ではなく、これらの指標を⽤いたエネルギー効率の各種改善活
動実施前・実施後の定量化、⽬標設定と計画性、改善活動の継続性、社会貢献性および独創性に対して評価、表彰される
ものです。

*1 2007年に設⽴されたグリーン・グリッドは、世界各地の会員企業によって構成される業界団体として、データセンターおよびビジネス・コン
ピューティングにおける資源の効率化を推進しています。グリーン・グリッドは、特定企業の製品あるいはソリューションを推奨するのではな
く、データセンターにおける資源の効率の改善に必要なベストプラクティス、指標および技術を業界全体の視点から提供することを⽬指していま
す。

*2 Power Usage Effectivenessの略 電⼒使⽤効率

*3 Data Center infrastructure Efficiencyの略 データセンター施設の電⼒効率

⽇経新聞社の第17回「環境経営度調査」通信・サービス部⾨第１位

⽇本経済新聞社による第17回「環境経営度調査」において、⾮製造業「通信・サービス部⾨」で第1位にランキングさ
れました。

本調査は、企業による調査票への回答にもとづき、環境経営への取り組みが優れている企業をランキングするもので
す。2013年度は製造業1,729社、⾮製造業2,461社を対象にアンケートを実施し、735社から有効回答を得ました。⾮製
造業のうち「通信・サービス部⾨」における評価項⽬は「環境経営推進体制」「汚染対策・⽣物多様性対応」「資源循
環」「温暖化対策」の4つでした。

NTTコミュニケーションズは、「環境経営推進体制」「資源循環」「温暖化対策」は100点のトップ評価、「汚染対
策・⽣物多様性対応」は97点2位の評価を受け、総合得点400点満点中397点で1位にランキングされました。

今後も継続して、「環境経営推進体制」の分野におけるグローバル環境マネジメントを強化し、環境中⻑期ビジョンで
ある「グリーンICTビジョン 2020」実現に向けた取り組みを進めます。
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NTTコミュニケーションズグループは、法令順守および企業統治の徹底はもとより、ステークホルダーと調和し
持続可能な社会づくりに貢献する存在となることを⽬指し、さまざまな側⾯からCSR経営の基盤づくりを進めていま
す。

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



コーポレートガバナンス CSRマネジメント コンプライアンス リスクマネジメント

情報セキュリティ ⼈権の尊重

■コーポレートガバナンス体制

CSR報告書2014

私たちは、通信事業という公共的な役割を果たしながら、企業価値の最⼤化を図るために、コーポレートガバ
ナンスを強化し、経営の透明性と健全性を確保することを最重要課題として位置づけています。

コーポレートガバナンス

NTTコミュニケーションズのガバナンス体制は、取締役会・監査
役会制度を採⽤し、ガバナンス機能の強化を図っています。
取締役会は16⼈の取締役で構成し、原則⽉1回開催して法令・定

款および取締役会規則を遵守し、経営に関する重要な事項の決定を
⾏っています。議⻑は代表取締役社⻑が務めています。
監査役会は社外監査役3⼈で構成され、各監査役は取締役会など

重要な会議に出席するとともに、監査役会を開催し、取締役の職務
の執⾏の監査を⾏っています。なお、監査業務を効率よく実施する
ために、専任組織・スタッフも有するとともに、監査法⼈などと定
期的に監査計画および監査結果の情報を交換するなど連携を密に
し、監査体制の強化に努めています。
役員の報酬については、退職慰労⾦制度を2006年に廃⽌し、業務を執⾏する取締役の報酬については、業績との連動性

をいっそう⾼めた報酬体系とし、社外取締役および監査役については、業績との連動を⾏わない報酬体系としています。
NTTコミュニケーションズおよびグループ経営としての適切かつ迅速な意思決定を⾏うため、取締役会の配下に「幹部

会議（2013年度49回開催）」を設置し、事業運営に関する重要事項について代表取締役社⻑による迅速な意思決定を可
能としています。また、個別具体的な重要案件を討議・報告するために「マーケットイン推進会議（2013年度49回開
催）」を設置しています。また、専⾨性を有する経営課題については、社⻑の指名する幹部を委員⻑とする「CSR委員
会」「コンプライアンス委員会」「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」「⼈権啓発推進委員会」などを設置してい
ます。取締役会は、これらの会議や委員会から定期的に報告を受け、審議を通じて監督および監視を実施しています。

内部統制

2006年5⽉に施⾏された新しい会社法に準じ、NTTグループ全体の｢内部統制｣システムの整備に関する基本⽅針などを
まとめ、従っています。同時に、NTTコミュニケーションズグループの⼀員として、同システムに必要な措置を実施する
ことを取締役会で決議しています。2006年6⽉に成⽴した⾦融商品取引法で要請されている財務報告にかかわる内部統制
についても、強化・充実を図っています。

内部統制システムの整備に関する基本的な考え⽅

1.当社は、内部統制システムの整備にあたり、法令の遵守、損失の危機管理および適正かつ効率的な事業運営を⽬的
に、損失の未然防⽌、損失最⼩化に向けた各種対策を講じる。

2.上記の内部統制システムの整備および運⽤状況についての有効性評価をモニタリングする組織として法務考査部を設
置し、監査の実施やグループとしてリスクの⾼い共有項⽬については、⽇本電信電話株式会社からの統⼀監査テーマを
含めた監査を実施することにより、有効性を評価したうえ、必要な改善を実施する。
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情報セキュリティ ⼈権の尊重

3.⽶国企業改⾰法および⾦融商品取引法にもとづく内部報告にかかわる内部統制システムの信頼性確保についても⽇本
電信電話株式会社と連携し、適切に取り組みを実施する。

4.代表取締役社⻑は業務執⾏の最⾼責任者として、内部統制システムの整備および運⽤について責任を持って実施す
る。

5.⽇本電信電話株式会社が定める「内部統制システムの整備に関する基本⽅針」に従うとともに、当社として必要な措
置を講じる。

内部監査

NTTコミュニケーションズは、法務考査部を中⼼に、社内組織および海外を含むグループ会社を対象とした、事業運営
のグローバルシームレス化に対応し、ビジネスリスクに重点を置いた内部監査を実施しています。監査を実施することに
より、各組織、各グループ会社のリスクの低減を図るとともに、あわせて業務の改善提案を⾏い、NTTコミュニケーショ
ンズグループ全体の内部統制の向上に取り組んでいます。
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■コーポレートガバナンス体制
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情報セキュリティ ⼈権の尊重
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CSR委員会

私たちは、CSR活動を推進するために「CSR委員会」を設置して
います。委員会は経済的・環境的・社会的な観点からマネジメント
を実⾏する体制を確⽴することを⽬指しています。委員会内部には
「社会貢献推進部会」「地球環境保護推進部会」を設けています。
毎年、年2回の｢CSR委員会｣を開催し、2013年度は13社の主要

グループ会社も出席しました。委員会では、CSR報告書の発⾏およ
び活動内容の報告を⾏うとともに、活動の推進に向けた施策の検
討・展開を図っています。
今後もCSR委員会において継続的に議論を進めることで、NTTコ

ミュニケーションズグループ全体のCSR活動の推進および浸透を
図っていきます。
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企業倫理推進体制

私たちは、｢コンプライアンス｣を単に法令を遵守するというだけにとどまらず、社会的な要請に対しても応えうる⾼い
倫理観を持って事業を運営していくことととらえ、企業倫理の確⽴を⾼いレベルで実現することを⽬指しています。
そのため2002年度に｢コンプライアンス委員会｣を設置し、企業倫理担当役員、担当部署、組織ごとに担当者を配置する

など責任体制を整備しています。また毎年、グループ会社を含めた社員・役員などを対象にコンプライアンス研修、企業
倫理に関するアンケート、コンプライアンス標語の募集などの社内啓発活動にも積極的に取り組んでいます。
今後も経営トップからグループ社員全員が⾼い倫理観を持って仕事に臨むことのできる環境をつくるため、｢NTTグルー

プ企業倫理憲章｣を基本に据えながらさまざまな取り組みを継続します。

NTTグループ企業倫理憲章の詳細は、こちらに掲載しています。

ホットラインの設置

海外の現地法⼈を含めたNTTコミュニケーションズグループの横断的な「NTTコミュニケーションズグループホットラ
イン」を設置しています。
またNTTグループでは弁護⼠を活⽤した社外の申告窓⼝を設けており、⾵通しの良い企業⾵⼟の醸成を図っています。

「NTTグループ企業倫理ヘルプライン」社外受付窓⼝にて受け付けています。
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ビジネスリスクマネジメント

私たちは、会社運営に影響を及ぼすような⼤規模なビジネスリスクなどについて、適切に対応できる体制および仕組み
を整備するために「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」を設置しています。
2010年度は、体制を再整備し、重要リスク25項⽬をリスク定義書として選定し、監査を通じて重要リスクのマネジメ

ント状況を管理する仕組みとするとともに、リスク関連業務の仕分けと効率化を⾏いました。2012年度以降も毎年継続し
て、各組織に引き続きリスクの抽出、対応⽅針、対策の継続的検討・⾒直しを依頼しつつ、取締役を含む各組織の⻑に組
織の対策状況の⾃⼰評価や、リスクの抽出漏れがないかを確認するとともに、各組織のリスク対策の実施状況につき業務
監査を⾏っています。また、同様の営みを国内主要グループ会社も展開しており、NTTコミュニケーションズグループと
してリスクマネジメントの推進を⾏っています。
実際に重⼤リスク事案が発⽣した場合には、事案に応じ、社⻑または副社⻑を本部⻑とした「災害（故障）／リスク対

策本部」を設置し、リスクに関する正確な情報収集と適切な意思決定を⾏える体制を構築します。
今後も、グループ全体でビジネスリスクを回避もしくは最⼩化できるよう、体制と仕組みのいっそうの充実と強化を

図っていきます。

クライシスマネジメント

東⽇本⼤震災以降、⼤規模災害などの緊急時における「企業の危機管理対応（クライシスマネジメント）」につき、社
会の関⼼が⾼まっています。私たちは、通信を通じ社会のインフラを担う者としての使命を再認識し、有事対応のさらな
る迅速化を⽬指し管理体制を改善すると同時に、マニュアルの徹底、訓練の実施などを通じ全部⾨への意識の浸透を図っ
ています。2013年度は新型インフルエンザなど対策特別措置法の要請もあり、いわゆるパンデミックへの指定公共機関と
しての責務の遂⾏及び⼈命尊重の視点からの感染防⽌を講じるため、業務計画を定め、計画に基づいた、具体的な
BCP（業務継続計画）の策定を進めています。
新型インフルエンザなど対策特別措置法に対応した業務計画については新型インフルエンザなど対策業務計画として、

NTTコミュニケーションズの災害に対する取り組みにて公表されています。
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セキュリティ宣⾔

NTTコミュニケーションズは、⾃らに課している厳しいセキュリティ管理がお客さまのセキュリティ向上とベネフィッ
トにつながるという考えのもと、それを実現するために「NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣⾔」を策定し、業務
を遂⾏するうえでの基本的な⽅針としています。

NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣⾔

お客さまの⼤切な情報を守り、安⼼してご利⽤いただけるサービスを提供するとともに、お客さまのセキュリティ向
上に貢献することこそ、私たちの最も⼤切なミッションです。私たちはセキュリティをサービス提供上の最重点事項と
位置づけ、お客さまにとって最良のセキュリティをお客さまとともに実現することをお約束します。そのために技術開
発、サービス開発から構築および運⽤にいたるすべてのバリューチェーンにおいて、セキュリティの確保に最⼤限努⼒
します。また、私たち⼀⼈ひとりがICTプロフェッショナルとして、セキュリティへの対応能⼒を⾼めていきます。

3つの決意

1. 私たちはセキュリティをサービス提供上の最重点事項と位置づけ、お客さまのセキュリティ向上に全⼒を尽くしま
す。

2. 私たちはお客さまの⼤切な情報をお預かりするICTパートナーとして、お客さまのセキュリティ実現にお客さまとと
もに常に努めます。

3. ビジネスパートナーやパートナー社員もNTTコミュニケーションズを⽀える⼤切なパートナーです。私たちは全員⼀
丸となって⾃らのセキュリティ確保に取り組みます。

「NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣⾔」「情報保護⽅針」は、こちらに掲載しています。
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私たちは、情報セキュリティマネジメントの国際規格“ISO/IEC27001”にもとづき、情報セキュリティのマネジメント
と管理策に関する国内外共通の⽬標レベルを設定しています。定期的なモニタリングおよび是正措置を中⼼としたレベル
向上を図る継続的マネジメント活動により、グループの情報セキュリティガバナンスを強化しています。

具体的には、CSO（Chief Security Officer：情報セキュリティ担当役員）のもと、｢セキュリティマネジメント室｣を設
置し、
1. 規程や標準の制定と全社員への教育啓発
2. 全社の情報セキュリティ対策の策定と実装
3. 情報セキュリティ規程の遵守状況のモニタリングと是正
4. 情報セキュリティ事故への⼀元的な対応
などを実施しています。また、各事業部には情報セキュリティマネジメントの推進者を配置しています。

2013年度に実施した主な取り組みとして、全社ITシステムの総点検を実施し、ソフトウェア脆弱性への対応や、統合リ
スクマネジメントサービス「WideAngle」の全社ITシステムへの適⽤を進め、セキュリティリスク低減策を講じるととも
に、脆弱性判定情報の配信プラットフォーム（ISMP）を利⽤した全社ITシステムの⼀元管理による、インシデント発⽣時
の対応プロセスの整備を図るなど、セキュリティリスクマネジメントレベルの向上を図りました。

今後も、社内外の動向を踏まえ、必要な情報セキュリティ強化策を実施していきます。

■セキュリティマネジメント体制図

お客さま情報・個⼈情報保護に向けた対策

私たちは、お客さまの個⼈情報の保護に関して総務省ガイドラインに沿った厳格な運⽤を⾏っています。また、お客さ
ま情報の取り扱い実務を委託する企業に対しても⾃社の基準に従った厳格な運⽤を義務づけるとともに、定期的な監査を
⾏っています。
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■e-Learningによるセキュリティ研修
受講対象者に対して毎年度100％実施
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第三者評価・認証など

私たちは、情報セキュリティマネジメントに関する外部認証である「ISMS適合性評価制度」の認証を2014年3⽉時点で
21社（国内グループ会社9社、海外現地法⼈12社）で取得しています。

個⼈情報の適切な保護体制を整備している事業者としての「プライバシーマーク」の認定については、主にお客さまの
個⼈情報を取り扱う8社が認定を受けています。

CSR指標に則した取り組みの加速

NTTコミュニケーションズグループでは、「情報セキュリティの確保」をCSR
指標における4つの重要領域のひとつと位置づけ、継続的に取り組みを続けてい
ます。その内容は情報取り扱いプロセスの安全性強化やISMSの取得および維
持、セキュリティ調査など多岐にわたります。特に職場への意識啓発はICT企業
の極めて重要な責任と位置づけ、各種研修を⾏うなど積極的に取り組んでいま
す。

安⼼・安全なネットワーク社会を担う存在として、海外のグループ企業も含
め、引き続き取り組みを加速していきます。
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コーポレートガバナンス CSRマネジメント コンプライアンス リスクマネジメント

情報セキュリティ ⼈権の尊重

CSR報告書2014

⼈権啓発の推進

私たちは、⼈権を尊重した豊かな⼈権⽂化を創造していくため、1999年7⽉に⼈権啓発基本⽅針を定め、⼈権啓発の推
進に取り組んでいます。あらゆる差別を許さない企業体質の確⽴と⼈権啓発推進のために設置した「⼈権啓発推進委員
会」では、啓発活動報告や推進に向けた施策の検討などを⾏っています。

⼈権啓発基本⽅針

NTTコミュニケーションズは、グローバルに展開する企業として⼈権を尊重した豊かな⼈権⽂化を創造していくため、
同和問題をはじめ⼈権問題の解決を重要課題と位置づけ、あらゆる差別を許さない企業体質の確⽴をめざし、⽇々の事業
活動を通じて⼈権・同和問題の解決に努めます。

⼈権を尊重する企業体質の確⽴

⼈権問題を重要な課題として位置づけ、あらゆる差別を許さない企業体質を確⽴し、「明るく活⼒のある職場づくり」
の実現をめざしています。そのため、すべての社員、派遣社員は平などであることを認識し、多様性とお互いの個性を認
め、信頼と敬意を払いながら⽇常業務を⾏っています。社内ではメールマガジンを活⽤し、職場でのコミュニケーション
の在り⽅などをテーマとした事例を毎⽉紹介しています。

⼈権啓発研修

NTTコミュニケーションズグループで働くすべての社員および派遣社員に対し、社員⼀⼈ひとりの⼈権意識を醸成する
ため、｢⼈権啓発全社員研修｣の受講を義務づけています。2013年度の「⼈権啓発全社員研修」では、企業としての⼈権尊
重の重要性を振り返るとともに社会的に顕在化している職場のコミュニケーショントラブルを回避するための社員⼀⼈ひ
とりの意識醸成を図りました。
こうした研修を継続的に実施し、啓発活動に積極的に取り組むことによって、ハラスメントを許さない職場づくり、多

様性を尊重し違いを受容するダイバーシティの醸成を図り、さらなる「明るく活⼒ある職場づくり」を推進していきま
す。

⼈権・コンプライアンス標語の募集

私たちは、⼈権問題を再認識するきっかけづくりと⼈権意識のさらなる浸透を図るため、⼈権とコンプライアンスに関
する標語の募集を毎年実施しています。
2013年度は、応募者数10,524⼈、作品数20,273点の応募があり、「ねぎらいの ⾔葉⼀つで ⽣まれる輪」が最優秀

賞に選ばれました。標語は、海外現地法⼈を含むグループ全社員、派遣社員およびその家族から募り、応募者数は過去最
多となりました。
今後も優れた作品を全職場に紹介していくことで、⼈権について⾝近に考える機会を提供し、⼈権意識の浸透を図って

いきます。
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コーポレートガバナンス CSRマネジメント コンプライアンス リスクマネジメント

情報セキュリティ ⼈権の尊重

⼈権に関する相談受付窓⼝

2013年度は、グループ会社も含めた社員、派遣社員や外国籍社員が、職場での悩みがある場合は気軽に相談できる体制
を、「職場の相談対⾯窓⼝」利⽤を社内浸透させることなどで充実させました。今後はよりプロアクティブに社員の悩み
に応じられるように、社員のメンタルケア向上を⽬的とした管理者研修の充実を図ります。
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CSR重点領域
私たちは常に社会から信頼されるよう⾏動します。
私たちは美しい地球とそこに⽣きるすべての⽣物の共存に寄
与します。
私たちはお互いを信頼・尊重し、⾃⼰実現を図るのにふさわ
しい環境をつくります。
私たちは経営の透明性と健全性を確保することを最重要課題
として位置づけています。

CSR指標2013-2014
CSR指標2013の成果
CSR指標2014の⽬標

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズグループは、「社会への貢献」「地球環境保護」「⼈材の尊重」および、「ガバナン
ス」を重点領域と定め、これらの項⽬において、成果と実績の⾃⼰評価を⾏い、次年度に向けた⾒直しと改善につな
げます。
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CSR重点領域 CSR指標2013-2014

特に重視している項⽬
● ユビキタスネットワークインフラの整備
● 重要インフラとして⾼い安定性と信頼性の確保
● 社会貢献活動

社会の問題・注⽬点
● セキュリティリスク管理
● 消費者課題
● 労働慣⾏
● コミュニティー参画

● 温暖化防⽌ ● 廃棄物削減
● 紙資源削減 ● ⽣物多様性の保全

特に重視している項⽬
● 環境問題
社会の問題・注⽬点

CSR報告書2014

領域1 社会への貢献

私たちは常に社会から信頼されるよう⾏動します。

2013年度の主な活動
● セキュリティオペレーションのグローバル展開
● 海外パートナーキャリアとの品質向上会議
● NTTアメリカの社会貢献活動

その他の取り組み
活動の詳細は、こちらをご覧ください。

領域2 地球環境保護

私たちは美しい地球とそこに⽣きるすべての⽣物の共存に寄与し
ます。

2013年度の主な活動
● 世界標準の環境評価「LEED」を各国データセンターで取得
●「東京第6データセンター」を提供開始
● 海洋⽣態系の保全活動

その他の取り組み
活動の詳細は、こちらをご覧ください。
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特に重視している項⽬
● 多様性の尊重と機会均などの推進に向けた取り組み

社会の問題・注⽬点
● ⼈権問題
● 少⼦化対策

特に重視している項⽬
● 情報セキュリティの確保

社会の問題・注⽬点
● サイバー攻撃
● 組織統治

CSR重点領域 CSR指標2013-2014

領域3 ⼈材の尊重

私たちはお互いを信頼・尊重し、⾃⼰実現を図るのにふさわしい
環境をつくります。

2013年度の主な活動
● プロフェッショナル⼈材育成
● グローバル⼈材マネジメント（GHRM）の取り組み
● 外国籍学⽣の採⽤を強化
● 多様な⼈材のキャリア開発⽀援

その他の取り組み
活動の詳細は、こちらをご覧ください。

領域4 ガバナンス

私たちは経営の透明性と健全性を確保することを最重要課題とし
て位置づけています。

2013年度の主な活動
● 情報システムの脆弱性診断を実施
● グループ会社・海外現地法⼈のセキュリティ調査などを実施

その他の取り組み
活動の詳細は、こちらをご覧ください。
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CSR重点領域 CSR指標2013-2014

達成レベル

⾃⼰評価を4段階とする

☆☆☆★： まったく達成できなかった

☆☆★★： ⽬標はあまり達成できなかった

☆★★★： ⽬標をほぼ達成できた

★★★★： ⽬標を達成できた

CSR報告書2014

私たちは「CSR基本⽅針」にもとづき、「社会への貢献」「地球環境保護」「⼈材の尊重」および、「ガバナ
ンス」それぞれの項⽬において指標を定め、取り組んでいます。成果と実績の⾃⼰評価を⾏い、次年度に向けた
⾒直しと改善につなげます。

CSR指標2013の成果

CSR重点活動項⽬の設定に即し、2012年度よりCSR指標も新たに設定しま
した。4つの重点活動領域に即した指標をもとに、着実な取り組みを続けてい
ます。

重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

ガバナンス

情報セキュリティ
の確保

プライバシーマー
クノウハウの⽇常
PDCAへの落とし込
み

プライバシーマーク取得・
更新を通じ蓄積したノウハ
ウを、⾃社の⽇常の業務の
PDCAに落とし込むため
に、社内への啓発活動、関
連規程の改訂などを⾏う。

個⼈情報保護に関わるPDCAサイクル
（規定⾒直し、啓発、監査など）を継続
実施、外部機関によるプライバシーマー
ク更新審査を受検し不適合ゼロで合格し
た（7⽉）。

★★★★

研修実施による継
続的意識啓発

層別セキュリティ研修の実
施により意識向上を図り、
インシデントの発⽣を抑
制。

【定量⽬標】
全社セキュリティ研修・理
解度測定対象者100%受講

役割別セキュリティ研修として、下記の
とおり実施した。
・全社セキュリティ研修、およびその理
解度測定：（研修）10〜12⽉、（測
定）1〜2⽉
・システム管理者を対象としたIRT研
修：2〜3⽉
・セキュリティマネジメント実施責任
者・担当者研修：2⽉

【定量的な結果】
・研修・理解度測定実施：100%
・IRT研修受講者：92名
・セキュリティマネジメント実施責任
者・担当者研修受講者：108名

★★★★

プロセス、システ
ム上の管理強化

顧客情報を安全に扱うプロ
セスの管理強化、情報シス
テムの脆弱性診断の強化、
診断のグループへの拡⼤。

・通年にわたり、顧客情報をダウンロー
ドするにあたっての申請・承認制度を適
切に運⽤した。
・社内およびグループ会社の情報システ
ムに対して、脆弱性診断を実施した。

【定量的な結果】
・ダウンロード承認件数（通年）：542
件
・脆弱性診断実施数：205システム

★★★★
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重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

セキュリティ調査
の実施

セキュリティ調査対象会社
への調査実施。

新たに5社（NTT Australia & ICT
Solutions、DTSI、Net Magic、
Gyron、NTT Com Security Nordis）を
加えた、全調査対象会社に対して調査を
実施した。

【定量的な結果】
国内グループ会社12社、海外現地法⼈な
ど23社に対し、調査実施（8〜3⽉）。

★★★★

社会への貢献

ユビキタスネット
ワークインフラの

整備

Arcstar Universal
Oneの提供

クラウドへグローバルで安
全・快適につなぎ続けるた
めのネットワークサービス
として企業のICTにおける
課題を解決。グローバル
シームレス・クラウドシー
ムレスを実現するための機
能を追加し、利便性の向上
を図る。

クラウドサービスの急速な普及による
ネットワークサービスの⼤容量化の要望
を受けて、2013年5⽉に完全帯域保証型
の「Arcstar Universal One イーサネッ
ト専⽤線」における100Gbpsイーサネッ
ト・インターフェース対応メニューを追
加。太平洋側・中央・⽇本海側の3ルー
トを⽤意することにより、お客さまネッ
トワークの信頼性向上にも寄与。

⽶国⼤⼿ネットワーク事業者Virtela
Technology Servicesを2014年1⽉に買
収したことにより、「Arcstar Universal
One」の提供エリア拡⼤・⾼機能化を推
進。

★★★★

Virtela社の買収などグ
ローバルネットワーク
サービスのエリア拡⼤・
⾼度化を積極的に⾏う取
り組みが評価され、2014
年3⽉には⽶⼤⼿ITアドバ
イザリ会社ガートナー社
が発⾏したグローバルに
ネットワークサービスを
提供する事業者を評価す
る「Magic Quadrant for
Global Network Service
Providers」において
「リーダー」のポジショ
ンを獲得した。

さらなるお客さまの利便
性向上を図るため、今後
はVirtela社とのグローバ
ルネットワーク事業の⼀
体的提供の取り組みを加
速させていく。

安⼼・安全なホス
ティングサービス
の提供

あらゆるものをどこからで
も安全・安⼼・簡単につな
ぐユビキタス環境を実現す
るため、Bizホスティング
を中⼼とした基盤サービス
を提供。今後、さまざまな
デバイス・端末からの利⽤
を可能にするとともに、
サービスラインナップ拡充
に努め、利便性向上を図
る。

プライベートクラウドサービス「Bizホス
ティング Enterprise Cloud」において
は、サービスクラスの拡充を図るととも
に、海外における拠点拡⼤・認証
（ISMS）取得などを実現。また、パブ
リッククラウドサービス「Bizホスティン
グ Cloudn」においても、⾼セキュリティ
タイプなどを導⼊し、機能・性能を強化
するなど、サービスの拡充および利便性
の向上を図った。
さらには、IDC "MarketScape: APAC
DC&Cloud 2013"レポートにおいて初の
「Leaders」ポジションを獲得、Gartner
"Magic Quadrant for Cloud-Enabled
Managed Hosting APAC 2013"におい
て「Visionaries」ポジションを獲得、⽇
経コンピュータ 第18回 顧客満⾜度調査
において「パブリッククラウドサービス
部⾨第1位」を獲得するなど、国内外で
⾼い評価を受けた。

★★★★

引き続き、来年度もサー
ビスラインナップ拡充、
利便性向上を図ることと
したい。

企業向けクラウド
型メールサービス
「Bizメール」

前年度からの取り組みであ
るスマホ/タブレットにお
ける対応機種の増などに加
え、お客さまのご要望に応
じてよりセキュアな環境を
選択可能とするセキュアブ
ラウザへの対応、グローバ
ルでのご利⽤を可能とする
英語対応など、さまざまな
機能拡充を通じて、よりユ
ビキタスな利⽤環境の整備

社内外コラボレーションワークに資する
機能拡充として、ファイル共有、スケ
ジューラー連携を開始（10⽉）。顧客の
利便性向上を⽬指した統合カスタマポー
タル接続（3⽉）。グローバル展開の第
⼀弾として台湾への提供を開始（3
⽉）。

【定量的な結果】
・施設数実績
約20万

☆★★★
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重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

を推進。 ・受注ID数
約3万7000

安⼼・安全なデー
タセンターサービ
スの提供

全世界100以上の拠点で
データセンターを提供。国
内外共通のグローバル統⼀
基準による品質管理を実施
するとともに、災害に強い
データセンターの運⽤を⽬
指し、さらなる整備・拡充
を図る。

データセンターサービスの新ブランド
「Nexcenter」を創設するとともに、
「東京第6データセンター」や「⾹港
ファイナンシャル データセンター」の提
供を開始するなど、データセンターサー
ビスをグローバルに拡充し、サービスレ
ベルの⾼度化や品質向上を図った。
また、2013 Frost & Sullivan Japan
Excellence Awardsにおいては「Data
Center Service Provider of the Year」
を、第7回ASP・SaaS・クラウドアワー
ド2013においては「データセンター部⾨
総合グランプリ」を、⽇経BP第8回クラ
ウドランキングにおいては「データセン
ター部⾨ベストサービス賞」を受賞する
など、国内外で⾼い評価を受けた。

★★★★

引き続き、来年度も拠点
を拡⼤するとともに、品
質の向上を図ることとし
たい。

安否確認／⼀⻫通
報サービスの提供

災害、新型インフルエンザ
など発⽣時の事業継続への
有効な⼿段の1つ。有事の
際にも安⼼してご利⽤いた
だけるサービス提供を⽬指
し、さまざまなご利⽤シー
ンへの対応や関連機能のさ
らなる拡充を図る。

お客さまにさらに安⼼してご利⽤いただ
けるサービスを⽬指し、上期に引き続い
て地道な改善活動を実施。登録状況検索
の改善、登録確認メール内容改善、メー
ル送信結果表⽰の改善、管理者機能の改
善を実施（10⽉）。

【定量的な結果】
・施設数実績
約76万
・受注ID数
約5万4000

☆★★★

安⼼・安全なOCN
サービスの提供

年齢層にかかわらず、すべ
てのお客さまが安⼼してイ
ンターネット環境をご利⽤
いただけるよう、常にサー
ビス拡充・強化を図る。

通信容量や速度の異なる5つのコースを
揃えたNTTドコモのLTE対応モバイル
データ通信サービス「OCN モバイル
ONE」として2013年8⽉にリリースする
とともに、国内初のコンビニエンススト
アでの販売を2013年12⽉に開始、さら
に｢OCN光サービス｣との「OCN光モバイ
ル割」を2014年3⽉に開始するなど、お
客さまの声にお応えし順次サービスを強
化した。
また、2013年11⽉に官⺠連携のマル
ウェア対策⽀援プロジェクト
「ACTIVE」へ参画し「OCNツール
バー」のマルウェアサイト警告機能を強
化するとともに、2014年3⽉には警察庁
および⼀般社団法⼈インターネットコン
テンツセーフティ協会と連携し、ファイ
ル共有ソフトを利⽤した児童ポルノ流通
防⽌対策の取り組みを新たに開始した。

☆☆★★

サービス拡充の点では、
すべてのお客さまがどこ
でも⼿軽にインターネッ
トを楽しめるようOCN モ
バイル ONEのサービス拡
充やMVNOの認知度向上
に努めた。

情報セキュリティの観点
では、マルウェア対策や
児童ポルノ流通防⽌対策
など、安⼼してインター
ネットを利⽤できる環境
整備に努めたものの、
2013年7⽉に「OCN ID」
不正アクセスにより約400
万のOCN ID⽤メールアド
レスと暗号化されたパス
ワードが外部に流出した
可能性がある事象が発⽣
するなど脆弱性への迅速
な対策において課題が
あった。

重要インフラとし
て⾼い安定性と信

頼性の確保

災害に強いネット
ワーク作り

多ルート化、分散化など、
有事に備えた取り組みを通
じ、⾼品質な情報通信サー
ビスの提供により、さらな
る災害に強い社会作りを⽬
指す。
遠隔光波⻑切替の新技術を
導⼊し、多⽅路切替機能に
よって中継基盤ネットワー
クの信頼性向上などを検討
するとともに、⾸都圏直

公表された最新ハザードをもとに、⾼知
ビルの⽔防対策を完了。浜名湖周辺の津
波による橋梁添架ルートの被災に備えた
⼭側迂回ルートを構築完了。災害時にお
ける複数ルートの同時被災に備えた、
100G中継伝送の遠隔光波⻑切替機能を
導⼊。復旧時間の短縮によるネットワー
ク信頼性向上を図った。

★★★★

東⽇本⼤震災時には⾸都
圏から仙台までの2ルート
が被災し、昼夜を問わず
設計・構築・切替を⾏い
復旧措置を実施。今年度
の対策により、中継路被
災などの影響を最⼩限に
とどめ、迅速なサービス
復旧が可能な災害に備え
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重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

下、南海トラフ地震など、
ハザード更新に合わせ必要
な対策を継続。

た基盤設備の整備を達成し
た。

⼤規模災害などへ
の対策（災害ゼ
ロ）

⼤規模災害が⾸都圏におよ
ぶケースや計画停電なども
想定した災害対策演習の充
実と、政府、⾃治体とも連
携した危機管理プロセスの
⾼度化・定着化。NTTコ
ミュニケーションズグルー
プ間の連携強化。

【定量⽬標】
年1回

4⽉22⽇南海トラフ沖地震を想定した全
社防災演習を災害対策員にて実施した。
また、今回の演習はNTTコミュニケー
ションズ主要グループ13社の災害対策員
を取り込み、グループ間の情報連携を初
めて⾏った。現在演習にて発⾒された課
題について改善を⾏っている。また、下
期に⾸都直下地震を想定し、応急復旧に
必要とされる措置表を各班にて作成す
る。

【定量的な結果】
年1回の演習を実施。

★★★★

シナリオを開⽰せず被災
情報などを演習者に付与
し付随する情報の取得を
含め本部への情報伝達は
完了した。また、実際に
発⽣した場合の対策班間
での連携も演習内にて発
⽣し演習企画側のほぼ期
待通りの⾏動が⾏われ
た。
また、⾸都直下地震を想
定した応急復旧に必要と
される措置表の作成が完
了した。

24時間、365⽇の
ネットワーク監視

お客さま向けサービス
（ネットワーク、インター
ネット、クラウド、ホス
ティング、⾳声系サービス
など）の常時監視と、グ
ローバルシームレスな対
応。

【定量⽬標】
⻑時間故障件数の削減
・国内：140件/年
・海外：500件/年

国内
(1)NTTコミュニケーションズ設備⻑時間
故障低減
(2)加⼊区間保守員⼿配までの時間短縮
(3)断アラーム即時⼿配の推進
(4)0報によるオンサイト⼿配準備の実施
海外
(1)故障フロントでの⻑時間化回線の統制
へのエスカレーション
(2)NaviツールおよびRBAの導⼊によ
り、 故障対応プロセスの標準化
(3)統合NMSの導⼊による早期アラーム
確認
(4)⻑時間故障頻発特定回線への個別品質
改善の継続
(5)重点6キャリア＋中国に対するALPJと
連携したカイゼン取り組みの継続

【定量的な結果】
2013年度⻑時間故障件数
(4⽉〜2⽉実績）
・国内：ネットワーク143件/年
その他：28件/年
・海外：485件/年

☆★★★

国内ネットワークについ
ては、NTTコミュニケー
ションズが要因で増えて
おり、若⼲⽬標を上回っ
たが、昨年実績よりは下
回りそうである。
クラウド系について、
サービスの拡⼤もあり、
故障件数が⽬標を⼤きく
上回った。
海外については、昨年実
績を若⼲上回りそうな傾
向にある。来年度に向け
て、キャリアマネジメン
トをさらに強化してい
く。
引き続き国内、海外とも
に、⻑時間故障減少に向
け取り組む。

24時間365⽇体制
で監視し、お客さ
ま企業の情報シス
テムを守る
（SOC）

標的型攻撃など、巧妙化す
るセキュリティ脅威が増⼤
する⼀⽅で、情報システム
の健全かつ有効な運⽤を監
視・統制することが企業に
⼀層強く求められている昨
今、SOCでは社会のこう
した変化にも対応し、クラ
ウドサービスや契約企業の
情報システムの安全・安⼼
の確保にも積極的に取り組
む。

WideAngleなど新たなセキュリティサー
ビスメニューを提供・強化するととも
に、グローバルシームレスにサービスを
展開し、企業の情報システムの安全・安
⼼に貢献できる環境を強化・拡⼤。
また上記サービスのグローバルでの安価
かつ安定的な提供に向けた新たなMSS基
盤の継続開発やGlobal Risk Operations
Center展開を完了。
サービスオペレーションでは、品質⽬標
達成に向けた⽇々の監視や週次/⽉次レ
ポートなどを実施するとともに、NTTコ
ミュニケーションズ独⾃のセキュリティ
レポートやNTTグループ⼀体でのセキュ
リティレポートを公表。

☆★★★

⼀部計画遅延などはある
ものの、各種取り組みを
実施・推進中。

社会貢献活動

地域美化活動など
社会貢献活動の参
加数

各種清掃活動などを実施
し、NTTグループGTN施
策と連動し、⽬標達成を⽬
指す。

【定量⽬標】
600名参加

千代⽥区⼀⻫清掃の参画、計2回実施 
合計334名
ラグビー部による組織ビル周辺の清掃(⽉
1回)55名×12＝660
⻄⽇本営業本部（1回）30名

【定量的な結果】
1,024名

☆★★★

計画通り各種取り組みを
実施・推進中。
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重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

ペットボトル
キャップ

NTTグループ⼀体となっ
た取り組みとして、エコ
キャップ活動を推進する。

【定量⽬標】
1,580,000個

グループ⼀体でエコキャップ活動を継続
実施

【定量的な結果】
721,539個
(内訳)オフィス内：702,330、ラグビー
場：19,209個

☆☆★★

地球環境保護

温暖化防⽌

CO2排出量の削減 NTTコミュニケーション
ズグループにおいて、各種
省エネ施策による通信・オ
フィスビルのCO2排出量を
削減。

【定量⽬標】
29.4万ｔ-CO2以下

・空調省エネソリューション
（SmartDASHなど）の導⼊（9ビル累計
28ビル）⽬標の20%削減に向けた改善を
実施。
・オフィスビルにおいて継続的な節電対
策を実施。

【定量的な結果】
27.3万t-CO2

（排出係数0.33kg-CO2)

☆★★★

廃棄物削減

最終廃棄量の削減 NTTコミュニケーション
ズグループにおいて、各種
リサイクル率向上施策によ
り産業廃棄物（オフィス廃
棄物・撤去通信設備・建設
廃棄物）の最終処分率を削
減。

【定量⽬標】
オフィス廃棄物：76%

・サーマルリサイクルの推進・適正な把
握
・最終処分場の調査実施

【定量的な結果】
81%

★★★★

紙資源削減

紙使⽤量の削減 NTTコミュニケーション
ズグループにおいて、複合
機の導⼊や印刷⽅法の改
善、ICT機器の活⽤により
事務⽤紙を低減

【定量⽬標】
8,500枚/年・⼈

・個⼈単位での使⽤枚数の把握と紙利⽤
の必要性分析
・プロジェクタなどのICT機器充実と利
⽤事例を訴求

【定量的な結果】
6,841枚/年・⼈

★★★★

⼈材の尊重

多様性の尊重と機
会均などに向けた

取り組み

働き⽅改⾰の全社
展開による多様な
働き⽅の推進

全社員アンケートにおいて
課題となった「職場の⽣産
性」の現状課題に対し、プ
ロセス改善を⾏うなど継続
的に働きかけを実施してい
く。

【定量⽬標】
全社員アンケートにおける
「職場の⽣産性」への評価
向上。

Bizモバイルコネクトのセキュアブラウザ
の全社員展開を実施。

【定量的な結果】
Bizモバイルコネクト積極勧奨後増加
数＝917件（3⽉末時点）

☆★★★

育児／介護と仕事
の両⽴⽀援の拡充

男⼥ともに育児／介護との
両⽴を⾏いながらいきいき
働き、キャリア継続できる
ように、⽀援活動を実施し
ていく。

(1) 育児休職復職社員向けの仕事と育児
の両⽴⽀援セミナー（6⽉）
(2) 育児休職中社員向け休職復帰セミ
ナー（2⽉）
(3) ライフイベント（産休前）相談会
（5、6、12⽉）
(4) 短時間勤務中の社員向けの研修を実
施（2⽉）

【定量的な結果】
(1) 46名(2) 17名(3) 32名(4) 70名、合
計165名の社員が参加。

★★★★

障がい者雇⽤率の
向上

新たな法定雇⽤率2.0%達
成に向け、NTTコミュニ
ケーションズグループ全体

法定雇⽤率2.0％達成に向け、NTTコ
ミュニケーションズグループ⼀体となっ
た積極的な採⽤活動を継続実施

☆★★★
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重点活動
項⽬

施策名 2013年度の⽬標
2013年度の実績

具体的な取り組み状況 ⽬標に対する⾃⼰評価

での雇⽤率向上を⽬指して
活動を実施する。

【定量⽬標】
法定雇⽤率2.0%

【定量的な結果】
NTTコミュニケーションズ：1.98%
グループ全体：1.60%（6⽉1⽇現在）

グローバル規模で
の⼈材交流の拡⼤

若⼿社員・中堅社員を中⼼
に海外トレイニーとして派
遣するプログラムや海外現
地法⼈からの⽇本への出向
制度などを拡⼤し、グロー
バル規模での⼈材交流を活
性化させる。

【定量⽬標】
昨年度拡⼤した派遣数・受
⼊数を維持・拡⼤(⽬標
100名)

2013年7⽉より順次海外トレイニーを
NTTコミュニケーションズから海外グ
ループ会社へ派遣。また、海外グループ
会社からの受け⼊れに関しては、短期お
よび⻑期の受け⼊れを実施した。

【定量的な結果】
NTTコミュニケーションズから海外への
派遣は81名、海外現地法⼈からの短期受
⼊は24名。

★★★★

NTTコミュニケーション
ズからの派遣に関しては
⼈数の拡⼤のみならず、
現地での交流をより活性
化するような事前の動機
づけを実施した。また、
海外からの⼈材受け⼊れ
については、期間をフレ
キシブルにするなどより
多くの⼈材を受け⼊れる
ことができた。

⼥性管理者⽐率の
向上

⼥性管理者⽐率の向上を⽬
指すための施策や働きかけ
を継続的に⾏う。

【定量⽬標】
全社員アンケートにおける
⼥性社員の「キャリア意
向」評価向上。

メンタリング活動の継続実施。メンター
による⼥性向けセミナーとして、
OpenCafeを年4回開催した（⻄⽇本、新
⼊社員向け含む）

【定量的な結果】
アンケートの結果、⼥性のキャリア意向
はほぼ男性と差異の⽣じない状況に改善
（2014年2⽉実施）

☆★★★
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CSR指標2014の⽬標

重点活動項⽬ 施策名
2014年度⽬標

定性⽬標 定量⽬標

ガバナンス

情報セキュリティ
の確保

プライバシーマー
クの認証継続

プライバシーマーク審査基準の変さらに伴う新たな課題を整理し、関
連規程の改定などを⾏い、5度⽬の更新を完了する。

ー

研修実施による継
続的意識啓発

層別セキュリティ研修の実施により意識向上を図り、インシデントの
発⽣を抑制。

全社セキュリティ研修・
理解度測定対象者100%受
講

プロセス、システ
ム上の管理強化

顧客情報を安全に扱うプロセスの管理強化、情報システムの脆弱性診
断の強化。

ー

セキュリティ調査
の実施

セキュリティ調査対象会社への調査実施。 ー

社会への貢献

ユビキタスネット
ワークインフラの

整備

Arcstar Universal
Oneの提供

クラウドへグローバルで安全・快適につなぎ続けるためのネットワー
クサービスとして企業のICTにおける課題を解決。グローバルシーム
レス・クラウドシームレスを実現するための機能を追加し、利便性の
向上を図る。

ー

安⼼・安全なホス
ティングサービス
の提供

安⼼・安全・シームレスにつなぐ環境を実現するため、Bizホスティン
グを中⼼とした基盤サービスを提供。今後も、サービスラインナップ
拡充に努め、利便性向上を図る。

ー

企業向けクラウド
型メールサービス
「Bizメール」

ワークスタイルの多様性、グローバルビジネスの活性化を鑑み、海外
展開を引き続き進展させることで、国内顧客の海外拠点および海外顧
客に価値を提供する。さらなる機能拡充も継続して実施する。

APACエリア：7⽉⽬標
北⽶エリア：10⽉⽬標

安⼼・安全なデー
タセンターサービ
スの提供

全世界140以上の拠点でデータセンターを提供。国内外共通のグロー
バル統⼀基準による品質管理を実施するとともに、災害に強いデータ
センターの運⽤を⽬指し、さらなる整備・拡充を図る。

ー

安否確認／⼀⻫通
報サービスの提供

ユーザーの利⽤シーンの変化に合わせ、スマートフォン利⽤における
利⽤価値を向上させる。また、さまざまな⾃然災害リスク対応の重要
性が⾼まる中、多様な災害情報提供の観点での機能改善にも取り組ん
でいく。

スマートフォンアプリの
リリース：5⽉⽬標

安⼼・安全なOCN
サービスの提供

年齢層にかかわらず、すべてのお客さまが安⼼してインターネット環
境を利⽤できるよう、常にサービス拡充・強化を図る。
グローバルIPアドレスを保有するシステムへのMSS適⽤、ソフトウェ
ア脆弱性発覚時のサービス停⽌⼿順書の遵守と登録内容の更新など、
セキュリティリスクマネジメントを強化する。

ー

重要インフラとし
て⾼い安定性と信

頼性の確保

災害に強いネット
ワーク作り

最新のハザード更新、公表に合わせ、サービスの継続を確保するため
の、中継路の信頼性向上、迅速な復旧が可能な災害に備えた基盤設備
の整備を継続する。

ー

⼤規模災害などへ
の対策（災害ゼ
ロ）

南海トラフおよび⾸都圏直下地震を想定した、応急復旧に必要な⾏動
チェックおよび措置表内容の拡充を⾏い、復旧ケースや計画停電など
も想定した災害対策演習の充実と、政府、⾃治体とも連携した危機管
理プロセスの⾼度化・定着化。NTTコミュニケーションズグループ間
の連携強化。

年1回

24時間、365⽇の
ネットワーク監視

お客さま向けサービス（ネットワーク、インターネット、クラウド、
ホスティング、⾳声系サービスなど）の常時監視と、グローバルシー
ムレスな対応。

⻑時間故障件数の削減
・国内：140件/年
・海外：500件/年

24時間365⽇体制
で監視し、お客さ
ま企業の情報シス
テムを守る
（SOC）

⽇々⾼度化・拡⼤するセキュリティの脅威に対し、企業の情報システ
ムの安全・安⼼に貢献できるサービスの充実・強化を図る。

ー

社会貢献活動

地域美化活動など
社会貢献活動の参
加数

各種清掃活動などを実施し、NTTグループGTN施策と連動し、⽬標達
成を⽬指す。

1,980名参加

ペットボトル
キャップ

NTTグループ⼀体となった取り組みとして、エコキャップ活動を推進
する。

1,490,000個
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CSR重点領域 CSR指標2013-2014

重点活動項⽬ 施策名
2014年度⽬標

定性⽬標 定量⽬標

地球環境保護

温暖化防⽌
CO2排出量の削減 NTTコミュニケーションズグループにおいて、各種省エネ施策による

通信・オフィスビルのCO2排出量を削減。
27.9万t-CO2以下
（排出係数0.33kg-CO2)

廃棄物削減
最終廃棄量の削減 NTTコミュニケーションズグループにおいて、各種リサイクル率向上

施策により産業廃棄物（オフィス廃棄物・撤去通信設備・建設廃棄
物）の最終処分率を低減。

オフィス廃棄物：84%

紙資源削減

紙使⽤量の削減 NTTコミュニケーションズグループにおいて、複合機の導⼊やタブ
レット会議の推進により事務⽤紙を低減。
「ペーパーレス会議」「会議1/8」推進による紙使⽤量の削減に取り
組む。

8,500枚/年・⼈

⼈材の尊重

多様性の尊重と機
会均などに向けた

取り組み

働き⽅改⾰の全社
展開による多様な
働き⽅の推進

全社員アンケートにおいて課題となった「職場の⽣産性」の現状課題
に対し、プロセス改善を⾏うなど継続的に働きかけを実施していく。

全社員アンケートにおけ
る「職場の⽣産性」への
評価向上

育児／介護と仕事
の両⽴⽀援の拡充

男⼥ともに育児／介護との両⽴を⾏いながらいきいき働き、キャリア
継続できるように、⽀援活動を実施していく。

ー

障がい者雇⽤率の
向上

法定雇⽤率2.0%達成に向け、引き続きNTTコミュニケーションズグ
ループ全体での採⽤活動を実施していく。

法定雇⽤率2.0%

グローバル規模で
の⼈材交流の拡⼤

派遣・受⼊双⽅ともに対象会社を拡⼤する。派遣・受け⼊れ中のプロ
グラムはフォローアップの充実により、効果的な⼈材交流に注⼒す
る。

NTTコミュニケーション
ズから海外への派遣を約
80名、海外からの受け⼊
れ20名の規模を維持す
る。

⼥性管理者⽐率の
向上

⼥性管理者によるメンタリング・セミナー活動を継続実施し、引き続
き⼥性社員のキャリア意向の向上に努める。

全社員アンケートにおけ
る⼥性社員の「キャリア
意向」が改善されたた
め、維持に努める。
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「グローバルクラウドビジョン」を掲げるNTT
コミュニケーションズは、2013年11⽉、ICT
マネージドサービス「Global Management
One」の販売を開始しました。グローバルに展
開する企業のICT環境全体を全世界共通のサー
ビス・品質・料⾦でサポートし、企業のシステ
ム部⾨にかかるICT管理業務の負担とコストを
⼤きく低減します。

CSR報告書2014
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社会的課題
グローバル化にともなう社内システム運⽤の負担増が企業の課題に

グローバルな事業展開にともなう拠点の増加やM&Aなどによって、企業のシステム部⾨がカバーする範囲は拡⼤
し、ICT管理業務に関わる負担増が課題になっています。事業ラインや国・地域・拠点ごとに個別のシステムが構
築・運⽤されている場合も多く、特に海外でICT要員の流出や個⼈のスキル・ノウハウに依存した運⽤などによっ
て、セキュリティリスクの増⼤も懸念されています。

こうした負担やリスクによって、ICT要員が戦略的な業務に関わりづらくなるなどの課題から、セキュリティを
含むトータルなオペレーションサービスが求められています。

ICT環境全体をカバーするサービスをワンストップで提供
このサービスでは、全世界に広がるお客さまのICT環境全体（アプリケーションから、クラウド、ネットワークまで）運⽤
管理業務の経験豊富なNTTコミュニケーションズのエンジニアがワンストップでサポートします。また、企業は⾃社のICT
環境や⽤途に応じて、必要なメニューを組み合わせることができ、本サービス導⼊によって運⽤コスト削減が可能になりま
す。
運⽤プロセスを⾃動化し、システム障害時の検知から復旧までを⾼速化
⾃動化によりヒューマンエラーを削減し、障害時の対応速度を⼤幅に向上します。本サービスで使⽤している⾃動化プラッ
トフォームを⽤いることにより、障害検知から復旧対応までの運⽤プロセスを⾃動化し、最⼤で約6割のトラブルチケット*1

の削減が可能です。
世界に広がる複数のオペレーションセンターを通じてサービスを提供
グローバルに展開するオペレーションセンターを活⽤し、24時間365⽇体制で多⾔語対応による広範囲なサービスを提供し
ます。

*1 ⼤規模システムの保守管理やカスタマサービスに利⽤する障害情報管理システムにおいて、各種の障害情報管理をデータ
（チケット）として記録し、プロセスの状態を把握する概念・仕組み。

グローバルでのICT運⽤の効率化を求めていたA社様にとって、NTTコミュニケーションズは、「Global
Management One」により、グローバルなICT環境整備のコスト削減を実現し、A社様のICT環境をトータルにサポート
しています。

A社様は、M&Aによって全世界に拠点を拡⼤し、世界400拠点で事業を展開されています。しかし、M&A先に
よって構築されているICT環境はバラバラで、事業部や拠点によって異なっていました。さらに国・地域によって
セキュリティ環境も異なるなど、グローバル化にともなう拠点増加によってさまざまな課題を抱えていらっしゃい
ました。

そうした課題を解決するため、グローバルなICT環境の標準化や統⼀したセキュリティポリシーによるICTガバ
ナンスの実現の⼀⽅で、拠点ごとに異なるニーズにも柔軟に応えられるワンストップサービスを要望されていまし
た。
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このプロジェクトは、データセンターの構築からネットワーク、クラウド、セキュリティサービ
スの提供とサービスの範囲が広いのが特徴です。また、お客さまの拠点がグローバルであるため、
NTTコミュニケーションズのグローバルな拠点（アジア、アメリカ、ヨーロッパ）より、さまざま
な部⾨のスタッフが参加しています。

多くのスタッフが携わり、グローバルに広範囲なサービスを提供するため、いろいろな課題が⽣
じることがありますが、拠点を越えて意⾒を交換しながら、課題解決にチャレンジしています。

第四営業本部/
第七グループ
吉⽥ 征広

「Global Management One」では、各サービスをモジュール化することで、拠点のニーズに合わせてICT環境の管
理・運⽤に必要なサービスを選択することができます。さらに、国際標準であるITILに準拠していることから、A社様は
グローバルシームレスで⾼品質なサービスを低コストでご利⽤いただいています。

さらに世界中のオペレーションセンターの連携によって提供している多⾔語のヘルプデスクは、「⺟国語で対応して
もらえる」「安⼼して本来の業務に取り組める」など、従業員の安⼼感を⽣む効果も⽣まれています。

キーパーソンからの声
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NTTコミュニケーションズは、世界各国で展開しているデータセンター（以下、データセンター）の環境
負荷の低減に取り組み、世界標準のグリーンビル認証「LEED」*2の認証取得を進めています。

*2 Leadership in Energy and Environmental Designの略：⽶国グリーンビルディング協会による建物全体
の環境性能の認証制度。

社会的課題
環境性能の⾼さがデータセンター選択基準の⼀つに

世界中のお客さまが環境負荷低減に理解を⽰し、その活動に取り組まれている中、莫⼤な電⼒を消費するデータ
センターの選択でも、⾼信頼性はもちろん、⾼い環境性能が重要な要素になっています。その選択基準の⼀つが、
グリーンビル認証評価の世界標準「LEED」*2です。NTTコミュニケーションズでは、世界各国のデータセンター
で環境負荷低減に取り組み、LEED認証の取得を推進し、お客さまの満⾜度とコスト削減につながる「グリーン
ICT」を⽬指しています。
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空調関連
サーバールーム内の温度を「⾒える化」し、⾃動で温度を制御する「SmartDASH*3」や、空調の冷気とICT機器からの排熱
を分離し冷却効率を向上させる「アイルキャッピング*4」、冷たい外気を利⽤して効率よくICT機器を冷却させる「外気冷
房」などの導⼊を進め、空調電⼒を削減しています。
*3「SmartDASH」は⽶国Vigilent社の登録商標です。
*4「アイルキャッピング」は、株式会社NTTファシリティーズの登録商標です。
照明関連
LEDや⼈感センサーを利⽤し、照明の消費電⼒を削減しています。
その他
太陽光や⾵⼒など⾃然エネルギーの利⽤を促進しています。また、AC/DCの変換ロスを減らし、ICT機器へ効率よく給電す
るHVDC（⾼電圧直流給電）や、電⼒損失が少ないロータリーUPS（無停電電源装置）を導⼊しています。

各国のデータセンターでは、さまざまな仕組みやシステムを導⼊することで、施設運営に関わる消費電⼒の節減や省
エネルギー、省資源、植物などの活⽤により、環境負荷の低減を⽬指しています。
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緑地、⾃然⽣態系の保全を
確保するとともに、植物の
蒸散効果などにより敷地全
体の気温上昇を抑制しま
す。

屋上の緑化
太陽熱の遮熱効果によって屋内の空調電⼒節減に貢献しま
す。

緑地の確保

⾃転⾞・電気⾃動⾞・公共交通機関の利⽤促進
駐輪場のほか、駐⾞場には電気⾃動⾞の
充電スペースを設置し、環境負荷低減効
果の⾼い⾞両の利⽤を促進します。

透⽔性舗装⾯
⾬⽔を地中に浸透・還元させて地下⽔へ還流します。

井⼾⽔、⾬⽔などの利⽤による⽔資源の節約
井⼾⽔や再⽣⽔を⽔冷空調システムの冷却⽔に活⽤しま
す。⾬⽔は植栽への⽔散布に利⽤します。

認証基準の基本分野

エネルギー

再⽣可能エネルギーの利⽤促進
太陽光発電や太陽熱、⾵⼒発電の利⽤を促進します。

認証基準の基本分野

原料・資源

建物⾃体の環境対応
建物内部・事務室の内装などに再⽣
材を利⽤。資材・機材運搬に使う⽊
枠などにも再⽣利⽤します。

認証基準の基本分野

建物・敷地全体で環境負荷低減

認証基準の基本分野

⽔資源の効率的な活⽤
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2011年、新たな事業ビジョン「ビジョン
2015」のもと、国内外シームレスな事業展開
を推進しているNTTコミュニケーションズグ
ループにとって、グローバルな⼈材を育成し、
活躍を推進することは不可⽋になっています。
外国籍学⽣の海外現地での採⽤や⽇本への出向
受け⼊れ、海外トレイニープログラムなどに
よって、グローバル規模の⼈材交流を拡⼤させ
ることで、多様な⼈材の能⼒や個性、価値観を
企業経営に活かすダイバーシティマネジメント
に取り組んでいます。

社会的課題
多様な価値観・能⼒を企業経営に活かすために

急速かつダイナミックに変化していく事業環境に柔軟に対応し持続的な成⻑を続けていくためには、グローバル
⼈材基盤の強化が⽋かせない要素となっています。

しかし、国内では少⼦化によって、今後労働⼒⼈⼝の減少は避けられません。また、グローバル化した社会・経
済の中で、社会や企業は世界との共⽣と⽣き残りをかけた戦略と柔軟性を必要とされており、私たち⾃⾝もさまざ
まな意味で変⾰を迫られています。

世界規模で事業を展開されているお客さまのニーズにお応えし、真に選ばれる「Global ICT Partner」となるた
めに、多様な⼈材が持つ価値観・能⼒を活き活きと発揮できる企業⾵⼟づくりが求められています。

国や地域を超えて互いの価値観や⽴場の違いを理解し、多様な⼈材を企業経営に活かしていくために、「Global One
Team」をキーメッセージにしたグローバル⼈材マネジメントを推進しています。

国内採⽤市場に限らず、世界中から多様で優秀な⼈材の採⽤活動を展開しています。⽇本の⼤学に留学している外国
⼈留学⽣や海外⼤学卒の⽇本⼈に加え、成⻑市場であるアジアの学⽣を対象にして現地のジョブフェアや⼤学での採⽤
活動を展開しています。

また、海外現地法⼈社員の⽇本への出向（2年または6カ⽉）受け⼊れの拡⼤や、⽇本の社員が海外現地法⼈でビジネ
スを経験する海外トレイニーなどによる⼈材交流を活発化させています。2011年7⽉からは、若⼿社員を海外の現場に
派遣し、グローバルに活躍できる⼈材を育成するプログラムも実施しています。

グローバル⼈材マネジメントの推進による⼈材交流で、新たな⽂化や価値観に触れる機会を持った社員が、その経験
を糧に、個々の持ち場で、「国内外シームレスなICTサービスで豊かな社会と安⼼で快適な⽣活の実現に貢献する」とい
うミッションに挑戦しています。

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



⼊社5年⽬にタイの現地法⼈に1年間海外トレイニーとして派遣され、近隣国の⽀店⽴ち上げに関
わりました。⼊社当時から憧れていた海外トレイニーですが、業務経験を積む中で海外最前線にお
けるNTTグループの国際ビジネスをけん引できる⼈材になりたいと具体的に考えるようになりまし
た。経験を通じて良かったのは、現地の市場を鑑みつつサービスの付加価値を⾼めることができる
か視点を養い、かつ本社でのナレッジを展開できたこと。帰国後は欧⽶を中⼼にクラウドサービス
の⽴ち上げに携わっていますが、このような海外経験をしていなかったら以前と同じように⽇本側
の⽬線のみでサービスを考えていたかもしれません。また海外の現場へでることに挑戦し、世界中
のメンバーとともにサービス開発や展開に貢献していきたいです。 2007年⼊社

櫻井 芽⽣

韓国でNTTコミュニケーションズの採⽤活動があり、もともと通信事業に興味があったことや、
私の⽇本語のレベルでも⼊社後に⽇本語を学び、できることがあれば挑戦してみたいと思ったの
が、⼊社の動機です。法⼈営業に携わり、その仕事がグローバルな案件であればなお良いと考えて
いた私にとって、海外のお客さまの来⽇時に当社のビジネスを紹介する機会に恵まれるなど、現在
の仕事内容のほとんどが希望と合致しています。社内コミュニケーションは壁がなく、同僚たちは
気軽に声をかけてくれます。当社の海外事業の拡⼤に貢献するため、今後、⽇系企業だけでなく、
世界各国の現地企業と仕事をしてみたいと思っています。

2013年⼊社
ソ ヒョンジェ

NTTコミュニケーションズベトナムで働いていた友⼈から、活気があって能⼒を⾼められる会社
と聞き、⾃分が成⻑できる可能性を信じて⼊社しました。エンジニアとして7年ほど働いた後、⾃
ら希望して業績向上に貢献できる営業に転向。ビジネスのパイプラインを広げたいという想いか
ら、短期出向プログラムを利⽤し、半年間、本社で働く機会を得ました。⽇本では良い意味で期待
を裏切られました。多くのチームメンバーは⽇本⼈も英語が話せ、多くの国の⼈材が採⽤やプログ
ラムを利⽤して働いていましたし、⼥性管理職の多さにも驚きました。こうしたダイバーシティを
さらに広げ、⼈の⾏き来を活発にさせていけば、グローバルな視野を持ちつつ現地に密着した新た
なサービスが⽣まれる可能性は⼤きいと感じています。 2006年⼊社

Quang Tran

海外トレイニープログラム経験者の声

外国籍社員の声

海外現地法⼈社員の声
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安定的で信頼性の⾼い情報通信サービス
アークスターユニバーサルワンの提供
グローバルクラウドビジョン
次世代のデータセンターサービス
世界各国の事業への参画
アジア地域を⾼信頼でつなぐ国際海底ケーブルシステムの建
設
安定した配信環境を⽀える世界最⼤級のインターネットイン
フラ
海底ケーブル敷設技術
「Managed Quality Operation（⾼信頼保守）」の実現

重要インフラとしての⾼い安定性と信頼性の確保
災害時におけるネットワークの信頼性確保
企業の事業継続を⽀えるサービスの提供
札幌ビジネスコンティニュイティセンタの取り組み
企業ネットワークのセキュリティ監視・オペレーションの充
実
ISPセキュリティ対策サービスの充実
シマンテックセーフサイトの表⽰
「Biz モバイルコネクト」のスマートフォン向けセキュリ
ティ機能をさらに強化し、BYODを推進
DDoS攻撃対策への取り組み

ICTを活かした社会的課題解決
「防災・市⺠メディア実証実験」の実施について
横浜市教育委員会の校務システム基盤としてクラウドサービ
スを提供
OCNのIPv6利⽤拡⼤に向けた取り組み
コールセンター業務の在宅委託「CAVA（キャバ）」
「健康増進アシストサービス」の共同実証実験

健全なICT社会への貢献
検索サービスを通じた⾃殺予防対策への取り組み
官⺠連携のマルチウェア対策⽀援プロジェクト「ACTIVE」
への参画
⼦どもたちが安⼼して利⽤できるインターネット環境の提供
児童ポルノサイトのブロッキングに向けた対応⽅針について
ICT⽀援員
インターネット検定「.com Master（ドットコムマス
ター）」

社会貢献活動
NTTコミュニケーションズの社会貢献活動
Webサイトを通じた社会貢献活動
グループで取り組む社会貢献活動「参加型CSRプログラム」
Green with Team NTTに向けた取り組み「エコキャップ活
動」
地域貢献と⾃然環境保全活動
NTTアメリカの社会貢献活動
TABLE FOR TWOへの参加
社員からの物品募集活動
各種清掃活動
「JOLLY'S magazine 盲導⽝の育成をみんなで⽀えよう」
サイトの開設
NTTコミュニケーションズ ラグビー部の社会貢献活動
東⽇本⼤震災における本業での取り組み
東⽇本⼤震災被災地を産地とする農産物の社員⾷堂での利⽤

お客さまへの誠実な対応
お客さまの声（VOC：Voice Of Customer）調査を実施
「OCN お客さまの声」に寄せられたご意⾒・ご要望をもとに
サービスを改善
NTTぷらら「えでゅけっと」への評価
「ISO14001」および「OHSAS18001」認証の同時取得につ
いて
広報表⽰に関する規程に沿った運⽤
ユニバーサルデザインの取り組み
サービス品質保証制度（SLA）の提供
海外パートナーキャリアとの品質向上会議

CSR報告書2014

私たちは「CSR基本⽅針」にもとづき、情報通信技術の向上と情報セキュリ
ティの確保に努め、グローバル規模で安定した信頼性の⾼い情報通信サービス
を提供しています。また、新たなビジネスモデルの提供を通じ、あらゆる⼈々
が参加できる社会づくりに貢献しています。
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サプライヤーとのかかわり
調達の基本⽅針
CSR調達の推進
グリーン調達の推進
紛争鉱物の排除
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ICTを活かした社会的課題解決 健全なICT社会への貢献 社会貢献活動

お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり

CSR報告書2014

⾼度情報化社会を⽀えるネットワーク技術と保守体制で⽇本および世界全域の通信サービスを提供している
NTTコミュニケーションズは、災害や障害が起きた場合でも安⼼してネットワークをご利⽤いただける環境整備
に⽇々努めています。

具体的には、通信ルートの⼤容量化・⾼信頼化、通信機器の⼆重化・分散化、さらにはネットワーク全域での
24時間365⽇監視体制の整備などを通じて、通信の信頼性確保と安定的なサービス提供を実現しています。

ユビキタス社会の進化を実現するサービスの提供

アークスターユニバーサルワンの提供

企業の成⻑シナリオにとってクラウドサービスは不可⽋となっています。ネットワークサービスに対しても、本格的な
クラウド時代に対応した、安定的でセキュアなアウトソーシング環境を構築する役割が期待され、ますます注⽬が集まっ
ています。

NTTコミュニケーションズでは、⾼品質・⾼信頼なクラウド対応データネットワークサービス「Arcstar Universal
One」を2011年5⽉から提供開始し、国内外シームレスに展開しています。

その後、2012年8⽉に運⽤開始した⼤容量光海底ケーブル「Asia Submarine-cable Express」をバックボーンに追加
し、信頼性の⾼いグローバルネットワークサービスを拡充しました。

また、2014年1⽉に⽶国⼤⼿のネットワーク事業者Virtela Technology Services Incorporated（略称：Virtela社)の株
式を取得したことを受け、両社のネットワークサービスを統合し、196カ国/地域へ提供エリアの拡⼤を図っていくととも
に、Virtela社の強みであるLANのネットワーク機器の機能を仮想化する技術(NFV)を活⽤し、⾃前で構築・保有していた
ネットワーク機器についても、ストレージやサーバーなどのクラウド化とあわせてクラウド上で利⽤することを可能に
し、柔軟で利便性の⾼い⾼信頼ネットワークを提供します。

さらに、「Arcstar Universal One」のオプションサービス「Arcstar Universal One Virtual」を2014年5⽉より提供
開始し、ネットワーク仮想化技術を活⽤することで、通信キャリアとして初めて、既存の企業ネットワークやインター
ネット環境上に利⽤⽬的に応じた新たなネットワーク空間としてオーバーレイ・ネットワークを構築し、拠点やネット
ワークの変更などをオンデマンドでお客さま⾃らが実施することが可能となりました。

今後もお客さまのグローバルICTパートナーとして、世界規模で加速するビジネスへの対応や、国内外シームレスな事
業展開のスピーディな実現に取り組みます。

グローバルクラウドビジョン

NTTコミュニケーションズの「グローバルクラウドビジョン」とは、お客さまICT環境のクラウド化/データセンターへ
の移⾏を契機に、グローバル共通品質のさまざまなサービスを最適に組み合わせ⼀括運⽤する、通信事業者ならではの
「シームレスICTソリューション」を通じ、お客さまの経営改⾰に貢献することを⽬的とした、企業のお客さま向けサー
ビス全体のビジョンです。

2011年10⽉に発表されたこのビジョンの策定の背景のひとつにはNTTコミュニケーションズとして、⾳声通信やデー
タネットワークの収⼊が減少する中、新たな事業の創出が課題になっていることがありました。⼀⽅で、お客さまから
は、市場環境が激変する中で、経営を⽀えるICTの改⾰が望まれています。「グローバルクラウドビジョン」は、このよ
うな、NTTコミュニケーションズとしての事業上の課題と、お客さまである企業の要望を背景として策定されたもので
す。
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NTTコミュニケーションズは、この「グローバルクラウドビジョン」にもとづく「シームレスICTソリューション」の
提供を通じ、お客さまの経営改⾰に貢献していくことを提供価値としており、具体的には、「(1) 通信事業者ならではの
ネットワークとクラウドの連携強化(キャリアクラウド)」「(2) 仮想化の加速(SDN/NFVなど)」「(3) ⾃動化の推進(API
機能の拡充など)」の3つの取り組みを通じ、低コスト/迅速/オンデマンドなICT環境を実現します。

「グローバルクラウドビジョン」の詳細は、こちらに掲載しています。

次世代のデータセンターサービス

NTTコミュニケーションズは、クラウドサービスをグローバルに展開
するための基盤として、Nexcenter™のブランドのもとで、世界中のデー
タセンターを世界統⼀品質基準にもとづいて構築・運⽤しており、「⾼品質」、「低コスト」、「柔軟性」を統合した次
世代データセンターサービスを提供しています。信頼性の⾼いデータセンターサービスを安定的に提供するため、NTTコ
ミュニケーションズは以下の取り組みを多⾯的に展開しています。

1. ⾼品質なファシリティ

地域の災害危険度に応じた⾼い耐災害性を誇るデータセンター施設の構築や、Tier III相当以上*1の設備構成により、シス
テム運⽤中であっても、設備メンテナンスが安全かつ迅速に実施できること。また、⾼速・⼤容量のTier Ⅰ*2インター
ネットバックボーンや豊富なグローバルネットワークサービスと⼀体化したシームレスなサービス提供をすること。

2. コストの効率化

⾃社設計、⾃社保有、⾃社運⽤するデータセンター専⽤ビルによる効果的なコストコントロールと、先進のグリーンICT
施策により、コストの効率化を推進すること。

3. トータルICTソリューション

複数⾔語に対応したヘルプデスクサービスや24時間365⽇の保守運⽤体制で、ネットワークからサーバーまでお客さまの
ICTインフラをトータルでマネジメントできること。

*1 ⽶国の業界団体Uptime Instituteが定めるデータセンターのTier基準において、商⽤電源、空調、UPS（無停電電源装置）、⾮常⽤発電装置、
配電ルートなどの冗⻑性が確保され、単⼀障害点によるシステム停⽌が起こらない設備構成レベルのこと。
*2 インターネットの品質を上流のプロバイダーに頼らずに、⾃らコントロールできる世界規模の広帯域IPバックボーンを保有するISP(Internet
Service Provider)グループのこと。

データセンターに関する詳細は、こちらをご覧ください。

世界各国の事業への参画

NTTコミュニケーションズは、ユビキタス社会の発展にグローバルに貢献するべく、各地の事業に多様な形で参画して
います。

まず、インターネットの普及が急速に進むアジア地域では、2011年4⽉にベトナム、2012年2⽉、5⽉にそれぞれラオ
ス、ブルネイにおいて、それぞれ政府の管理する海外への接続拠点に対し国際インターネット接続サービスを提供するこ
とで合意し、同サービスを提供しました。また、インドネシアにおいて2012年3⽉に、かねてより⼯業団地に敷設してい
た⾃社の光ファイバー網を活⽤したインターネットサービスの提供を開始しました。さらに、2013年10⽉にはインドネ
シアのジャカルタに新たに2拠点の接続拠点を開設し、東南アジア新興国における国際インターネットサービス展開に寄与
しました。⼀⽅、アジア地域以外でも取り組みを推進しており、東欧地域では2011年11⽉、ハンガリー、ルーマニア、
ブルガリアの3カ国、2012年6⽉にイタリア、2013年1⽉にスウェーデンに接続拠点を開設しました。

これらの取り組みを通じ、各地域のインターネット環境の改善に寄与すると同時に、当社顧客の現地におけるニーズに
対し、より質の⾼いサービスを提供することを⽬指しています。なお、サービスの充実に向けた取り組みとしては、2011
年5⽉にはオーストラリアのICTサービスプロバイダーに対し、2012年1⽉にはインドのデータセンター関連事業者に対
し、それぞれ過半数の持株⽐率となる出資を⾏うなど、現地企業との経営上の結びつきを強化しています。

その結果、これらの取り組みが評価され、2013年11⽉アムステルダムで開催されたGlobal Carrier Awards 2013にお
いて、NTTコミュニケーションズは「Best Pan-Asian Wholesale Carrier」を受賞しました。

今後も、インターネット市場の成⻑に対する寄与と事業成⻑とを両⽴するさまざまな取り組みを展開していきたいと考
えます。
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■海底ケーブル敷設船「すばる」

⾼度情報社会を⽀えるネットワーク技術と保守体制

アジア地域を⾼信頼でつなぐ国際海底ケーブルシステムの建設

グローバルビジネスを展開するお客さまにとって、通信インフラが事業活動の⽣命線となった今、国内外のシームレス
なネットワークサービスの提供があたり前のように求められています。NTTコミュニケーションズは災害や障害が起きた
場合でも安⼼してグローバルネットワークをご利⽤いただけるよう環境整備に⽇々努めています。

アジア地域における国際トラフィックは急増しており、より⾼帯域で信頼性が⾼く遅延の少ない海底ケーブルへの需要
が⾼まっています。2012年8⽉に運⽤を開始した⼤容量光海底ケーブル「Asia Submarine-cable Express」(ASE)は、
Telekom Malaysia (本社：マレーシア)、PLDT (本社：フィリピン)、StarHub (本社：シンガポール)と共同で建設したア
ジア地域をつなぐ海底ケーブルです。ASEは、地震や台⾵が原因で頻発する台湾南沖バシー海峡付近でのケーブル故障を
回避するルート設計となっており、⽇本から⾹港、シンガポールなどへ最短遅延のネットワークを提供できる、信頼性の
⾼い、かつ低遅延の光海底ケーブルとなります。

また2011年末より、各国主要キャリアと共同で、⽇本、韓国、中国本⼟、台湾、⾹港、ベトナム、タイ、マレーシア、
シンガポールなどアジア域内を結ぶ⼤容量光海底ケーブル「Asia Pacific Gateway」(APG)の建設に着⼿しました。ASE
に加え、APGを建設することにより、アジア域内の保有ケーブル容量をさらに強化するとともに、複数ルートのケーブル
を保有することで冗⻑性を確保し、より信頼性の⾼い国際ネットワーク、クラウドサービスをお客さまに提供していきま
す。

安定した配信環境を⽀える世界最⼤級のインターネットインフラ

NTTコミュニケーションズの国際IPバックボーンは、国内外の固定・携帯電話会社、ISP、データセンター事業者、コン
テンツプロバイダーなどが接続し、⽇本と海外を結ぶ主要なインターネットトラフィックを運んでおり、⽇⽶間の保有回
線容量は業界最⼤級となる700Gbps*1に、アジア・オセアニア地域では600Gbpsになります。

2011年3⽉11⽇の東⽇本⼤震災においては、⽇⽶間の国際通信⽤ケーブルが⼀部損傷したものの、完全冗⻑化された
ケーブル構成と国際キャリアとして築きあげた協調関係にもとづく各海外キャリアやケーブル会社との連携により、影響
を最⼩限に抑えることができました。

また、この国際IPバックボーンは、IPv4/IPv6のデュアルネットワークとなっており、次世代の通信規格であるIPv6
ネットワークの中⼼に位置するコアネットワークのひとつとなっています。

今後も「グローバルTier Ⅰ*2キャリア」として、アジア・新興国への取り組みを強化し、お客さまにさらに⾼品質な通
信環境を提供できるように努めていきます。
*1 700Gbps： 地上デジタル放送約41,666チャンネル相当／新聞598年分に相当。
*2 Tier Ⅰ： インターネットの経路情報を他社から買わなくてよいほどの⼤規模なISPグループのこと。

海底ケーブル敷設技術

NTTワールドエンジニアリングマリン（NTT-WEマリン）は、国内はもとより太平洋
ルートの国際通信ケーブル、東南アジアやインド洋沿岸諸国の海底ケーブルなど、ケー
ブルの設計から海洋調査、敷設および保守までを⼀貫して担っています。前⾝の「NTT
海底線エンジニアリングセンタ」時代より海洋インフラ構築に関する⾼い技術を継承
し、その技術は⽔深1,000メートル以上の海底地震計の設置にも役⽴てられています。
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「Managed Quality Operation（⾼信頼保守）」の実現

NTTコミュニケーションズは、世界規模でビジネスを展開するお客さまに信頼・満⾜いただけるサービスを提供してい
くために、プロセス改⾰やサービス品質の向上に努めています。法⼈向けデータ通信サービスにおいては、ネットワーク
からお客さまの設置機器まで⼀元的に監視し、故障検知通知、復旧対応を実施する「ワンストップマネジメントサービ
ス」の提供を⾏うほか、ネットワークの故障通知および復旧対応を能動的に実施する保守の対象サービスを拡⼤するな
ど、プロアクティブでワンストップな保守サービスを24時間365⽇休みなく提供しています。従来は、国内サポートとグ
ローバルサポートが、それぞれ別フロアで通信の多ルート化や通信設備の⼆重化・分散化、サービス状態の監視、故障受
付などの業務を⾏っていましたが、2010年度以降、国内外の保守オペレーションフロアや組織を集約することによって、
国内回線とグローバル回線とを組み合わせたネットワークをご利⽤のお客さまに対して、両サポートがFace to Faceのコ
ミュニケーションで問題解決に取り組み、国内外シームレスフロントを設置したことでワンストップな対応を提供するこ
とができるようになりました。さらにお客さまシステムの海外展開に合わせ、サービスマネージャーによる国内外シーム
レス対応を拡⼤しています。また、2011年3⽉11⽇に発⽣した東⽇本⼤震災の教訓を受け、より安定的な通信の信頼性確
保に向けて、国内外ともに保守オペレーションセンターのBCP化を推進しています。⼈員⾯では、実践型研修・認定制度
などによるプロフェッショナル⼈材の育成や、保守を起点としたお客さま視点からのカイゼン提案・マネジメントを継続
的に実施しています。

お客さまに「早く」「やさしい」オペレーション、トータルワンストップオペレーション、⾼い技術⼒で⽀えるオペ
レーション、ICTを駆使したグローバルオペレーションの4つを基本に、⾃働化やビックデータを活⽤した最先端オペレー
ションを具備した⾼品質な保守サービスを追求し、お客さまのビジネスを強⼒にサポートしていきます。
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「お客さま第⼀」の視点で、災害対策、情報セキュリティの確保に取り組み、お客さまが安⼼・安全に利⽤で
きる情報通信ネットワークづくりを追求しています。

災害に強いネットワークづくり

災害時におけるネットワークの信頼性確保

NTTコミュニケーションズは、災害対策の基本3⽅針にもとづき、重要通信を確保するとともに、通信サービスの早期復
旧に努めています。また、⽇ごろから災害に迅速に対応できるよう、毎年訓練を実施しています。

2011年2⽉には⾸都圏直下型地震を想定した、災害対策メンバーによる駆けつけ演習を実施しました。この演習は訓練
と異なり、災害対策メンバーへの予告なしに開始したものです。具体的には、「⾸都圏が⼤規模な災害に⾒舞われ、⾸都
機能がほぼ失われている中、関⻄において初動本部を⽴ち上げる」「⾸都圏の災害対策メンバーは交通⼿段が全⾯不通と
なったことを想定し、実際に勤務地から徒歩にて災害対策本部へ移動する」そして「関⻄から災害対策本部機能を引き継
ぐ」という流れを想定した演習でした。2013年4⽉には、南海トラフ地震を想定し、NTTコミュニケーションズグループ
会社13社合同での演習を実施しました。

また、災害に対する訓練は社員に対しても毎年実施しています。これは、NTTコミュニケーションズのサービスのひと
つである「安否確認／⼀⻫通報サービス」を利⽤しての訓練です。2010年度からは社員だけでなくパートナー社員に対し
ても「安否確認訓練」を導⼊し、実施しています。

こうして、常⽇ごろから訓練を⾏うことにより、災害に対する意識向上を全社で図っています。

「災害に対する取り組み」は公開情報として、こちらに掲載しています。

企業の事業継続を⽀えるサービスの提供

NTTコミュニケーションズは、⼤地震、パンデミックなどの危機に対して⾼品質なさまざまなサービスを提供し、お客
さまの事業継続を⽀援しています。代表的なものとして緊急地震速報は、実際に揺れを感じる前に震度や到達時刻といっ
た地震情報を配信するサービスです。初期被害の予防や安全確保が可能になり、地震後の事業の早期復旧が⾒込めるた
め、BCP（事業継続計画）を策定するうえで有効なサービスといえます。また、安否確認／⼀⻫通報サービスは、新型イ
ンフルエンザや地震といった⾃然災害の発⽣時などに社員の安否状況を確認・集計するサービスです。普段から連絡網な
どでも利⽤可能なため、学校の連絡網や⾼齢者の安否確認、派遣先社員への⼀⻫連絡にも効果を発揮します。

世界9カ国11拠点にサービスを拡⼤し、通信キャリアとして⾼い技術⼒を活かしたグローバルクラウドサービス「Bizホ
スティング Enterprise Cloud」は、災害にも強い堅牢なデータセンターに設置し、⽇本と海外拠点間の遠隔地にあるバッ
クアップを迅速に稼働させるといったBCPソリューションを提供しています。

「Bizホスティング Cloudn」は、災害時において急激なアクセスにも柔軟にリソース変更が可能な環境を提供し、安否
確認システムの基盤などに利⽤されています。

事業継続を⽀えるサービスの詳細は、こちらをご覧ください。
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■札幌ビジネスコンティニュイティ
センタ

■グローバルリスクオペレーションセンター（SOCを改編）

札幌ビジネスコンティニュイティセンタの取り組み

NTTコムテクノロジーは、⾃然災害の⽐較的少ない札幌市にシステム・ネットワーク
の常時監視・運⽤を⾏う「札幌ビジネスコンティニュイティセンタ」を2008年6⽉に開
設しました。役割としては、24時間365⽇のICTシステムの監視・運⽤のほか、お客さ
まからのお問い合わせへの対応、故障修理、BCP管理⽀援などを担います。

これまで⽇本においては、企業活動の要であるICTシステムについては、収容する
データセンターの離隔分散などで広域災害やテロに備えた対策がなされてきました。し
かし⼀⽅で、これらのシステムを常時監視・運⽤する有⼈のオペレーションセンター
は、主に⾼度なスキルを持った⼈材確保の観点から所在が⾸都圏に集中する傾向にあ
り、分散したシステムを同⼀のセンターで監視するケースが多々ありました。近年、企業において総合的なBCPの重要性
が認識されるのにともない、企業システムのオペレーションセンターに対しても、広域災害やパンデミックなどに即応し
得る離隔分散設置の要求が⾼まっています。札幌ビジネスコンティニュイティセンタは、このような背景から開設した施
設です。

サービス品質やお客さまへの付加価値を⾼めて、お客さま満⾜度（CS）を向上させる⼀⽅、効率・⽣産性を促進するた
めに、同センターでは、ITIL®*1をベースとしたITサービスマネジメントシステム（ITSMS）⼿法の導⼊・定着に取り組
み、その結果ITSMSの国際規格であるISO20000の認証を、2009年12⽉に取得しました。同時に、監視システムについ
ても、ITIL®ベースのカスタマイズが容易なオープンソースZABICOMの導⼊およびシステムの運⽤監視をしています。

お客さまシステムのクラウド利⽤や、仮想化技術の導⼊が進んできており、当社もその変化に追随し、今後も引き続
き、⾼品質かつ低コストな継続的オペレーションサービスの提供に努め、いっそうのCS向上を⽬指していきます。

*1 イギリス政府が策定した、コンピュータシステムの運⽤・管理業務に関する体系的なガイドラインであり、数冊の書籍の形でまとめられていま
す。ITIL®(IT Infrastructure Library)は、英国政府OGC(the Office of Government Commerce)の登録商標です。

企業ネットワークのセキュリティ監視・オペレーションの充実

ビジネスのグローバル化にともない、企業におけるリスクマネジメ
ントに対する取り組みもグローバルに統⼀した対応が求められていま
す。⼀⽅、近年の不正アクセスやウイルス感染、情報漏えいなどのサ
イバー攻撃によるセキュリティリスクの増加は、企業の存続を揺るが
すほどの多⼤な損失を招きかねない状況にあります。

こうした中、NTTコミュニケーションズでは、2003年にセキュリ
ティオペレーションセンター（SOC）を設⽴し、企業向けセキュリ
ティ運⽤サービスを開始しました。海外セキュリティ専⾨事業者をグ
ループ会社化し、NTTセキュアプラットフォーム研究所の開発協⼒も
得て、2013年6⽉にセキュリティリスクの調査・改善・モニタリング
を総合的に⾏う「WideAngle」として発展させ、グローバル展開を
開始しました。さらに、同年11⽉に、海外で8,000件の実績を積んだ
セキュリティコンサルティングノウハウを⽇本にも導⼊しメニュー化するとともに、2014年5⽉にはマネージドセキュリ
ティサービスの運⽤基盤エンジンの追加開発によりセキュリティ脅威の検知率を⾶躍的に向上させました。

NTTコミュニケーションズグループは、豊富なセキュリティ運⽤ノウハウや技術開発により、国内外のより多くの企業
が安⼼・安全な情報システム環境を実現できるようこれからも取り組んでいきます。
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ウイルス対策・インターネット犯罪への取り組み

ISPセキュリティ対策サービスの充実

私たちは、ISPとしてお客さまが安⼼かつ安全にインターネットを楽しめる環境を提供するため、OCNでは複数のセ
キュリティサービスを組み合わせて割引利⽤ができる「安⼼セレクトパック」を⽤意。さらに、パソコンから有害なサイ
ト、閲覧の必要のないサイトへのインターネットアクセスを規制するための有害サイトブロックサービスも提供していま
す。また、NTTぷららでは有害サイトのブロックのほか、⼤きな社会問題ともなったWinnyによる通信を遮断するフィル
タサービスを無料で提供しています。

また、サポートサービスとストレージサービスを提供する「マイポケットプラス」を、OCN契約の有無にかかわらず利
⽤可能、かつ、対応デバイスもパソコンからスマートフォンへと拡⼤して提供するなど、セキュリティ対策サービスの対
象の拡⼤を図る⼀⽅、「OCNプレミアムサポート」では、サポート内容にクレジットカード補償（安⼼してオンライン
ショッピングやインターネットオークションなどを利⽤できるように、クレジットカードの不正利⽤による損害が発⽣し
た場合に補償するもの）を追加するなど、質的な深化も進めています。さらに、2012年度は、複数のID・パスワードをク
ラウド上で安全に⼀括管理できる「マイパスワード」を提供開始するなど、いっそうのサービス拡充を図っています。

シマンテックセーフサイトの表⽰

NTTレゾナントでは2011年1⽉より、株式会社シマンテックと連携し、gooウェブ検索結果ページにてシマンテックが
提供する「シマンテックセーフサイト*1」を表⽰する施策を開始しました。これにより、シマンテックによってWebサイ
ト運営者の実在性が確認され、またマルウェアスキャンに合格したWebサイトであることをユーザーはひと⽬で認識でき
ることになります。

「gooウェブ検索」結果画⾯上にシマンテックセーフサイトが表⽰されているWebサイトは、ガンブラーなどのマル
ウェア（悪意のあるソフトウェア）などに感染していない安全なサイトであることが、ユーザーはひと⽬で理解できま
す。シマンテックとNTTレゾナントは、Webサイトの信頼性をユーザーに⽬に⾒える形でわかりやすく表⽰することで、
検索サービスの利便性の向上を図ります。

*1 シマンテックセーフサイト：シマンテックがWebサイト運営者の実在性を確認し、かつマルウェアスキャンに合格したWebサイトに表⽰され
るものです。

「Biz モバイルコネクト」のスマートフォン向けセキュリティ機能をさらに強化し、BYODを推進

スマートフォンやタブレット端末の普及にともない、PC端末に代わり、外出先でも気軽に利⽤できるスマートフォンを
業務で利⽤しようとする企業が増えており、最近では、私物のスマートフォンを会社で使⽤するBYOD(Bring Your Own
Device)が当たり前になりつつあります。

しかしながら、スマートフォンの業務活⽤には、端末の紛失や盗難時に会社の機密情報を守るための情報漏えい対策
や、端末のなりすまし防⽌対策など、セキュリティの強化策が課題となります。また、個⼈所有においてもスマートフォ
ンとタブレット端末の2台持ちが増えたことにより、誰でも利⽤可能で、⾼いセキュリティレベルを維持したBYOD環境を
構築することが、より難しくなっています。

こういった背景を受け、NTT コミュニケーションズでは、外出先から社内システムやクラウドサービスへ簡単かつ安全
に接続できる「Biz モバイルコネクト」サービスを提供してきました。具体的には、端末にコンテンツのキャッシュやア
クセス履歴などのデータを残さないブラウザ機能、業務⽤ソフトで制作されたファイルを端末にダウンロードすることな
く閲覧可能とする機能、Root化された端末やウイルスソフトがインストールされていない端末などについて利⽤を規制す
る機能などを標準機能として具備し、新たにコストをかけることなく誰もが安⼼してご利⽤になれるBYOD環境の構築を
⽀援しています。

今後も、スマートフォンの普及が進む中、NTTコミュニケーションズは、引き続き安全で便利な機能を拡充し、スマー
トフォンのビジネス活⽤を促進します。
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DDoS攻撃対策への取り組み

NTTコミュニケーションズは、インターネット上のサイバー攻撃の⼀⼿法であるDDoS攻撃*1から、お客さまのサーバー
やネットワーク機器を守るソリューションとして「グローバルIPネットワークサービス DDoS Protection Service」およ
び「OCN DDoS対策サービス」を提供しています。

DDoS攻撃は、正常な通信と不正な通信の⾒分けがつきにくく、攻撃を検知できたとしてもお客さま側での対策が⾮常
に難しいとされています。当社では、IPバックボーン上にDDoS対策装置を設置し、防御対象となるお客さまのサーバー
やルーター、当社クラウドなどへの不正なトラフィックを軽減することでお客さまのシステムを守ります。

*1  DDoS(Distributed Denial of Service)攻撃：インターネット上の複数のコンピュータから、標的となるサーバーやネットワークに対して⼀⻫
に⼤量の通信を⾏い、通信帯域やサーバーの処理能⼒を超える負荷を与えることで、サービスを利⽤不能にする攻撃のこと。
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ICTサービスによる新しいビジネスモデルやライフスタイルの提案を通じて、社会が抱えるさまざまな課題の
解決に貢献しています。

安⼼・安全な社会のために

「防災・市⺠メディア実証実験」の実施について

東⽇本⼤震災の被災地復興⽀援を⽬的とした団体である「つむぎプロジェクト推進協議会」（代表：株式会社NTTPCコ
ミュニケーションズ）は、岩⼿県⼤船渡市（市⻑：⼾⽥公明）と協⼒し、⼤船渡市内にある仮設住宅を対象に、被災地域
としての経験を教訓とした新しい防災システムの研究を⽬的として、2011年11⽉より 「防災・市⺠メディア実証実験」
を実施しました。また、情報通信整備事業に関する総務省案件を受注し、NPO法⼈防災・市⺠メディア推進協議会への協
⼒をとおし、被災地域としての経験を教訓に、全国の⾃治体に対する新しい防災情報システムの普及活動を推進しまし
た。

なお、つむぎプロジェクト推進協議会の被災地⽀援活動として、「防災・市⺠メディア実証実験の⽀援」、セキュアカ
メラクラウドのカメラを活⽤した「仮設住宅への防犯カメラ設置」、明治⼤学とタイアップした「中⾼⽣への学習⽀援」
を⾏い、NTTPCコミュニケーションズ独⾃のアプローチで被災地復興⽀援に貢献しました。

＜第1回＞
⼤船渡⾼校の理系⼤学志望の3年⽣に対するガイダンス実施・被災地訪問→社員5名が参加
＜第2回〜第5回＞
初⼼者向けパソコン教室（毎回、⽊曜⽇・⾦曜⽇の計2回）の開催・被災地訪問→全8回で、社員延べ24名参加、受講者延
べ125名参加
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■シニアのスタッフ

■主婦のスタッフ

■個⼈事業主の

横浜市教育委員会の校務システム基盤としてクラウドサービスを提供

NTTコミュニケーションズは、横浜市教育委員会が構築した⽇本最⼤規模の校務システム基盤に対し、2011年度よりク
ラウドサービスを提供しています。

近年、⼤規模⾃然災害への対策やエネルギー消費の⾒直しなどにより、ICTアウトソーシングや事業継続性を⾼める意
味でクラウド・コンピューティングのニーズが急速に⾼まっています。

学校教育の現場においては、⽂部科学省が2011年4⽉に公表した「教育の情報化ビジョン」にて2020年度に向けて実施
する主な施策として「すべての学校に校務⽀援システムを普及（クラウド・コンピューティング技術の活⽤など）」を掲
げています。

横浜市教育委員会は、学校における児童・⽣徒および保護者名簿、出⽋席管理、健康診断の記録、成績処理、あゆみ・
指導要録などのさまざまな情報を相互連携し、⼀体化したシステムとして新たに構築することで、校務の効率化を進めて
います。

同市の校務システムは、横浜市内の⼩中学校491校で利⽤されており、最⼤で約1.7万⼈の教員と27万⼈の児童・⽣徒
情報を格納し運⽤しています。

NTTコミュニケーションズでは総務省「フューチャースクール推進事業」、⽂部科学省「学びのイノベーション事業」
においてデジタル教科書の配信などのプラットフォームとしてクラウドサービスを提供してきました。

今後もこれらの知⾒を活かし、安全性と効率性を兼ね備えたクラウドサービスを提供していきます。

IPアドレス枯渇問題に応えて

OCNのIPv6利⽤拡⼤に向けた取り組み

IPv4アドレス枯渇対策としてIPv6の必要性が⾼まる中、OCNでは世界でいち早く⼀般向けのIPv6接続サービス「OCN
IPv6」を提供してきました。

2012年度、OCNではIPv6の普及に向けた世界規模のイベント「World IPv6 Launch＊」にWebサービス事業者として
参加しました。本イベントへの参加に加えて、2012年5⽉21⽇より「OCN 『フレッツ 光ネクスト』対応 IPv6インター
ネット接続」を全国の都道府県でご利⽤いただけるようになりました。

さらに2014年7⽉より、NTT東⽇本・⻄⽇本が提供する「ひかり電話対応ルータ」からのIPv6によるインターネット
（IPv6 PPPoE）接続に順次対応を開始しました。

NTTコミュニケーションズは、今後もIPv6の普及を加速させていきます。

* 2012年6⽉6⽇以降（⽇本時間午前9時以降）、世界の主要なインターネットサービスプロバイダー（ISP）、ハードウェアメーカー、Webサー
ビス事業者などが、各社の製品やサービスに対しIPv6を恒久的に有効にすることで、IPv6の普及を促進する取り組み。

コールセンター業務の在宅委託「CAVA（キャバ）」

NTTコム チェオ は、パソコンやインターネットの設定・操作などに関する研修や認定試験を実施
し、合格したICTスキルの⾼い⼈材をISPの在宅コールセンタースタッフ「CAVAスタッフ」として契
約しています。

現在、インターネットを利⽤した在宅研修を導⼊するなど、全国的な研修受講機会の拡⼤を図り、
2013年度末時点でCAVAスタッフは約1,900⼈にのぼります。⼦育てや介護などでやむを得ず仕事を
離れた主婦や、リタイアした⾼齢者などの潜在的マンパワーを掘り起こし、新たな就業機会の拡⼤に
努めています。仕事と⼦育ての両⽴に貢献することを⽬的として、2009年度よりNTTコム チェオ独
⾃施策として実施している「ひとり親家庭を対象とした『在宅電話サポート業務（CAVA）スタッ
フ』就業⽀援」を制度化し、CAVA業務を⾏うために必要な資格取得から研修までの費⽤⽀援を⾏
い、就業機会の拡⼤に取り組んでいます。

また、⾃治体と連携して地域の就業希望者に、ICTスキル養成・資格取得・在宅テレワーカーなど
の就業サポートを実施しています。このような活動を通じ、地域の就業機会の拡⼤および地域活性化
に貢献していく予定です。今後も、ISP以外にも業務の幅を広げるなど、場所や時間にとらわれず⾃
由に働ける機会を提供し、就業を希望するさまざまな⽅のニーズに応えていきたいと考えています。
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スタッフ

和⽥聡⼦さん

⼩澤明⼦さん

中村実千男さん

CAVAの特徴

1. CAVA業務には、インターネット接続設定などのサポート業務を⾃宅にて⾏う「在宅電話サポート
業務」と、お客さま宅に出向いて⾏う「訪問設定サポート業務」があり、ふたつの業務を組み合わせることも可能です。

2. 在宅での業務を希望される⽅に対し、広く就業機会を提供しています。⼦育てや介護中の主婦層はもとより、ひとり親
やシニア世代の就業機会の拡⼤に寄与しています。

3. CAVAスタッフの募集および研修を毎⽉実施しています。CAVA研修をインターネット利⽤による在宅研修（遠隔化）と
することで、全国各地で CAVA研修を受講できるようにしています。

4. SNSを活⽤し、在宅で孤独になりがちなCAVAスタッフ同⼠が情報交換や交流を図ることができるコミュニティーの場
を提供しています。また、地域ごとに年1回、対⾯での交流会も実施しています。

5. 全国に分散しているCAVAスタッフのネットワークが、⼤規模な災害や、パンデミック発⽣時などのBCP対応に強みを
発揮します。

CAVAスタッフの声

専業主婦時代にCAVAを知り、仕事に結びつくことを励みに頑張って「.com Master」を取得
しました。CAVAのメリットは、何といっても⾃宅で仕事ができることと、仕事をする時間も量
も、⾃分のペースでコントロールできることです。⼥性のライフサイクルは、家族の状況によっ
て変化し、働ける時間や場所なども変わってきますが、CAVAだったら続けることができます。
私もフルタイムの仕事だったら、⼦どもを育てながら仕事を続けることはできなかったかもしれ

ません。あらためて、CAVA制度に感謝しています。

航空会社のCA、会社員を経て、⼦育てが⼀段落したら再び社会に出て、やりがいのある仕事を
したいという⽬標がありました。以前からICT関係の仕事には興味があったので、「.com
Master」の資格を取得してCAVAになり、訪問設定サポート業務をしています。CAVAは⾃分の
都合のよいスケジュールで業務ができることが⼀番の魅⼒ですが、年齢や性別に関係なく、努⼒
すれば評価や報酬に反映される点もやりがいにつながっています。

シングルファーザーになったときには⼦供がまだ⼩さく、仕事と家庭の両⽴の難しさに悩んで
いました。CAVA業務は⾃分の都合に合わせて仕事のスケジュールを調整できるので、⼦供の学
校⾏事や趣味の⽔泳の時間を確保できるようになりました。また、お客さまに喜んでいただけ
て、やりがいを実感できる仕事です。このような仕事があることを、もっとたくさんのひとり親
家庭の⽅に知ってほしいです。

「CAVA」の詳細は、こちらをご覧ください。
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■goo からだログヘルスアシスト画⾯
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健康的な暮らしのために

「健康増進アシストサービス」の共同実証実験

NTTコミュニケーションズは、ユーザーのライフログ(⽣活
習慣データ)をクラウド上で保管・分析することにより、ユー
ザーの⽣活をより楽しく便利で快適にするサービスを提供して
いくという構想のもと、健康管理・増進系サービス分野に着⽬
し、NTTレゾナントとfoo.log株式会社とともに共同開発した
「健康増進アシストサービス」の実証実験を2011年2⽉より
開始しました。

これは、スマートフォンとパソコン向けの実験サービスで、
世界で初めて“⾷事写真からカロリーを⾃動的に推定算出する”
機能を実現しているほか、スマートフォンを持ち歩くだけで
GPSと加速度センサーを利⽤して歩⾏距離や消費カロリーを推
定する機能、仮想ライバルを設定する機能、さらに、プロが監
修した5,000種類もの⾷事レシピや180種類ものエクササイズ
動画の活⽤など、さまざまな機能を実装しています。実験期間中、6万⼈のモニター参加者、10万回以上ものダウンロー
ドにより、利⽤いただき、「ダイエットや健康維持に役⽴つ」「⾷事のときに⽋かさず記録するので⾃然とダイエットに
なる」などと好評を博しました。

2011年度のフィールドトライアルの成果を受け、2012年8⽉からはNTTレゾナントが提供する健康管理サービス「goo
からだログ」の１ラインナップ「ヘルスアシスト」として提供を開始しました。⾃動推定カロリーや歩⾏記録による消費
カロリーなどの記録データは、「gooからだログ」の約200項⽬の記録項⽬のひとつとして管理することができ、容易に記
録していくことができます。
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ICTがもたらす負の側⾯にもしっかりと向き合い、対策を講じていくとともに、将来のICT社会を⽀える⼈材の
育成に注⼒しています。

社会問題への対応

検索サービスを通じた⾃殺予防対策への取り組み

NTTコミュニケーションズの「OCN」やNTTレゾナントの「goo」では、検索サービスを提供する各社と連携し、2012
年3⽉から検索サービスを通じた⾃殺予防対策を強化しています。具体的には、「死にたい」などの⾃殺願望と関連する
キーワードで検索する利⽤者に対し、⾃殺予防に関する有⽤な情報を提供するために、「国⽴精神・神経医療研究セン
ター⾃殺予防総合対策センター」などの相談窓⼝の情報を掲載したページへ利⽤者を誘導するリンクを掲載しています。

同様の取り組みは以前より⼀部の検索サービス提供者で実施されてきましたが、いずれも独⾃のキーワード設定による
個別運⽤となっていました。今回、各事業者が、「国⽴精神・神経医療研究センター⾃殺予防総合対策センター」と作成
したキーワード群を共有して使⽤することで、より⾃殺対策の強化を図ることが可能です。

⾃殺対策は社会的に⼤きな課題のひとつです。インターネットの検索サービスを通じ、⾃殺予防に関する有⽤な情報を
速く的確に⾒つけ出せるようにすることで、悩みを持つ利⽤者の問題解決のきっかけとなり、ひとりでも多くの命を救う
ことができればと願っています。

内閣府による「⾃殺対策強化⽉間」啓発サイトは、こちらをご覧ください。

官⺠連携のマルウェア対策⽀援プロジェクト「ACTIVE」への参画

NTTコミュニケーションズおよびNTTレゾナントは、総務省が2013年11⽉から開始した、官⺠連携による国⺠のマル
ウェア対策⽀援プロジェクト「ACTIVE(Advanced Cyber Threats response InitiatiVE)」に参画しています。マルウェ
ア感染防⽌の具体的な取り組みとして、両社が提供する「OCNツールバー」や「gooスティック」において、従来から保
有していた悪性サイトURLのリストに加え、本プロジェクトが作成する悪性サイトのリストを活⽤することで、お客さま
が該当のサイトを閲覧しようとした際に閲覧の中⽌を促す画⾯をポップアップ表⽰し、注意喚起を⾏っています。これに
より、サイトを閲覧するだけで感染の危険があるマルウェア感染リスクを低減することが可能となります。

NTTコミュニケーションズグループでは、今後も安⼼・安全なインターネット環境の実現に向けて取り組んでいきま
す。
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■キッズgoo

⼦どもの健全な育成

⼦どもたちが安⼼して利⽤できるインターネット環境の提供

NTTレゾナントでは、安⼼・安全な⼦ども向けポータルサイト
「キッズgoo」を運営しています。「goo」と同じ⼤容量の検索
データベースと独⾃のフィルタリング機能を使って、多くの検索
結果の中から安全と思われるページのみを表⽰します。⼦どもに
とって安全で学習などに役⽴つ実⽤的な検索サービスとして、⼩
学校などのインターネット授業で広く活⽤されています。

「キッズgoo」の詳細は、こちらをご覧ください。

児童ポルノサイトのブロッキングに向けた対応⽅針について

児童ポルノのブロッキングは、児童の権利保護と安⼼・安全なインターネット利⽤環境の確保のために重要な課題であ
り、これまで各⽅⾯で検討されてきました。2010年7⽉に政府の犯罪対策閣僚会議が公表した「児童ポルノ排除総合対
策」では、2010年度中を⽬途にISPなどの関連事業者による⾃主的なブロッキング実施が可能となるよう、関係省庁も環
境整備に取り組むことなどが記載されました。

こうした中、2011年3⽉にNTTコミュニケーションズグループをはじめ、プロバイダーや検索サービス事業者、フィル
タリングサービス事業者などの有志が中⼼となってインターネットコンテンツセーフティ協会（ICSA）を設⽴。児童ポル
ノ画像へのアクセスを強制的に遮断するブロッキング対象情報の適切な作成・管理と、会員事業者に対する児童ポルノ掲
載アドレスリストの提供を同年4⽉より開始しました。NTTコミュニケーションズグループの「goo」「ぷらら」「OCN」
では、ICSAの提供する児童ポルノ掲載アドレスリストをもとにアクセス制限を実施しています。

2011年4⽉には、さらなる取り組みとして、ICSAから提供される児童ポルノ掲載サイトリストをもとに、各種ISP側で
の児童ポルノ画像のブロッキングが開始されました。これを受けNTTレゾナントでは、同社が運営する各種検索サービス
において速やかに対応を⾏っています。さらに、「OCN」では、ブロッキングだけでは防⽌できないファイル共有ソフト
を悪⽤した児童ポルノ画像の流通に対しても、2014年3⽉から新たに流通防⽌の取り組みを開始しました。今後も、児童
ポルノ流通・拡散防⽌に寄与するとともに安⼼・安全なインターネット利⽤環境の確保に取り組んでいきます。

NTTコミュニケーションズグループでは、引き続きICSAと連携して児童ポルノの流通防⽌を推進します。
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ICT⼈材の育成

ICT⽀援員

教育現場の情報化が進められている中、教員のICT活⽤指導⼒
の向上やICT活⽤におけるサポートなどが課題となっています。
NTTコム チェオでは、こうした課題に応えるべく、学校における
ICTを活⽤した授業をサポートする「ICT⽀援員」を育成し、⼈材
を提供しています。

ICT⽀援員に求められるスキルはICTスキルだけではなく、⼦ど
もや先⽣とのかかわりを密にするためのコミュニケーションスキ
ル、情報を正確にわかりやすく伝えるためのインストラクション
スキル、学校教育にかかわるスキルと多岐にわたり、短期間での
育成は難しいといわれています。

NTTコム チェオでは、インターネット検定「.com
Master（ドットコムマスター）」合格に裏付けられたICTスキ
ル、カスタマーサポート業務で培ったコミュニケーション・インストラクションスキルを有するスタッフおよび、ノウハ
ウにもとづいて構築された独⾃の学校教育プログラムにより、即戦⼒となるICT⽀援員を養成し、教育現場へ提供してい
ます。

また、2013年7⽉より提供している「コミュニケーション能⼒研修」は、⼈前で話したり、説明したり、質問にわかり
やすく答えるなど、ICT⽀援員に必要なコミュニケーション能⼒を向上させる内容で、ICT⽀援員となる⼈材育成に貢献し
ています。この研修は、「ICT⽀援員能⼒認定試験」のB領域（説明⼒・コミュニケーションテスト）合格要件として、教
育情報化コーディネータ認定委員会から認定されています。

今後も、学校におけるICT利活⽤促進のためのサポートを通じて、児童や⽣徒の育成に貢献していきたいと考えていま
す。

インターネット検定「.com Master（ドットコムマスター）」

スマートフォン、タブレット端末の急速な普及やインターネットへのアクセス⼿段の多様化、クラウド化の進展などに
より、社会に求められるICTリテラシーが本質的に変化しています。インターネット検定「.com Master」は、NTTコ
ミュニケーションズが2001年から⾏っているICTスキル検定で、これまで延べ40万⼈が受検しています。企業のICT⼈材
育成制度や⼤学、専⾨学校のICT学習カリキュラムに取り⼊れられ、就職やビジネスの際にICTスキルレベルを客観的に証
明するものとして役⽴っています。2013年10⽉には、幅広いお客さまが受検しやすいよう、認定レベルを「.com
Master ADVANCE」「.com Master BASIC」の2段階に再編し、誰もが安⼼・安全にICTを使いこなすための最新トレン
ドをさらに充実させています。また、NTTコム チェオでは、「.com Master」の認定者によるITサポートビジネスとし
て、「CAVA（.com Advisor & Valuable Agent）」を展開しています。習得したスキルと仕事とを橋渡しする仕組みで
す。

インターネット検定「.com Master」の詳細は、こちらをご覧ください。
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「活動原則」にもとづき、社会と共存する、良き企業市⺠として国際社会・地域社会へのさまざまな貢献活動
を⾏っています。

社会貢献への基本的な考え⽅

NTTコミュニケーションズの社会貢献活動

NTTコミュニケーションズは、さまざまな分野で社会貢献活動を実践しています。国際協⼒、環境保全、保健・医療・
福祉、地域振興など、多彩な分野での活動を通し、豊かな社会の実現に貢献していく考えです。

活動原則

「細く、⻑く」を念頭に置き、継続のできる活動を⾏います。

無理なく続けていくために、コストパフォーマンスが⾼い活動を⼼がけます。

寄付をする場合、真に社会に役⽴つかどうかを適正に判断します。

国内だけにとどまらず、国際社会にも貢献します。

情報流通市場で培ったサービスや社員の能⼒を社会のために役⽴てます。

国際・地域社会のために

Webサイトを通じた社会貢献活動

NTTコミュニケーションズグループでは、Webサイトを通じてさ
まざまな社会貢献活動を⾏っています。

NTTコミュニケーションズが運営するOCNでは、「盲導⽝の育成
を⽀えよう」サイトを開設し、幅広く盲導⽝の重要性を啓発すると
同時に、ダウンロードコンテンツを⽤意し育成募⾦の窓⼝を開設し
ています。

これ以外にもOCNでは継続的な取り組みとして、「OCN Green
版」の収益⾦の⼀部を環境問題に取り組むNPO、NGO、団体などに
寄付しています。現在は、NTTレゾナントが運営する「緑のgoo」
と共同運営しており、2007年の開始以降、15回⾏われた寄付の累
計は5,280万円にのぼります。

2013年は、国⼟緑化推進機構が進める「緑の募⾦」を通じて、復興に向けた市街地の緑化や海岸防災林の整備など東⽇
本⼤震災被災地の⽀援をしています。
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■社会奉仕デーの模様

グループで取り組む社会貢献活動「参加型CSRプログラム」

NTTコミュニケーションズグループでは社員やその家族が気軽に参加できる「参加型CSRプログラム」を実施していま
す。

主な活動として、「震災復興ボランティア活動」「千代⽥区⼀⻫清掃」など、体験を通じて環境保全意識を⾼めるとと
もに、地域との交流を図り、地域貢献にも役⽴てています。

Green with Team NTTに向けた取り組み「エコキャップ活動」

NTTコミュニケーションズグループでは2007年2⽉よりNPO法⼈エコキャップ推進協会が取り組む「ペットボトル
キャップで世界の⼦どもにワクチンを届けよう」の運動に賛同、協⼒しています。

これはペットボトルのキャップを資源として分別・収集することで、800個分で20円となり、⼀⼈分のポリオワクチン
を購⼊、発展途上国の⼦どもたちに届けることができるという活動です。また、キャップをゴミとして焼却処分する際に
発⽣するCO2（800個分＝6,300g）の削減にもなり、社会貢献のみならず環境保護にもつながる活動です。

また、2012年度から2013年度にかけて、NTTコミュニケーションズのシャイニングアークスとともに、ラグビー戦で
の回収を実施しました。

結果、2013年度は、715,089個（1,787kg)となり、約893⼈分のワクチンを届けることができました。

地域貢献と⾃然環境保全活動

NTTPCコミュニケーションズでは、港区内の有志企業や、みなと障がい者福祉事業団と共同でチャリティ古本市を開催
し、その売上⾦を障がい者の福祉施設で活⽤しています。

また、NTTコムテクノロジー、NTTコム マーケティングとの共同施策として、千葉県⽩井市にてNPO法⼈しろい環境塾
との連携により、⽥植え、収穫祭などの年3回の⾥⼭保全活動を実施しています。さらに、関⻄地区では、NPO法⼈⾥⼭
倶楽部との連携により、稲刈り、はざかけなどの活動を実施、他にも岩茸⽯⼭保全地域（⻘梅市）にて「間伐・植樹活
動」を実施しました。

NTTアメリカの社会貢献活動

NTTアメリカは、社会貢献に向け、NTTコミュニケーションズのCSR活動の枠組
みの中で「企業の社会的責任プログラム」に取り組んでいます。

■City Year New Yorkとともに社会奉仕デーを開催
 NTTアメリカは、社会貢献に向け、NTTコミュニケーションズのCSR活動の枠

組みの中で「企業の社会的責任プログラム」に取り組んでいます。
地域美化の⼀環として、NTTのグループ会社であるDimension Data社ととも

に、公⽴学校の⼦どもたちのための遊び場づくりに取り組むNGO「City Year New
York（シティ・イヤー・ニューヨーク）」の慈善活動を毎年、⽀援しています。

2013年も5⽉に、City Year New Yorkが選定した⾮営利団体「Harlem
Grown（ハーレム・グロウン）」の活動を⽀援するため、協働で社会奉仕デーを
開催。ニューヨークのハーレムで地域社会に利益をもたらす新しいコミュニティー
ガーデンづくりとその維持・保存のための活動を⾏いました。

■ITWの出席者に、⼦ども向けオンライン・ミュージアムにアクセスできる無
料カードを提供

NTTアメリカは、2013年5⽉にシカゴで開催された「International Telecoms
Week（ITW：国際テレコムズウィーク）」の出席者に、⼦どもたちが楽しみながら芸術や科学についてオンライン教育
を受けられるユニークなインタラクティブ・オンラインサービス「Fraboom Online Children's Museum（フラブーム・
オンライン・チルドレンズ・ミュージアム）」の無料ギフトカードを提供しました。

保護者と⼦どもたちは、このカードを使って、1年間、Fraboomに無料でアクセスし利⽤することができます。
Fraboomの世界に触れることで、⼦どもたちの創造⼒やインスピレーションを刺激し、技術や芸術に向けた学習への熱意
を育むことが、その⽬的です。
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■カレンダー

■オクラホマ州ムーアの⻯巻被害⽀援のために、アメリカ⾚⼗字社に寄付
オクラホマ州ムーアについては、町を破壊した⻯巻によって多くの市⺠が⾔いようのない絶望感に襲われ、その⽣活は

⼤きく破壊されました。ムーアの町を⽀援し、被害を受けた地域を再建するため、NTTアメリカは従業員を代表してアメ
リカ⾚⼗字社に寄付を⾏いました。これまでの数年間、アメリカ⾚⼗字社はNTTアメリカが優先して寄付を⾏ってきた団
体の⼀つであり、NTTアメリカはムーアや⼤型ハリケーンのサンディなどの⾃然災害への数回の寄付のほか、他の慈善活
動を⾏っています。

■募⾦イベントに協⼒するため、慈善サービスデーを開催
2013年6⽉には、カリフォルニア州サンノゼで毎年開催されている募⾦イベント「USO Salutes Our Heroes 5K

Walk/Run（USO：ヒーローによる5キロのウォーキング/ランニング）」に協⼒するため、慈善サービスデーを開催しま
した。集まった募⾦は3つのベイエリアのUSOセンターに直接届けられました。

TABLE FOR TWOへの参加

2010年3⽉より各ロケーションの⾷堂にTABLE FOR TWOを導⼊いたしました。
「⾷」を通じて、途上国の⼦どもたちと私たちが時間と空間を超え⾷事を分かち合うとい

う取り組みです。
この取り組みはNPO法⼈TABLE FOR TWOの協⼒を得て、実施しています。

社員からの物品募集活動

社員⼀⼈ひとりの善意による寄贈物品を募集し、⾮営利団体を通
じて、途上国の⽀援に役⽴てています。

各種清掃活動

NTTコミュニケーションズでは拠点毎にさまざまな清掃活動を⾏っています。
2008年から、千代⽥区⼀⻫清掃に参加しています。
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■Webサイト

■ラグビー教室

「JOLLY'S magazine 盲導⽝の育成をみんなで⽀えよう」サイトの開設

本サイトは、盲導⽝にかかわる情報を広く紹介していくととも
に、視覚に障がいのある⽅々の社会参加促進のために活動している
⽇本盲導⽝協会の盲導⽝育成事業を⽀援する「インターネット募
⾦」を⾏っています。インターネット募⾦は、本サイト上で100円
から1,000円の募⾦額を選択し、電⼦決済サービス「OCNペイオ
ン」*を利⽤することで実現します。また募⾦をしていただいた⽅
には、OCNオリジナルコンテンツを無料で差し上げており、より多
くの⽅に参加いただくよう取り組んでいます。皆さまからのご⽀
援・ご協⼒に⼼より感謝します。

* OCNペイオン：OCN会員が特別な申し込み⼿続きをすることな
く、OCNの認証ID、認証パスワードを使って、デジタルコンテンツ
を購⼊でき、ご利⽤料⾦をOCN料⾦とともにお⽀払いいただける
サービス。

NTTコミュニケーションズ ラグビー部の社会貢献活動

スポーツを通じて⻘少年の健全な育成と地域との交流を深めるこ
とを⽬的として、NTTコミュニケーションズ ラグビー部であるシャ
イニングアークスではラグビー教室を開催しています。

また、選⼿による地域清掃活動など、地域社会とのつながりを⼤
切にしています。

これからもラグビーを通じて、多くの⽅々に夢と感動を与えるこ
とができるよう、努⼒と挑戦を⼤切にしていきます。

詳しくは、Shining Arcs（シャイニングアークス）ホームページ
をご覧ください。
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東⽇本⼤震災におけるさまざまな活動

東⽇本⼤震災における本業での取り組み

NTTコミュニケーションズは、グループ企業が連携し、東⽇本⼤震災直後より、被災地の少しでも早い復興の実現に向
け、本業を通じた⽀援をさまざまな形で展開してきました。震災からの復興は途上にあり、震災への対応を⼀時的なもの
で終わらせないよう、今後も被災地の皆さまに向けた活動を続けていきます。

【復興⽀援に向けた取り組みの例：NTTPCコミュニケーションズを中⼼とした「つむぎプロジェクト」】

1. ⾝元確認システムの提供
 震災の被害により安否が不明となった⽅々が多数発⽣したことを受け、被災地各地をつなぐ⾝元確認システムを急きょ
構築、公開しました。同システムは2011年5⽉30⽇の岩⼿県を⽪切りに、7⽉には宮城県および福島県へと提供を拡⼤し
ました。公開初⽇だけで4万アクセスを超えるなど、多くの被災地の皆さまに利⽤された同システムは、2012年3⽉で役
⽬を終了しました。

2. 防災・市⺠メディアの実証実験を通じた被災地⽀援
 複数の企業や⼤学と連携して、つむぎプロジェクトを⽴ち上げ、新たな防災・市⺠メディアの構築に向けて、岩⼿県⼤
船渡市と合同で防災・市⺠メディア実証実験を展開。また、情報通信整備事業に関する総務省案件を受注し、NPO法⼈防
災・市⺠メディア推進協議会への協⼒を通し、被災地域としての経験を教訓に、全国の⾃治体に対する新しい防災情報シ
ステムの普及活動を推進しました。
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■パソコン教室

安定的で信頼性の⾼い情報通信サービス 重要インフラとしての⾼い安定性と信頼性の確保

ICTを活かした社会的課題解決 健全なICT社会への貢献 社会貢献活動

お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり

3. パソコン教室の開催
NTTPCコミュニケーションズの本業を活かした被災地⽀援活動として、つむぎプロジェク
トの活動拠点である岩⼿県⼤船渡市において、初⼼者向けパソコン教室を計8回開催しま
した。
本施策は、現地での具体的なニーズを考慮しながら、地元NPO法⼈などと連携して検討を
進めたもので、NTTPCコミュニケーションズ独⾃のアプローチで被災地復興⽀援に貢献し
ています。
そして講師として参加したすべての社員が、⼤船渡市や陸前⾼⽥市などの被災地を実際に
訪問し、被災地⽀援の⼤切さや復興の困難さについて、あらためて認識を深めることがで
きました。（実施回数：8回、参加社員：延べ24名、受講者：延べ125名）
本教室では、ワード・エクセル・パワーポイントなどの操作に関するオリジナルカリキュ
ラムを使⽤しています。50歳以上の受講者が全体の8割を超えていましたが、受講された
⽅々は⾮常に明るく前向きな姿勢で、パソコンの習熟に取り組み、被災地での中⾼齢者層
におけるICTへの関⼼の⾼まりを実感しました。

東⽇本⼤震災被災地を産地とする農産物の社員⾷堂での利⽤

被災地への⽀援活動の⼀環として、福島県・茨城県・栃⽊県を産地とする、出荷制限に該
当しない農産物を他都道府県産より優先的に仕⼊れ、2011年4⽉27⽇から社員⾷堂で利⽤
しています。
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安定的で信頼性の⾼い情報通信サービス 重要インフラとしての⾼い安定性と信頼性の確保

ICTを活かした社会的課題解決 健全なICT社会への貢献 社会貢献活動

お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり
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お客さまの声への迅速で誠実な対応を通じ、お客さま満⾜度向上に努め、⾼品質なサービスを保証する体制を
構築しています。

お客さまによりご満⾜いただくための取り組み

お客さまの声（VOC：Voice Of Customer）調査を実施

NTTコミュニケーションズグループでは、世界中のお客さまに私たちのサービスを選んでいただけるよう、お客さまの
ご要望やご期待を真摯に受け⽌め、⽇々の改善活動を通じたサービス品質の向上に取り組んでいます。

その取り組みが、⾰新的なサービスを⽣み出し、お客さまにご満⾜を感じていただけることにつながることこそが私た
ちの喜びでもあります。

当社グループが毎年実施しております「お客さまの声（VOC：Voice Of Customer）調査」もその取り組みの⼀環であ
り、いただきましたさまざまな「お客さまの声」にいかにしてお応えするのか、地道な⼯夫を積み重ねているところで
す。「お客さまの声」は、世界戦略の中でICT基盤を活⽤される企業のお客さまのご要望から、パーソナルなご利⽤を⾏
うコンシューマーのお客さまのご要望まで、⾮常に多岐にわたっています。

企業のお客さまからは、とりわけ品質や信頼性に関するご要望が多数寄せられています。ネットワークの品質、クラウ
ドの信頼性、セキュリティへの取り組みなど、お客さまのご要望は私たちが必ずやらねばならないことそのものでもあり
ます。また、各企業の社員の皆さまの働き⽅を改⾰するようなアプリケーションの提供についてもご要望が⾼まっていま
す。さらに、オペレーションを国内外シームレスに⾏うことや、他社サービスとの統合マネジメントを⾏うことなど、私
たちにとってチャレンジングなご要望もいただいており、それらの実現に向けて⽇々取り組んでいます。

コンシューマーのお客さまからもさまざまなご要望、ご意⾒をいただいており、その「声」を受け⽌め、改善し、より
快適にお使いいただけるサービスにしていくよう、さまざまな取り組みを⾏っているところです。

そのような「お客さまの声」に対する私たちの取り組みをホームページにて公開しています。
今後も「お客さまの声」を真摯に受け⽌め、永続的な改善活動を⾏うことにより、お客さまにご満⾜いただけるよう取

り組んでいきます。

「OCN お客さまの声」に寄せられたご意⾒・ご要望をもとにサービスを改善

個⼈向けOCNサービスでは、「OCN お客さまの声」として専⽤Webサイトを設置してサービス改善に取り組んでいま
す。

お客さまからはOCNサービスへの多くのご意⾒・ご要望をいただいており、その中から⽣まれた改善事例は、Webサイ
ト上に公開しています。

また、ご要望だけでなくお叱りやお褒めなどのご意⾒もいただいており、⽇々サービスの品質改善・向上につなげてい
ます。

今後も「OCN お客さまの声」は、お客さまの声をOCNのサービス改善につなげることはもちろんのこと、お客さまに
快適なインターネットライフをご提案できるように、サービスの充実・改善に寄与するサイトを⽬指します。

「NTTコミュニケーションズ お客さまによりご満⾜いただくための取り組みのご紹介」の詳細は、こちらをご覧くださ
い。
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NTTぷらら「えでゅけっと」への評価

NTTぷららが提供する学校法⼈向けインターネット接続サービス「えでゅけっと」は、公益社団法⼈⽇本PTA全国協議
会の推薦商品として認定されています。

この認定により、ブランド価値、および当サービスに対するお客さまの信頼、安⼼感を⾼めているものと考えていま
す。

これからも、有害サイトへの対応など、社会情勢やお客さまのニーズを踏まえて、⼦どもたちにとってさらに安⼼・安
全なインターネット環境を提供できるよう、サービス向上に努めていきます。

「ISO14001」および「OHSAS18001」認証の同時取得について

NTTぷららでは、2011年12⽉、全事業所において、環境マネジメントシステムの国際規格「ISO14001」および労働安
全衛⽣マネジメントシステムの国際規格「OHSAS18001」の認証を同時に取得しました。両認証の取得はISP業界におい
て初となります（同社調べ）。

NTTぷららはかねてより、お客さまの個⼈情報をお預かりする企業の責任として情報セキュリティマネジメントの国際
規格である「ISO27001」認証を取得し、情報セキュリティ管理体制の継続的改善に取り組んできました。近年は果たす
べき責任をいっそう全うするべく、「安⼼・安全なサービス」そして「環境に優しい、⼈に優しい企業」を⽬指して、環
境に配慮した経営の実践や社員の⼼⾝の健康と安全の確保などへの取り組みを加速してきました。このような背景から
2010年より本格的に「ISO14001」と「OHSAS18001」にもとづくマネジメントシステム構築に着⼿し、認証取得に⾄
りました。

責任ある広報宣伝活動

広報表⽰に関する規程に沿った運⽤

近年、複雑・多様化する料⾦メニューやサービス内容において、よりわかりやすい広告表⽰に努めていくことが必要と
なっています。

NTTコミュニケーションズは、これまでも電気通信サービス向上推進協議会が制定した「電気通信サービスの広告表⽰
に関する⾃主基準およびガイドライン」に沿って、お客さまが安⼼してサービスを選び利⽤することができるよう広告表
⽰での信頼性確保に努め、2008年11⽉には「広告表⽰規程」を策定し、運⽤を開始しました。

具体的には、審査対象となる広報物を定義し、審査責任者を特定し、審査プロセスを明確化しました。これらにより審
査体制および審査プロセスの強化を図っていきます。

今後も広告をはじめとした広報宣伝活動において、景品表⽰法などを遵守することはもちろん、お客さまの⽴場に⽴っ
た内容となるよう努めていきます。

ユニバーサルデザインの取り組み

NTTコミュニケーションズは、企業としてのオフィシャルサイト全体の最適化に向けた取り組みを継続的に実施してい
ます。

2007年度から2009年度にかけてガイドラインを刷新し、国内・グローバルの各サイトにおいて、World Wide Web
Consortium（W3C）が定めたウェブコンテンツ・アクセシビリティ・ガイドライン（WCAG2.0）に準拠した運営を⾏い
ました。

また、2010年度には国際基準WCAG2.0との整合性を⾼めることを⽬的に改定された「JIS X 8341-3:2010」との親和
性を図るため、運営・制作ガイドラインの改定を完了しています。

さらに2011年度には、ソーシャルメディアの利⽤・導⼊に関するガイドラインを整備しました。
2013年度においては、⾼齢者や障がい者を含む誰もが利⽤できるものとなるよう、⽇本⼯業規格のウェブアクセシビリ

ティに関する規格「JIS X 8341-3 ⾼齢者・障がい者など配慮設計指針 - 情報通信における機器、ソフトウェア及びサー
ビス - 第3部：ウェブコンテンツ」の達成など級AAの基準に準拠することを⽬標とした、ウェブアクセシビリティポリ
シーを宣⾔しており、今後もあらゆるお客さまに快適にご利⽤いただけるよう、ユニバーサルデザインの取り組みを推進
していきます。
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■Arcstar Carrier Forum

安定的で信頼性の⾼い情報通信サービス 重要インフラとしての⾼い安定性と信頼性の確保

ICTを活かした社会的課題解決 健全なICT社会への貢献 社会貢献活動

お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり

⾼品質サービスへの責任

サービス品質保証制度（SLA）の提供

サービス品質保証制度(SLA：Service Level Agreement）とは、お客さまに提供するサービスに品質基準を設定し、そ
れを下回った場合はご利⽤料⾦の⼀部を減額する制度です。

NTTコミュニケーションズでは、クラウドのためのVPNサービス「Arcstar Universal One」において、ネットワーク稼
働率、回線稼働率、故障回復時間、網内遅延時間、故障通知時間、帯域保証、開通遅延時間の7項⽬からなるSLAを適⽤
し、それぞれの項⽬において明確化した基準値にもとづき、⾼品質なサービスを提供しています。

これからもお客さま満⾜度向上を⽬指し、SLA対象項⽬や基準値の⾒直しを適宜実施していきます。

海外パートナーキャリアとの品質向上会議

NTTコミュニケーションズは、お客さまの事業継続に対する要求が⼀段
と⾼まる中、グローバルネットワークサービスのさらなる品質向上のた
め、「Arcstar Carrier Forum(ACF)」を毎年開催しています。

ACFは、グローバルネットワークサービスにおけるオペレーションおよ
びデリバリーに関する品質の改善を⽬的に、NTTコミュニケーションズが
2000年より主催し、パートナーである各国の通信事業者を⽇本に招いて協
議する国際会議です。これまで、故障や構築の問題への対処⽅法から始ま
り、問題発⽣を未然に防ぐためのインフラ設計や構築プロセス、迅速な問
題分析・解決を可能にする運⽤サポートシステムなど、インフラ、オペレーション品質の本質的な向上を⽬指すための議
論にまで取り組みを広げてきました。

2013年度のACFは、2014年3⽉に東京で開催しました。会議では、国際ネットワークサービス「Arcstarグローバル
ネットワークサービス」の設計・構築・運⽤・保守⾯での品質向上、お客さま満⾜度の向上に向けた議論を展開しまし
た。

今回は、サービスを利⽤されるお客さまが感じるサービス品質の総合的な向上を⽬指すために、「Enhancing
Customer Experience（お客さま経験価値*の向上）」をテーマとして、既存の改善活動の共有とともに、今後の改善に
向けて活発な議論が展開されました。その結果、[1]アベイラビリティーの向上[2]故障発⽣率の低減[3]⻑時間故障頻度の
低減[4]故障時における故障原因取得率の向上[5]お客さまの希望納期遵守率の向上[6]回線デリバリーのリードタイム短縮
に向けて、重点的に取り組むことに合意しました。

今後もACFなどの取り組みを通じて、グローバルネットワークサービスにおける他国も含めたオペレーションや品質の
向上、ノウハウの蓄積を⾏っていきます。特に活動の対象地域を拡⼤するなど、グローバルネットワークサービスの全体
的なレベルの向上を継続的に図っていきます。

* 製品やサービスそのものの持つ物質的・⾦銭的な価値ではなく、その利⽤経験を通じて得られる効果や感動、満⾜感といった⼼理的・感覚的な
価値のこと。
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お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり
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調達の基本⽅針により、サプライヤーをはじめとしたビジネスパートナーと信頼関係のある、公正で誠実な取
引を推進しています。

調達の基本⽅針

NTTコミュニケーションズが企業として競争⼒を発揮し、お客さまのご要望に的確に応え、サービスをより充実させて
いくには、品質の⾼い役務サービス、製品などを経済的かつタイムリーに調達する必要があります。このためNTTコミュ
ニケーションズは、以下の3つを基本⽅針として、世界市場に広く⽬を向けて、グループ経営の競争⼒向上に資する調達活
動を⾏っています。

1. 広く国内外のサプライヤーの皆さまに対し、公正に競争機会を提供するとともに、相互理解と信頼関係の構築に努めま
す。
2. 品質・価格・納期・安定供給を総合的に判断し、ビジネスニーズに即した競争⼒ある製品・サービスを、経済合理性に
基づき調達します。
3. 法令や社会規範を遵守するとともに、社会への貢献のため環境・⼈権などに配慮した調達を実施します。

CSR調達の推進

⼈権や環境への配慮、製品やサービスの品質・安全性の確保など、社会の要請に配慮した調達について、「サプライ
チェーンCSR推進ガイドライン」に定めています。

2013年12⽉に制定された本ガイドラインにもとづき、主要なサプライヤーの皆さまには取り組み状況についてアン
ケート調査にご協⼒いただくなど、CSR活動を推進しています。

■サプライチェーンのCSR推進ガイドラインの内容

サプライチェーンCSR推進ガイドラインに関する詳細は、こちらをご覧ください。
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安定的で信頼性の⾼い情報通信サービス 重要インフラとしての⾼い安定性と信頼性の確保

ICTを活かした社会的課題解決 健全なICT社会への貢献 社会貢献活動

お客さまへの誠実な対応 サプライヤーとのかかわり

グリーン調達の推進

NTTコミュニケーションズでは、調達業務・発注契約を⼀元的に管理し、調達プロセス全体の効率化と最適化を図るサ
プライチェーンマネジメントに取り組んでいます。

製品を調達するすべてのサプライヤーの環境活動を評価し、「グリーン調達ガイドライン」を遵守いただくことを義務
化しています。2013年度は2回の地球環境保護推進部会にて、グループ各社とグリーン調達の推進動向について共有を図
りました。

今後もグリーン調達推進の重要性をさらにグループ各社へプロモーションしていくとともに、グループ調達をさらに促
進することにより、NTTコミュニケーションズグループとしてのグリーン調達を拡⼤していく予定です。

紛争鉱物の排除

NTTが定める「紛争鉱物に関する資材調達⽅針」に則り、サプライヤーとの連携により、「紛争鉱物」の不使⽤に向け
た取り組みをNTTコミュニケーションズグループとして推進していきます。

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



基本理念と環境マネジメント
NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章
グリーンICTビジョン 2020
2013年度の実績と2014年度の⽬標
2013年度のマテリアルフロー
「スコープ3」の算定開始
推進体制と2013年度の取り組み
ISO14001認証取得
環境監査、環境調査について
2013年度の環境会計
グリーン調達の推進
環境教育への取り組み
環境法令・規制の遵守

低炭素社会の実現
2013年度実績および2014年度の計画（温室効果ガス削減）
2013年度実績および2014年度の計画（通信設備における取
り組み）
2013年度の主な取り組み事例（通信設備における取り組み）
2013年度実績および2014年度の計画（オフィスにおける取
り組み）
2013年度の主な取り組み事例 （オフィスにおける取り組
み）
請求書の電⼦化
社⽤⾞の燃料使⽤量の削減
電気推進船による⼤気汚染防⽌・省エネルギーの推進
グリーンICTの取り組み
Bizホスティング Enterprise Cloud（BHEC）などのサービス
提供によるCO2の低減
東南アジア向けスマート⼯業団地実証事業への参画
多店舗向けエネルギー管理サービスの提供
ソリューション環境ラベルの付与
エコICTマークの取得
電⼒需給を最適化する実証実験に参画

循環型社会の推進
2013年度の実績
撤去通信設備のリユース・リサイクル
建設廃棄物のリサイクル
オフィス廃棄物のリサイクル
⾷堂からの廃棄物の有効利⽤
業務⽤紙の使⽤量削減
タブレット端末による紙使⽤量削減

⽣物多様性の保全
環境アセスメントのポイント
⽔の再利⽤
植⽣の維持
ケーブル敷設による影響への配慮
ケーブル敷設船による影響への配慮
⾃然保護地域内の環境配慮
⽣物保護の観点からのスペースの提供
本社ビルにおける節⽔の取り組み
⿃獣わな監視通報装置「みまわり楽太郎」
「環境goo」による⽣物多様性特集
「緑のgoo」
「OCN Green版」

CSR報告書2014

私たちは「CSR基本⽅針」にもとづき、すべての事業活動における環境負荷
低減に取り組んでいます。情報通信サービスにおける環境負荷低減ソリュー
ションの提供で、地球環境と共存した持続可能な社会の実現に貢献します。
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環境汚染の防⽌
⼤気汚染物質対策
オゾン層破壊物質対策
アスベスト対策
PCBの保管・管理
有事を想定した保管・管理の強化

官公庁などへの報告
エネルギー使⽤の合理化に関する法律（省エネ法）
東京都
神奈川県
横浜市
埼⽟県
⻑野県
群⾺県
名古屋市
静岡県
京都市
⼤阪府
兵庫県
岡⼭県
広島市
⾹川県
宮崎県
⿅児島市
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基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告
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私たちは、グループにおける環境マネジメント体制を強化し、物品の調達から運⽤、廃棄に⾄るまで、すべて
のプロセスにおいて地球環境保護に積極的に取り組みます。本業の事業活動を通じて、環境にやさしい社会の実
現に貢献し、健やかな地球を次世代に継承することに⼒を注ぎます。

基本理念とビジョン

NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章

NTTグループは、「NTTグループ地球環境憲章」を制定し、グループを挙げてグローバルな視点から環境保護を考え、
活動を進めています。この理念ならびに⽅針を踏まえて、NTTコミュニケーションズグループにおいても、「NTTコミュ
ニケーションズグループ地球環境憲章」を制定し、あらゆる環境保護活動の指針としてグループ全社員への浸透を図って
います。2010年度はNTTコミュニケーションズグループの新たな環境ビジョンを踏まえ、基本⽅針に⽣物多様性保全への
取り組み⽅針を追加しました。

「NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章」はこちらをご覧ください。

グリーンICTビジョン 2020

私たちは、2020年度に向けた新しい環境保護活動の取り組み⽅針や⽬標値である「グリーンICTビジョン 2020」を
2010年度に策定しました。「Green of ICT」「Green by ICT」「Green with Team NTT」の3つの「eco」を推進する
ことで、社会活動をより豊かで効率的なものとし、美しい地球とそこに⽣きるすべての⽣物の共存に寄与します。

これらを推進することにより、私たちは「低炭素社会の実現」「循環型社会の推進」「⽣物多様性の保全」という社会
的テーマに取り組み、地球環境と⼈・⽣物にやさしい社会を創造します。

Green of ICT

技術・プロセスのイノベーションによる、増⼤するICT機器、設備の環境負荷低減

Green by ICT

ICTを活⽤した⼈・物の移動の効率化、ペーパーレスなど脱物質化による、社会の環境負荷低減

Green with Team NTT

NTTグループ社員の家庭や地域における環境負荷低減

■⽬標と主な取り組み施策

環境テーマ 指標
2020年度

⽬標値 主な取り組み施策

低炭素社会の
実現

CO2排出量*1 31.8万t-CO2以下
（2008年度⽐15％以上削減）

●トップランナー機器の導⼊推進
●⾼効率空調機への更改⾒直し
●反射板、LEDなどへの照明改善
●⾼電圧直流給電の導⼊
●⾃然エネルギーの導⼊拡⼤

循環型社会の
推進

廃棄物
最終処分率*2 2％以下

●リサイクルガイドラインの明確化と徹底
●サーマルリサイクルの推進
●再資源化率の⾼い業者への委託と⼯事前指導の徹底
●撤去した通信設備のゼロエミッション*3継続
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環境テーマ 指標 2020年度
⽬標値

主な取り組み施策

1⼈あたりの
紙使⽤枚数

1⼈あたり8,500枚
（2008年度⽐30％削減）

●複合機の利⽤状況データをもとに組織単位での取り組み強化を推進
●ペーパーレスなワークスタイルを実現するICT機器などの導⼊
●社内⽂書の電⼦ドキュメント化の推進

⽣物多様性の
保全 ― ―

●環境アセスメントにもとづき⽣物多様性を配慮した⼯事施⼯の推進
●⽣物多様性の保全ガイドの改訂
●社員やその家族などによる⾃然環境保護活動の推進

*1 CO2排出係数：2020年度：0.33kg-CO2/kWh＜電気事業連合⽬標値＞ 2008年度：0.44kg-CO2/kWh＜実績値＞
*2 最終処分率：最終処分場に持ち込んだ量÷総排出量
*3 ゼロエミッション：最終処分率1％以下をゼロエミッションと定義しています。

「グリーンICTビジョン 2020」の詳細は、こちらをご覧ください。

2013年度の実績と2014年度の⽬標

私たちは、「グリーンICTビジョン 2020」をもとに、「低炭素社会の実現」「循環型社会の推進」「⽣物多様性の保
全」に取り組み、すべての事業活動にともなう環境負荷を低減します。

2013年度は、環境負荷の低減や⽣物多様性の保全に国内外で取り組みました。具体的には、海外拠点における環境マネ
ジメントの拡⼤、温室効果ガス削減に向けた取り組みの国内外への拡⼤、⽣物多様性の保全における新たな取り組み、
PCB廃棄処分計画の策定、廃棄物最終処分率の改善などに積極的に取り組み、国内外のグループで横断的に成果を収めま
した。

2014年度は、国内・海外を含め、継続して「電⼒消費量の削減、廃棄物リサイクルの推進、紙使⽤量の削減、⽣物多様
性の保全活動」などを主眼に各種施策のグローバル展開、拡⼤を図り環境負荷低減を実施します。

■2013年度環境負荷低減施策と実績・⽬標（国内）

 2013年度
⽬標

2013年度実績 評価 2014年度に向けた取り組み 2020年度
⽬標

CO2排出量

通信
設備

⽬標：
25.7万t-
CO2以下*1

25.8万t-CO2*1

●電源設備施策…190t削減
●空調設備施策…4,032t削減
●通信設備施策…2,805t削減
●新技術の導⼊施策…4,836t削減

⽬標：26.3万t-CO2以下*1

●電源設備施策…127t削減
●空調設備施策…4,165t削減
●通信設備施策…1,523t削減
●新技術の導⼊施策…3,641t削減 31.8万t-

CO2以下*1

（2008年
度⽐15％以
上削減）

オフィス
⽬標：
1.5万t-CO2

以下*1

1.5万t-CO2*1

●パソコンの省電⼒設定、退出時
の電源抜去、不要パソコンの電
源OFF

●エレベーター、空調の間引き運
転

●ウォームビズ、クールビズの継
続実施

⽬標：1.6万t-CO2以下*1

●パソコンの省電⼒設定、退出時
の電源抜去、不要パソコンの電
源OFF

●エレベーター、空調の間引き運
転

●ウォームビズ、クールビズの継
続実施

廃棄物

撤去
通信
設備

リサイクル率

⽬標：
99％以上

99.4％
●ガラス・陶磁器くず（ガラスく

ず、FTC*2、⽟がいし）のリサ
イクル率の維持向上

⽬標：99％以上
●撤去通信設備の社内利⽤
●不要在庫物品などの社内利活⽤

促進
●グループ会社も含めたさらなる

リサイクルの推進

廃棄物全体
の⽬標：最
終処分
率*31％以
下

建設
廃棄物

リサイクル率

⽬標：
特定資材
99％以上
その他
70％以上

特定資材+⾦属…99.8％
その他…72.6％
●最終処分量削減対策の促進
●直接最終処分場への持ち込みゼ

ロ化
●再資源化率の⾼い業者への委託

の推進

⽬標*4：
特定資材+⾦属…99％以上
その他…75％以上
●最終処分量削減対策の促進
●リサイクル率の⾼い中間処理場

の利⽤

オフィス
廃棄物

リサイクル率

⽬標：
76.0％以上

81％（総排出量 3,016t）
●プラスチックごみのリサイクル

実施
●サーマルリサイクルの推進

⽬標：84％以上
●サーマルリサイクルの推進
●分別の徹底
●通信ビル・データセンターの現

状調査・再資源化率の⾼い業者
への委託の推進
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 2013年度⽬
標

2013年度実績 評価 2014年度に向けた取り組み 2020年度⽬
標

紙使⽤量
（事務⽤紙・A4換算）

⽬標：
⼀⼈あたり
9,200枚

⼀⼈あたり6,841枚
●紙の利⽤状況（枚数、両⾯印刷

率、集約印刷率）の⾒える化
●テレビ会議システムの利⽤促進
●ペーパーレスなワークスタイル

を実現するICT機器などの導⼊

⽬標：⼀⼈あたり8,500枚
●複合機の利⽤状況データをもと

に組織単位での取り組み強化を
推進

●ペーパーレスなワークスタイル
を実現するICT機器などの導⼊

⼀⼈あたり
8,500枚
（2008年
度⽐⼀⼈あ
たり30％削
減）

⾃⼰評価： 良好に推移 ほぼ計画どおりに推移 やや遅れ気味

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ国内14社）

*1 CO2排出係数は、0.33kg-CO2/kWhを使⽤しています。
*2 FTC（ファイア・タイト・カバー）とは、通信ケーブルを⽕災から守るための防災被覆材のことです。
*3 最終処分率：最終処分場に持ち込んだ量÷総排出量
*4 2011年度より資材の分類を変更しました。

●2013年度 環境負荷低減管理指標（海外拠点）

・不要な照明・空調・PCの電源はOFF
・ビルの実情に沿ったごみの分別やリサイクルの推進
・事務⽤紙の両⾯印刷・2in1印刷の実施
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事業活動にともなう環境負荷

2013年度のマテリアルフロー

クリックすると2013年度のNTTコミュニケーションズグループINPUT-OUTPUTの拡⼤図が⾒られます。

「スコープ3」の算定開始

近年、企業⾃⾝が直接または間接的に排出した温室効果ガスの排出量に加え、企業のサプライチェーン全体を通じた排
出量（スコープ3）の管理が求められています。

NTTコミュニケーションズは、こうした動きに対し、2012年度から温室効果ガス排出量の新しい国際基準である「ス
コープ3」の排出量の算定への取り組みを開始しました。

算定にあたっては、環境省や他の省庁が調査した排出原単位データベースなどを参照し、対象カテゴリー15項⽬の中で
関連する9カテゴリーの算定を⾏いました。

今後は、データ収集の精度向上や算定範囲の拡⼤、削減に向けた取り組みなどに努めていきます。

カテゴリー 温室効果ガス排出量(t-CO2)

カテゴリー1「購⼊した製品・サービス」 413,619

カテゴリー2「資本財」 485,577

カテゴリー3「スコープ1、2に含まれない燃料およびエネルギー活動」 50,906

カテゴリー4「輸送、配送（上流）」 4,003

カテゴリー5「事業から出る廃棄物」 545

カテゴリー6「出張」 13,644
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カテゴリー 温室効果ガス排出量(t-CO2)

カテゴリー7「雇⽤者の通勤」 11,563

カテゴリー8「リース資産（上流）」 -

カテゴリー9「輸送、配送（下流）」 -

カテゴリー10「販売した製品の加⼯」 -

カテゴリー11「販売した製品の使⽤」 673,188

カテゴリー12「販売した製品の廃棄」 -

カテゴリー13「リース資産（下流）」 -

カテゴリー14「フランチャイズ」 237,448

カテゴリー15「投資」 -

環境マネジメント体制

推進体制と2013年度の取り組み

私たちは、環境保護活動を継続的に推進していくため、課題別のワーキンググループを編成し、国内外のグループ会社
⼀丸となって環境問題に取り組んでいます。

私たちは、地球環境保護推進部会を原則、年2回開催し、温室効果ガスの削減や廃棄物量の削減、環境ソリューションの
推進など多岐にわたる領域の全体計画を策定するとともに、活動成果などの情報共有や⽔平展開の促進を図っています。

2009年度から、グローバル拠点における環境経営の基盤整備を⾏い、通信・データセンタービルおよびオフィスビルに
おける環境保護活動の取り組み範囲を拡⼤しました。また、2012年度からグローバル環境マネジメント体制の整備を⽬的
に拠点単位で環境マネジメント担当者を設置し、グローバル環境マネジメント会議を開催し、各国の環境負荷低減の取り
組みなどを共有化し、環境負荷低減に係る施策の拡⼤を⽬指しています。⼀⽅、国内の環境マネジメント体制としては、
組織⾒直しなどにより14社で環境保護活動を推進しています。

■環境保護の推進体制

クリックすると環境保護の推進体制の拡⼤図が⾒られます。
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ISO14001認証取得

2014年3⽉31⽇現在、私たちは、6社でISO14001の認証を取得しています。認証を取得した部・社では、事業活動に
ともなう環境負荷の着実な低減に向けて環境マネジメントの適切な運⽤とその継続的改善を⾏うため、社外環境コンサル
タント機関と業務委託契約し内部監査を毎年1回実施するとともに、外部審査機関による定期的な審査ならびに更新審査を
実施し、課題の抽出とその速やかな対処を⾏っています。紙（事務⽤紙）使⽤量・電⼒使⽤量の削減、廃棄物のリサイク
ル推進を中⼼に取り組んでいるほか、環境にやさしい社会実現に向けた施策を以下のとおり進めています。

■ISO14001認証取得会社

ISO14001認証取得会社 取得年⽉ 各社ホームページ

NTTコミュニケーション
ズ株式会社

プロキュアメント部 1999年
10⽉

「NTTコミュニケーションズグループ環境保護
活動」は、こちらをご覧ください。ソリューションサービス部（第⼀エンジ

ニアリング部⾨、第⼆エンジニアリング
部⾨、企画部⾨）

2004年
3⽉

NTTワールドエンジニアリングマリン株式会社
2001年

7⽉
「環境への取り組み」は、こちらをご覧くださ
い。

株式会社NTTPCコミュニケーションズ 2003年
11⽉

「ISO14001認証」は、こちらをご覧くださ
い。

「NTTPCのECO」は、こちらをご覧ください。

NTTビズリンク株式会社
2007年

3⽉
「NTTビズリンクの環境保護活動」は、こちら
をご覧ください。

NTTコム ソリューション＆エンジニアリング株式会社
2007年

4⽉ 「環境⽅針」は、こちらをご覧ください。

株式会社NTTぷらら 2011年
12⽉

「環境基本⽅針」は、こちらをご覧ください。

2014年3⽉31⽇現在

環境監査、環境調査について

NTTコミュニケーションズグループでは、地球環境憲章のもと、CSR委員会の下部組織である地球環境保護推進部会に
おいて、環境保護活動を推進する12のWG（ワーキンググループ）において、各々の活動内容のPDCA報告などを年2回実
施し、課題の共有や有効事例の展開などの働きかけを⾏い、グループ全体の環境マネジメントを実施しています。
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環境会計

2013年度の環境会計

NTTコミュニケーションズグループは、環境省の「環境会計ガイドライン2005年版」およびNTTグループ「環境会計ガ
イドライン」にもとづいて、環境保全コスト(事業活動に応じた分類)および環境保全にともなう経済効果(実質的効果)を
集計しています。

2013年度の環境保全コストは、投資総額が約15.7億円、費⽤総額が約13.1億円で総額は約28.8億円となり、前年度に
⽐べ約9.7億円削減しました。

⼀⽅、2013年度の環境保全にともなう経済効果は、光ケーブルなどの売却効果の約1.3億円、節電や省エネなどの電⼒
削減施策の実施により約5.6億円、マイページ*1による郵送費および紙資源の削減により約4.8億円、設備などの再使⽤に
よる新規購⼊費削減額約5.7億円の効果を創出しました。全体としては、グループ会社まで拡⼤したこともあり、前年度⽐
約5.0億円減の約17.4億円となりました。

*1 マイページ：NTTコミュニケーションズの電話料⾦などのご請求内訳・ご請求⾦額などをインターネットや電⼦メールを通してお知らせする
とともに、領収証の表⽰・印刷などもご利⽤いただけます。従来、紙に印刷し郵送していた料⾦請求情報をインターネットや電⼦メールでお知ら
せすることにより、より早くお届けでき、また、お客さまが⾃由に検索できます。紙資源だけでなく印刷・郵送というエネルギーの削減にも貢献
しています。

■環境保全コスト（事業活動に応じた分類）（単位：百万円）

分類 主な取り組みの内容
投資額 費⽤額

2012年度 2013年度 2012年度 2013年度

(1)事業エリア内コスト  2,218 1,553 441 340

内訳

1 公害防⽌コスト
・発動発電機⽤給油タンク設備
・PCB使⽤物品管理 320 21 23 30

2 地球環境保全コスト ・電⼒使⽤によるCO2排出量削減対策 1,865 1,523 92 89

3 資源循環コスト ・廃棄物処理および再利⽤費⽤ 32 9 326 221

（2）上・下流コスト ・通信機器などの回収・リサイクル・再利⽤対策 59 19 988 795

（3）管理活動コスト ・環境保全管理活動 - 0 80 74

（4）研究開発コスト ・NTTグループ環境関連研究開発費の負担分 - - 40 1

（5）社会活動コスト ・ボランティア参加⽀援費⽤ - - 14 7

（6）環境損傷対応コスト  - - - 97

合計 2,276 1,572 1,563 1,313

■環境保全にともなう経済効果（実質的効果）（単位：百万円）

  2012年度 2013年度

収益 売却（ケーブル・⾦くずなど）による収益効果 74 125

費⽤節減

省エネ施策による電⼒料⾦削減額 826 560

撤去通信設備の再利⽤による購⼊費⽤の低減 766 571

マイページ*1による郵送費および紙資源削減額 567 481

その他 6 7

合計 2,239 1,744

集計対象期間：毎年4⽉1⽇〜3⽉31⽇ 
集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ
集計および開⽰の⽅法：環境省の「環境会計ガイドライン2005年版」およびNTTグループ「環境会計ガイドライン」にもとづいて集計しまし
た。なお、費⽤に⼈件費を含みますが、減価償却費は含んでいません。
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基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告

グリーン調達の推進

グリーン調達の推進

NTTコミュニケーションズは、2013年12⽉にグリーン調達ガイドライン第2版を制定し、サプライヤーの評価基準とし
て環境保全への取り組み意識レベルを盛り込んでいます。これによりサプライチェーン全体での環境負荷低減を⽬指して
います。

2010年度よりグループ各社とグリーン調達の推進動向について共有を図り、グループ調達を推進しました。また、NTT
コミュニケーションズにてグリーン購買評価合格会社からの調達をグループ全体へ拡⼤しています。 ⼀⽅、海外のグルー
プ会社のシンガポールでは、1992年にシンガポール政府が導⼊した「Green Label」に認定された商品を購⼊していま
す。

■グリーン調達・グリーン購⼊の状況

 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

グリーン調達物品量【万個】
（事務⽤品以外） 152 137 123 138 141

グリーン調達物品量【万個】
（事務⽤品） 51 47 35 26 24

【具体的な事例】事務⽤紙におけるグリーン調達について

NTTコミュニケーションズでは、事務⽤紙における環境配慮の徹底を、かねてより重視しています。具体的には、グ
リーン調達により、総使⽤量に占める古紙配合紙の使⽤率は54.8%となっており、残りの46.2%についても、環境に配慮
した純正パルプを100%使⽤しています。

環境教育

環境教育への取り組み

私たちは、環境に対する意識向上を⽬的として、すべての社員を対象に、環境教育を実施しています。また、CSR活動
の⼀環として、環境啓発活動を積極的に実施しており、その対象も社員にとどまらず、社員の家族やビジネスパートナー
へと範囲を広げています。

2013年度は、「Green with Team NTT」の活動として、オフィスビル周辺の清掃活動、エコキャップの収集推進など
の取り組みを通じて、環境啓発を実施しました。また、NTTPCコミュニケーションズでは、⽥植え、稲刈り、間伐、植樹
などを通じて、社員の⾃然環境保全活動への理解促進を図りました。

参加型CSR活動の詳細は、こちらをご覧ください。

環境法令への対応

環境法令・規制の遵守

私たちは、NTTグループ各社と連携を取りながら、汚染対策を⽬的とした環境法令や排出基準、PRTR法*1などのあらゆ
る法令などを関連部署に周知徹底するとともに、⾃主的に社内ガイドラインを設ける⼀⽅、コンプライアンス教育を充実
させ、法の遵守はもとより適切なリスク管理に⼒を注いでいます。なお、2013年度は、環境関連の事故・違反・罰⾦・苦
情など、これらにかかわる訴訟および法令違反はありませんでした。今後も、環境汚染の防⽌と法令遵守に全社的に取り
組んでいきます。

*1 PRTR法：特定化学物質の環境への排出量の把握など、管理の改善の促進に関する法律の略称
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基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告

CSR報告書2014

ICTの発展や普及によって快適なビジネスや暮らしができるようになりましたが、その⼀⽅で、ICT関連機器の
消費電⼒の増⼤は、地球環境に⼤きな負荷をかけています。私たちはこの認識に⽴ち、事業活動におけるCO2総
排出量の90%以上を占める電気通信設備からオフィスにおけるエネルギー効率化まで、⽬標を設定し、社員⼀丸
となった対策に取り組んでいます。

2013年度は、NTTコミュニケーションズグループでは、東⽇本⼤震災以降継続して、全国のオフィスビル、
通信およびデータセンタービルで可能な限りの各種省エネ対策を全社員で実施し、多くの電⼒およびCO2排出量
の削減を図りました。今後も継続し、最新のR&D技術を活⽤して⾃社および世の中の電⼒、CO2排出量の削減に
努めていきます。

温室効果ガス削減

2013年度実績および2014年度の計画

私たちは、⾃社ビルに加え、テナントビルやコロケーションサービスを提供するデータセンター（以下DCとする）など
の他社ビルも集計範囲に含めて温室効果ガスの排出量を算出しています。

2013年度のNTTコミュニケーションズグループのCO2排出量は、27.3万t-CO2（⽬標に対し0.1万t-CO2増）で、2012
年度と⽐較して約0.4%増加しました。また、2013年度の売上⾼当たりのCO2の排出量は、2012年度⽐で、約1.6%増加
しました。

事務室を中⼼とした節電対応や通信・DCビルの空調電⼒の削減に取り組む⼀⽅で、⾸都圏を中⼼としたDCの販売が好
調に推移し、CO2排出量が増加しました。

2014年度は、DCの販売が引き続き好調のためCO2排出量は増加傾向ですが、NTTコミュニケーションズグループ⼀丸
となった継続した節電対応、R&D技術や省エネルールなどの新規施策によりCO2排出量は、27.9万t-CO2以下にとどめる
ことを⽬標設定しました。また、CO2排出原単位については、4.53百万円/t-CO2を⽬標としました。

⼀⽅、海外拠点における2013年度のCO2排出量は、クラウドサービスやデータセンター需要増により約13.1万t-
CO2（DCでは約12.9万t-CO2、事務所では0.2万t-CO2）と増加傾向です。

海外のDCでは、LEEDを取得したDCビルに代表されるような省エネ性能の⾼い建物、設備や、国内で実績の⾼い空調電
⼒削減ソリューションの展開により、電⼒削減に努めました。

なお、CO2排出係数は0.33kg-CO2/kWh を使⽤しています。
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■事業活動にともなうCO2排出量

 

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
＊1 紺⾊の棒グラフのCO2排出係数は、1kWhあたり2010年までは0.378kg-CO2、2011年度以降は0.33kg-CO2を使⽤しています。
＊2 ⽔⾊の棒グラフは、電⼒会社ごとのCO2排出係数を使⽤しています。
＊3 省エネ法改正にともない他通信事業者を除いた排出量で算出しています。

■CO2以外の温室効果ガスの排出量（CO2換算）

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

■電⼒購⼊量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
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■CO2排出売上⾼原単位

通信設備における取り組み

2013年度実績および2014年度の計画

2013年度のCO2排出量は、東京第6データセンターの販売開始やクラウドサーバーの増設などにより、25.8万t-
CO2（⽬標に対し0.1万t-CO2増）で、2012年度と⽐較して約1%増加しました。

2014年度は、DCの販売が引き続き好調のためCO2排出量は増加傾向ですが、R&D技術や省エネルール、機械室などの
間仕切り（エアーカーテン）などの新規施策により26.3万t-CO2以下にとどめることを⽬標設定しました。

2013年度の主な取り組み事例

●世界標準の環境評価「LEED」を各国データセンターで取得

世界中のお客さまが環境負荷低減に理解を⽰し、その活動に取り組まれているなか、莫⼤な電⼒を消費するDCの選択で
も、⾼信頼性はもちろん、環境負荷の低さが重要な要素になっています。その選択基準の⼀つが、グリーンビル認証評価
の世界標準「LEED*1」です。NTTコミュニケーションズでは、世界各国のDCで環境負荷低減に取り組み、LEED認証の取
得を推進し、お客さまの満⾜度とコスト削減につながる「グリーンICT」を⽬指しています。

各国のDCでは、さまざまな仕組みやシステムを導⼊することで、DC運営にかかわる消費電⼒の削減や省資源に取り組
み、環境負荷の低減を⽬指しています。
◆空調関連

サーバールーム内の温度を「⾒える化」し、⾃動で温度を制御する「SmartDASH*2」や、空調の冷気とICT機器からの
排熱を分離し冷却効率を向上させる「アイルキャッピング*3」、冷たい外気を利⽤して効率よくICT機器を冷却させる「外
気冷房」などの導⼊を進め、空調電⼒を削減しています。
◆照明関連

LEDや⼈感センサーを利⽤し、照明の消費電⼒を削減しています。
◆その他

太陽光や⾵⼒など⾃然エネルギーの利⽤を促進しています。また、AC/DCの変換ロスを減らし、ICT機器へ効率よく給
電するHVDC（⾼電圧直流給電）や、電⼒損失が少ないロータリーUPS（無停電電源装置）を導⼊しています。

*1 Leadership in Energy and Environmental Designの略。⽶国グリーンビルディング協会による建築物全体の省エネ性・環境負荷を評価する
格付制度。
*2 「SmartDASH」は⽶国Vigilent社の登録商標です。
*3 「アイルキャッピング」はNTTファシリティーズ社の登録商標です。
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●SmartDASHの導⼊拡⼤と20%削減に向けた取り組み

9ビル（累計28ビル）の通信ビルやDCビルに「SmartDASH」、「アイルキャッピング」、「ブランクパネル」を導⼊
しました。

導⼊当初は、空調電⼒20%削減とする⽬標を下回るビルがありましたが、原因を調査し、温度チューニングや床下パネ
ル位置の交換などを⾏うことにより、全ビルで当初の⽬標値以上の削減を達成しました。 「SmartDASH」は、サーバー
ルームの「温度状況を⾒える化」し、冷やしすぎ箇所を検知し、⾃動的に「温度制御」を実施するシステムです。

さらに、ラック列の間の通路をビニール素材の壁や屋根で覆い、IT装置への吸気（低温）と排気（⾼温）を物理的に分
離して効率的な空調環境を実現する「アイルキャッピング」や、サーバーラックの未使⽤スペースのフロント部分をふさ
ぐことで、ラック内の冷却効果をアップさせる「ブランクパネル」を併⽤することで、空調消費電⼒の約20%程度を削減
しました。現在、国内、海外に順次展開中で、さらなる消費電⼒削減を実施していきます。

●HVDCの導⼊

電⼒経路における交流（AC）/ 直流（DC）交換時の電⼒ロスを最⼩限にとどめるため、近年は、交流を直流化するとと
もに⾼電圧化を実現した「⾼電圧直流給電（HVDC）システム」が開発され、注⽬を集めています。

実際に、HVDCシステムを構築し、実導⼊に必要な設計、施⼯、保守・運⽤⽅法を確⽴し、システム効率や信頼性、消
費電⼒なども含め、総合的に評価し、導⼊コスト効果が確認できたことから、2014年1⽉に都内通信ビルへ導⼊を実施し
ました。

このシステムは世界最⼤規模（4MWクラス）のもので、また⾼効率システムであることから消費電⼒の削減や導⼊コス
トの⼤幅な削減が期待されています。

今後、電源システムを新設・公開する場合は、原則としてHVDCシステムを採⽤することとしています。

●太陽光発電システムの導⼊

NTTコミュニケーションズでは、2009年5⽉から、東京都内の通信ビルやDCビルの屋上や壁⾯に太陽光発電システムに
よる発電を開始しています。発電した電⼒で、建物内の共⽤部の照明に使⽤しています。

2013年度の発電量は、約33万kWhでした。
⼀⽅、海外では、シンガポール、マレーシアのDCでは太陽光発電システムを、⾹港のDCでは太陽熱システム、インド

のDC、タイのオフィスビルでは⾵⼒発電システムを導⼊し、海外でも再⽣可能エネルギーの導⼊を推進しています。
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■東京第5データセンターに設置した太陽光パネル ■マレーシアのデータセンタービルの屋上に設置した
太陽光パネル

■データセンターのLED照明

太陽光発電量の詳細は、こちらをご覧ください。

●LEDの導⼊

NTTコミュニケーションズグループでは、オフィスビルに加えて、DC
の⼀部にもLED照明を導⼊しています。LED照明は電⼒使⽤量の削減や
⻑寿命化によるメンテナンスコストの削減に加えて、温度上昇の抑制に
もつながり空調の電⼒使⽤量削減にも貢献しています。

私たちは、温暖化防⽌に向けてDCビルおよびオフィスビルにおける
LED照明導⼊を今後とも積極的に推進していきます。

●屋上（壁⾯）緑化

NTTコミュニケーションズでは、グリーンICT施策の⼀環として、都
市部でのヒートアイランド現象*1の対策として有効な「屋上（壁⾯）緑
化*2」を、⾃社が保有するデータセンターを中⼼に推進しています。

屋上（壁⾯）緑化はヒートアイランド現象の抑制のほか、⾼い遮熱効果により建物全体の温度上昇を抑え、空調の電⼒
消費量の削減を図ることができます。また、植物が⼤気中のCO2を吸収し、酸素を放出することから⼤気汚染浄化、さら
に⽣活環境改善や景観の向上などにも効果を発揮します。

屋上（壁⾯）緑化は国内だけでなく、シンガポールやマレーシアのDCビルの屋上でも⾏い、建物内の電⼒消費の削減を
図っています。

*1 ヒートアイランド現象：アスファルト舗装やビルの輻射熱、ビルの冷房の排気熱、⾞の排気熱などによって、夏季における都市部の気温が周辺
地域よりも数度⾼くなる現象。など温線（地域間の気温差）をグラフで描くと都市部の気温分布を⽰す形が島に似ることからヒートアイランド現
象と呼ばれる。

*2 屋上（壁⾯）緑化：屋上に植物を植えて緑化する、⽣活環境対策のひとつ。植物の蒸散作⽤（気化熱）により周辺の温度が低下するほか、断熱
効果によって建物⾃体の省エネルギーにもつながる。
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■関⻄オフィスビルの屋上緑化 ■シンガポールデータセンターの屋上緑化 ■壁⾯緑化を施したビル

■間接外気冷房の仕組み ■壁吹き出し空調システム

●DCの省エネ対策

-⾹港FDCの省エネ性能
「⾹港FDC」は、最先端の環境技術や⾼効率設備を採⽤するなど、全⽶グリーンビルディング評議会が策定した建物の

環境性能評価制度「LEED」のGOLD認証を2013年度に獲得しました。特にデータセンターでは設備機器の冷却効率が環
境性能を左右することから、⾹港FDCでは空調設備にインバータ制御のファンを導⼊し、空調機からの供給冷気とサー
バー排熱を分離するコールドアイルコンテインメントや、ファン動⼒を抑えるための⼗分なスペースを確保した空調⽤⼆
重床下・天井上チャンバーを採⽤することで効率的な冷却を実現しています。また、オペレーションセンター⽤の電源に
は、燃料電池を⽤いたUPS（無停電電源装置）を採⽤するなど、⼤幅な省エネを実現することでお客さまのエネルギー削
減⽬標の達成に貢献します。
-英国DCの省エネ性能

欧州におけるクラウドサービス事業の中核拠点として2012年6⽉に買収、サービスを開始した英国のGyron社では、先
進の環境技術を導⼊してデータセンターの省エネに取り組んでいます。

そのひとつが、冬季の低温な外気を利⽤する「間接外気冷房」です。これは、外気を室内の空調機を通じて取り込み、
サーバーやネットワーク機器の発熱を冷却するもので、世界最⾼⽔準の省エネ性と⾼い信頼性を併せもっています。ふた
つ⽬の施策がエアフロー最適制御技術を⽤いて冷気を壁⾯から供給する⽅式の採⽤。従来の床下から冷却する⽅式に⽐べ
て温度ムラを発⽣しにくくするなど、効率的な冷却を実現しています。

NTTコミュニケーションズは、今後も⾃然エネルギーの利⽤拡⼤や⾼効率エネルギーシステムの導⼊によって、増加す
るデータセンターの⼀層の省エネを推進していきます。
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■ロータリーUPS ■空調室外機 屋上モジュールチラー

-東京第6DCの省エネ性能
2013年4⽉23⽇からサービス提供を開始した「東京第6データセンター」（東京都北区）は、⾼効率の電⼒・空調設備

によって国内最⾼レベルのグリーン性能を実現しました。
エネルギー効率の⾼い⽔冷式空調機や、電⼒損失が少なく有害物質を含むバッテリーの廃棄を必要としない、省スペー

ス化が図れるロータリーUPS(無停電電源装置)の導⼊。建物外気を利⽤した冷房システム、屋外空調機への⽔散布、そし
てサーバールーム内の冷気と機器からの排熱を分離するエアフローマネジメントの実施などにより、国内データセンター
最⾼レベルとなるPUE（電⼒使⽤効率）値1.2を実現しました。

NTTコミュニケーションズは 、グローバルデータセンターサービスのブランド「Nexcenter™」のもと、全世界150拠
点以上でデータセンターサービスを展開しています。今後も、サービスレベルのさらなる⾼度化や品質向上に努めるとと
もに、グリーン性能の向上に意欲的に取り組んでいきます。

■エアフローマネジメント
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オフィスにおける取り組み

2013年度実績および2014年度の計画

2013年度のCO2排出量は、震災時以降継続した節電対応を実施することにより、1.5万t-CO2（⽬標±0）で、2012年度
と同実績となりました。2014年度は、これまで実施してきた節電対応を少し緩和しますが、省エネルールの設定⾒直しや
シンクライアントPCの導⼊拡⼤などにより1.6万t-CO2以下にとどめることを⽬標設定しました。

2013年度の主な取り組み事例

●オフィスデータベース⾒える化サイト

NTTコミュニケーションズは、オフィスの環境保護施策として、各部
の⾃律的なオフィス環境活動を⽀援できるよう2009年8⽉より、電気・
紙・ごみの環境負荷データを組織単位で集計・可視化する「オフィス
データベース⾒える化サイト」をイントラサイトにて運営しています。

掲載情報は、組織ごとの電⼒の消費量（総量・延床⾯積当たり）、紙
使⽤量（総量、両⾯印刷率、集約印刷率）、オフィスゴミのリサイクル
率（ビル当たり）、「環境社会検定（eco検定）」資格取得に向けたア
ドバイスなどで、毎⽉、社内に向けて情報発信しています。

各組織のオフィス環境推進担当者は、このサイトに掲載されるデータ
を分析し、業務内容や特性を考慮し、⾃律的にPDCAサイクルを回すことで各指標達成に向けて改善を図っています。

●夏季および冬季の節電対策

2013年度は、2011年度のような国内電⼒の逼迫した状態は緩まりましたが、NTTコミュニケーションズは、夏冬の節
電対策以外でも年間を通して、パソコンの省エネ設定・照明やエレベーターの間引き運転、空調温度の調整などの節電対
策を継続して実施し、国内電⼒の消費削減に努めました。

夏の節電対策としては、オフィスビルにおける該当期間の電⼒使⽤量を2010年度⽐で30%削減することを⽬標として
掲げ、主な取り組みとして、空調機温度の設定（夏季28℃）、照明点灯箇所の削減、「4up」「5down」運動、夏季⽤ド
レス、退出時のOA機器電源抜去などにおける節電を徹底しました。その結果、主要オフィス3ビル（⽇⽐⾕ビル、汐留ビ
ル、⽥町ビル）の電⼒消費量（kWh)合計では、約30.1%の削減成果が得られました。

冬の節電対策としては、空調機温度の設定（冬季20℃）を含め、夏の節電対策と同様の取り組みを実施しました。
⼀⽅、海外拠点では、「不要な照明・空調・PCの電源はOFF」を指標とし、電⼒削減の取り組みを積極的に実施しまし

た。
主な取り組みとして、業務終了や不要時の照明、空調、PCの電源OFF、PCの省電⼒設定、事務所内設定温度の緩和など

が徹底され、⽇本国内と同様に「省エネの意識」が浸透しています。
他の取り組みでは、⾹港やシンガポールでは、照明、空調の消し忘れポスターの掲⽰や最終退出者によりチェック表に

よる確認。アメリカやベトナムでは、省エネ機器の採⽤や不要電源の抜去。NetMagicではLEDを導⼊などの取り組みを実
施しました。

さらに、中国や台湾では、電⼒消費量について前年度⽐5%削減の⽬標を掲げ、積極的かつ先進的に省エネ活動に取り組
んだ結果、昨年に引き続き⽬標を達成しています。
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■パソコン省電⼒設定の⾃動変更 ■4up 5down運動を促すエレベーター内表⽰

■オフィスビル（事務室内）6〜9⽉平均電⼒消費量

●社内クラウドの利⽤促進

NTTコミュニケーションズでは、お客さまにサービスを提供するために多くの社内システムを保有しています。2009年
度より、コスト削減や電⼒削減などの環境負荷低減、事業継続計画（BCP）の強化を⽬的に、社内システム群のサーバー
仮想化技術を利⽤したプライベートクラウドによる社内ICTインフラへの移⾏・統合に取り組んでいます。

2013年度までにこの社内ICTインフラへ移⾏した社内システム数は216にも上り、移⾏システムを収容するサーバー数
を約55%削減しました。

今後も国内の社内システムの移⾏・統合を進めるとともに海外への展開も検討し、グローバルに環境負荷低減の取り組
みを図っていきます。

●リモートアクセス・シンクライアントサービスによる社員の移動や電⼒を削減

NTTコミュニケーションズが提供する「モバイルコネクトサービス」は、パソコンやスマートフォンなどを利⽤し、外
出先から社内システムへ簡単かつセキュアに接続することができ、会社のパソコンのメール送受信やスケジュール確認な
どを⾏えるようにするサービスです。これにシンクライアントサービスの「Bizデスクトップ Pro」を組み合わせ、社外で
もセキュリティを確保しつつ、会社のパソコンのデスクトップ環境を再現できるようにしました。

外出の多い営業担当の社員を中⼼に約1万台の端末を配備し、オフィスに戻らなくても業務ができる環境を整備すること
で、効率的で多様なワークスタイルの実現だけでなく、⼈の移動を減らした、環境にやさしいワークスタイルの実践を⽬
指しています。

また、東⽇本⼤震災にともなう、2011年7〜9⽉の東京電⼒および東北電⼒管内における節電にあたっては、社員約
8,000⼈にこのサービスの利⽤を拡⼤することで、企業の電⼒使⽤量削減にも貢献しました。
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輸送・移動における取り組み

請求書の電⼦化

2006年4⽉の改正省エネ法の施⾏により、輸送業者以外の荷主に対しても省エネへの取り組みが義務づけられました。
NTTコミュニケーションズは、請求書や販促ツール・オフィス廃棄物などの輸送量を毎年調査し、⾃主的な取り組みとし
て「輸送そのものの削減」「輸送量の削減」「輸送距離の削減」「物流の効率化」を推進しています。

輸送そのものを削減する重要な施策として、請求書やサービス開通案内の電⼦化の普及を推進しています。また、請求
書の電⼦化に加え、さらなる輸送量の削減を図るために、第2種OCNサービス（主に個⼈向けサービス）では、2008年10
⽉から、郵送によるご案内に代えて、インターネットによる料⾦案内を標準としました。

電⼦メールなどによるインターネット請求書の勧奨を引き続き⾏った結果、2013年度の請求書の紙使⽤量は166トンと
前年度より約7%削減しました。

⼀⽅、輸送総量は、輸送効率化や電⼦化、各種ツールの⾒直しを⾏った結果、46.6万トンキロと前年度⽐約14%の減少
となりました。

■改正省エネ法における対象物品輸送量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

■マイページ会員数と請求書の紙使⽤量
 

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

社⽤⾞の燃料使⽤量の削減

企業は、業務⽤⾞両において環境配慮を徹底することで、公害問題の解決と低炭素社会の実現に貢献できます。私たち
は、環境保全の取り組みの⼀環として、環境配慮型⾞両の導⼊指針を策定。これにもとづき、グループ全体で取り組みを
加速しています。
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2013年度は、社⽤⾞のガソリンおよび軽油の使⽤量はそれぞれ41.4万リットルと0.8万リットルとなり、前年度と
⽐較して、組織⾒直しにともない、営業⽤管理台数が7%増加したため、約2.3万リットルのガソリンが増加しまし
た。

また、エコカー（低公害⾞両）の導⼊状況は、組織⾒直しにともない、エコカー（低公害⾞両）の導⼊が進んだこと
で、エコカー（低公害⾞両）の導⼊率は、前年度から1%増で、全体の98%まで達成できました。「2015年度の導⼊
率100%」を⽬指し、今後も⾞両の適正配置やエコカー（低公害⾞両）への更改を推進していきます。

■社⽤⾞の使⽤燃料量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
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■海底ケーブル敷設船「すばる」（総トン数9,557ト
ン）

電気推進船による⼤気汚染防⽌・省エネルギーの推進

海底ケーブル敷設船「すばる」は、⽇本でも数少ない電気推進システム
（発電機の電⼒で推進モーターを駆動）を取り⼊れた船舶であり、エンジ
ンの排煙に含まれるNOx、SOxなどの削減による⼤気汚染防⽌に努めてい
ます。運航においては、例えば⼯事現場までの往路は3台、復路は2台と
いったように、発電機駆動エンジンの稼働台数を効率的に制御すること
で、年間約10%の省エネルギーを実現しています。

また、船底などの塗装研磨（サンドブラスト）によって錆・⾙殻などを
除去して運航時の抵抗を減らし、研磨後の塗装にはAFS条約（船舶の有害
な防汚⽅法の規制に関する国際条約）に適合した平滑性の⾼い塗料を使⽤
することによる省エネルギーも実施しています。

さらに、船舶⽤LED照明の導⼊による省エネルギーや、船内空調装置の
更改による環境負荷低減を推進しています。

●「船舶エネルギー効率マネジメントプラン（SEEMP）」の実施

「MARPOL（マルポール）条約」という、「船舶による海洋汚染の防⽌を定めた国際条約」において、2011年7⽉に
「船舶エネルギー効率マネジメントプラン（SEEMP）」の強制化が採択されました。

これにより、船舶の運航においては、“CO2排出量削減”のために最も効率的な運航⽅法（減速、海流・気象を考慮した
最適ルート選定、適切なメンテナンスなど）を取り、PDCAサイクルによるエネルギー効率の改善を図ることが義務づけ
られています。NTTコミュニケーションズでは、2013年1⽉までに計画書を策定し、船上保持を実施しました。

サービスを通じた環境負荷低減

グリーンICTの取り組み

「グリーンICT」とは、ICTそのものの環境負荷低減を⽬指すとともに、ICTを効果的に利⽤することで環境負荷低減・
環境保護を推進することです。

このうち、ICTそのものの環境負荷を低減すること、すなわちICT⾃体のグリーン化を「Green of ICT」と呼び、具体的
にはICT機器の省電⼒化やリサイクルによって、環境に対するマイナス要因を減らす取り組みを指します。もう⼀⽅の、
ICTの活⽤によって環境負荷の低減や環境に対するプラス要因を増⼤させるといった、ICTを活⽤したグリーン化のことを
「Green by ICT」といいます。

NTTコミュニケーションズは、このふたつのアプローチで「グリーンICT」に取り組んでいます。
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■CO2削減効果

クリックすると「Green of ICT」と「Green by ICT」の拡⼤図が⾒られます。

「グリーンICT」の詳細は、こちらをご覧ください。

Bizホスティング Enterprise Cloud（BHEC）などのサービス提供によるCO2の低減

NTTコミュニケーションズが、グローバルに提供しているネットワー
ク、クラウド、アプリケーション、セキュリティなどのICTソリューショ
ンは、さまざまな社会課題の解決と同時に、環境負荷削減を通じCO2の低
減にも貢献しています。

データセンター、ネットワーク、サーバーが連携した通信事業者ならで
はの企業向けのクラウドサービス「BizホスティングEnterprise Cloud」
も、その⼀例です。柔軟なリソース提供とお客さまの要望に応じた豊富な
オプションを装備し、基幹系業務でも利⽤可能な環境を提供する本サービ
スは、従来、お客さま側に設置・運⽤されていたサーバー、ストレージな
どをBHECで仮想サーバー化することで、サーバーの運⽤台数が削減さ
れ、中⼩企業相当で、97t-CO2/年（約74%削減）*のCO2排出量を削減し
ます。さらに、国内外共通仕様のシステム環境の構築を可能にすること
で、お客さまが⾃社システムを運⽤する場合に⽐べ、構築・運⽤のコスト
を⼤幅に削減します。
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NTTコミュニケーションズでは、この他にも、環境負荷低減に貢献するさまざまなサービスを提供しています。

●Arcstar Universal One Mobile

退社後や外出先で業務対応が発⽣した場合でも、⾃社ネットワークへアクセスし、メールや電⼦書類などの作成が可能
なサービスです。⼈の移動にかかるエネルギーの削減によって、16t-CO2/年（約24%削減）*のCO2排出量削減効果が⽣
まれます。

●Arcstar IP Voice

従来、⾳声通信とデータ通信を分けて使⽤していたお客さまが、社内ネットワーク通信上で⾳声とデータ通信を利⽤す
ることでデータ通信端末の更改削減につながり、16t-CO2/年（約30%削減）*のCO2排出量の削減効果が⽣まれます。

今後も、ICTを活⽤することで、社会課題の解決と同時に環境負荷低減に貢献するソリューションを継続して提供して
いきます。

* ITU-T（国際電気通信連合の「電気通信標準化部⾨」）で勧告化された「ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価⼿法（L.1410）」
にもとづきNTT環境エネルギー研究所で試算しています。
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■実証実験の舞台となったスルヤチプタ⼯業団地

PDF形式の書類をご覧になるためにはAdobe Readerが必要です

■ソリューション環
境ラベル

東南アジア向けスマート⼯業団地実証事業への参画

急速な経済成⻑が続く東南アジアでは、電⼒需要が急激に拡⼤してお
り、慢性的な電⼒不⾜が経済活動に⼤きな影響を与えています。⼀⽅で、
CO2排出量削減施策の推進に向けて、電⼒の安定供給と品質改善、再⽣エ
ネルギーの導⼊を同時に促進していくことが急務となっています。

こうしたなか、NTTコミュニケーションズは、「独⽴⾏政法⼈ 新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）」の委託を受け、インドネシア・
ジャワ島の⼯業団地におけるスマートコミュニティー実証事業に参画しま
した。

この事業は、先進的な⽇本の技術・製品の優位性を⽣かしたパッケージ
型インフラ輸出事業の継続的な展開を狙いとしており、インドネシアで開
発・拡張が進む⼯業団地に⾼品質電⼒供給システムや⼯場内のエネルギー需給を最適化するFEMS（Factory Energy
Management System）、DSM(Demand Side Management) などを導⼊し、スマートコミュニティー技術の導⼊効果
の検証とビジネスモデルの継続性、経済性を実証するものです。

NTTコミュニケーションズは、電⼒の安定供給および電⼒需給制御の最適化を実現するための⾼品質な通信インフラで
ある光ファイバーネットワークとクラウド技術を組み合わせたICTプラットフォームの構築検討に取り組みました。

2011年7⽉からスタートしたこの事業は、2012年2⽉に事前調査が完了し、現在は実際にフィールドでシステムを構築
しての実証事業に着⼿しています。

この実証事業で得られた知⾒やノウハウを活かし、今後はインドネシアにあるNTTコミュニケーションズの現地法⼈と
も連携しながら、同国でスマートコミュニティー事業を展開するためのインフラ整備に取り組んでいく考えです。

インドネシア・ジャワ島の⼯業団地におけるスマートコミュニティー実証事業についての詳細は、こちらをご覧くださ
い。[PDF：5,627KB PDF⽂書が開きます]

多店舗向けエネルギー管理サービスの提供

物販店や飲⾷店では、消費電⼒のおよそ半分を空調設備が占めるとの統計*もあり、その削減が⼤きな課題となっていま
す。そこでNTTコミュニケーションズは、多くの店舗を運営する事業者さま向けに、空調を⾃動制御することで電⼒使⽤
量を削減できるエネルギー管理サービスを開発し、2013年2⽉から提供を開始しました。

本サービスは、お客さまの各店舗にBEMS（エネルギー管理システム）機器を設置し、各店舗では⾃店舗分の使⽤電⼒
を、本部では全店舗分の使⽤電⼒を“⾒える化”することで、夏場や冬場の電⼒使⽤ピーク時などに、遠隔設定による電⼒
使⽤量の⾃動制御を実現するものです。既存のインターネット回線やクラウド上のアプリが使⽤できることから、コスト
を抑え、容易に導⼊することができます。

NTTコミュニケーションズは、これからもサービスの普及を通じて環境エネルギー分野の課題に応えていきます。

* 資源エネルギー庁2011年度統計

ソリューション環境ラベルの付与

NTTグループでは、ICTソリューションサービスの環境負荷低減効果を客観的に評価し、CO2排出
量削減率15%以上のものを環境にやさしいソリューションとして認定する、⾃⼰宣⾔型の「ソリュー
ション環境ラベル」を付与しています。このような環境負荷低減効果のあるサービスを提供すること
により、NTTグループ⼀丸となって社会全体の環境負荷低減を⽬指します。

この認定制度を利⽤して、私たちNTTコミュニケーションズグループでは、2013年度までに5件の
ソリューションを登録しています。詳細については、定量的なCO2排出量削減効果とともに、NTTビ
ズリンクのホームページにて紹介しています。

ソリューション環境ラベル制度の詳細は、こちらをご覧ください。

NTTビズリンクのICTソリューションサービスによる環境貢献度把握の取り組みの詳細は、こちらをご覧ください。
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■エコICTマーク

基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告

エコICTマークの取得

私たちは、ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会*が定める「ICT分野におけるエコロ
ジーガイドライン」に沿ってCO2排出量削減の取り組みを⾃⼰評価・申請し、「エコICTマーク」を
取得しています。

同協議会は、電気通信事業者が省電⼒の観点から装置やデータセンターサービスの調達基準を⽰す
ことで、各事業者が適切にCO2排出量削減に取り組むためのガイドラインを2010年2⽉に策定・公表
し、以降改版を重ね、2014年2⽉には第5版を公表しています。

NTTコミュニケーションズでは、本取り組みへの参加を通じてCO2排出量削減に努めるとともに、
今後、グループ会社を含めた参加を図っていきます。

* エコロジーガイドライン協議会：2009年6⽉26⽇に、社団法⼈電気通信事業者協会、社団法⼈テレコムサービス協会、社団法⼈⽇本インター
ネットプロバイダー協会、⼀般社団法⼈情報通信ネットワーク産業協会および特定⾮営利活動法⼈ASP・SaaSインダストリ・コンソーシアムの5
団体により発⾜した協議会。

電気通信事業者による「エコICTマーク」の詳細は、こちらをご覧ください。

⾃⼰評価チェックリストの詳細は、こちらをご覧ください。

電⼒需給を最適化する実証実験に参画

東⽇本⼤震災以降、電⼒供給事情の悪化に対応する「デマンド（需要）レスポンス」の動きが広まりました。これは、
電⼒不⾜が想定されると、電⼒会社から企業や家庭などの利⽤者にメールなどで連絡が⼊り、連絡を受け取った利⽤者が
節電に協⼒するという取り組みです。しかし、この仕組みは⼈を介した、⾔わば「⼿動」であるため、⼀連の流れを⾃動
化し、電⼒会社からのメッセージによって、利⽤者側の機器を⾃動的に制御できる「⾃動デマンドレスポンス（ADR）」
の研究が進んでいます。

街全体で電⼒を有効利⽤できるスマートコミュニティー構想に積極的に取り組んできたNTTグループでは、その⼀環と
してADR研究を推進。NTTは、2013年7⽉4⽇、メッセージ送信や機器制御に関する国際標準規格「OpenADR2.0 Profile
A」の認証を国内で初めて取得しました。またNTTコミュニケーションズでは、2013年夏から早稲⽥⼤学が実施する⽇本
版ADRの実証実験に参画しています。実験では、NTTコミュニケーションズが提供するクラウドサービス上に、NTTが開
発したOpenADR対応のスマートコミュニティー・プラットフォームを構築し、実証実験における基盤とも⾔える相互接
続試験・評価環境を提供しました。また2014年度は、2013年度よりも⾼度化した同⼤学の実証実験に対応するため、当
該プラットフォームの機能向上・改善を施し、同⼤学の実証実験に参画しています。

NTTグループは、⽇本におけるADR推進に向けた活動に寄与するとともに、来るべきスマートコミュニティーの実現に
貢献していきます。
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事業活動およびオフィス活動にともなう廃棄物削減と、リユース・リサイクル率を⾼め、社会的な環境負荷の
低減につながるよう、私たちは⽇々取り組んでいます。

廃棄物削減・リユース・リサイクルの取り組み

2013年度の実績

私たちは、撤去通信設備、建設廃棄物、オフィス廃棄物の3つの分類で廃棄物の削減を図るとともに、リユース・リサイ
クルを推進しています。

2013年度は、撤去通信設備の最終廃棄量が11.4トン、建設廃棄物の最終廃棄量が331.0トン、オフィス廃棄物の最終廃
棄量が184.6トンとなりました。また、全体の最終廃棄量は前年度⽐332.4トン減少し535.5トン、総排出量は前年度⽐
3,669.4トン減少し7,873.8トンとなりました。

■最終廃棄量と総排出量

（オフィス廃棄物と建設廃棄物の集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
（撤去通信設備の集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度はNTTコミュニケーションズ単体）

撤去通信設備のリユース・リサイクル

私たちは、信頼性の⾼い、⾼品質なサービスを提供するために、通信設備などの更改を適宜⾏っています。その際、不
要となった通信設備は、まず社内およびNTTコミュニケーションズグループ内で可能な限りリユースを⾏った上で、産業
廃棄物や特別管理産業廃棄物に関する法令を遵守して、適正な処分を実施しています。

NTTコミュニケーションズグループにおける2013年度の撤去通信設備の総排出量は、1,901.1トンとなりました。リサ
イクル率は、グループ会社において産廃業者を含めたリサイクル率向上施策を⾏ったことにより、グループ全体で昨年よ
り2.7%向上し、99.4%となりました。

今後もNTTコミュニケーションズグループでリユース・リサイクルをさらに推進することで、グループ全体におけるリ
サイクル率向上を⽬指します。
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■撤去通信設備の総排出量とリサイクル率

（集計範囲：2011年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度から2010年度まではNTTコミュニケーションズ単体）

■撤去光ケーブル再利⽤量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

建設廃棄物のリサイクル

私たちは、お客さまに信頼性の⾼いサービスを継続して提供するために、⽼朽化した建築物の建て直しや、需要増加に
ともなう増改築を⾏っています。

2013年度の建設廃棄物の発⽣量は、⼤きな建て直しなどがなかったこともあり、2012年度より3,250トン減少し、
2,956.8トンとなりました。コンクリートなど特定資材のリサイクル率は99.8%、特定資材以外のリサイクル率は72.6%
となりました。また、全体のリサイクル率は89.0%となりました。

今後も継続して、最終処分量削減の促進、最終処分場への直接持ち込みゼロ化、再資源化率の⾼い業者への委託を推進
していきます。
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■建設廃棄物の総発⽣量とリサイクル率

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

オフィス廃棄物のリサイクル

私たちは、廃棄物の法令を遵守した適正な処理および管理、分別の徹底に取り組んでいます。NTTコミュニケーション
ズグループにおける2013年度のオフィス廃棄物の総排出量は、前年度⽐1,010.2トン減少の3,015.9トンでした。2013年
度は、特に通信ビルやデータセンターでのリサイクル率向上を⽬指して、主要通信ビル・データセンターを中⼼に処理フ
ローを調査し、分別の徹底、処理フローの⾒直しなどを実施しました。その結果、リサイクル率は8.5%改善し、81.5%
となりました。また、社内では、各部で不要となった資産やPCの利活⽤も積極的に⾏っています。2013年度はPCについ
ては12,967台のリユースを⾏いました。今後も積極的に社内での利活⽤を推進していきます。

2009年度より「プラスチック」のサーマルリサイクルを、2010年度には「燃えるごみ」のサーマルリサイクルを開始
しました。今後もサーマルリサイクルの推進、サーマルリサイクル量の把握を進めていきます。環境保護とセキュリティ
を両⽴したリサイクルシステムの品質向上のため、委託会社と連携しながら今後も⼀層の努⼒をしていきます。

海外のグループ会社でも⽇本同様、ごみの分別や、不⽤品の再利⽤などを実施しています。⾹港、シンガポールでは、
プリンタトナーのリサイクル、⾹港ではマイカップ利⽤推進も実施しています。

■オフィス廃棄物の総排出量とリサイクル率

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
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■ 商品化された有機堆肥 ■ ⽣成したコンポストを使⽤して収穫された野菜

⾷堂からの廃棄物の有効利⽤

オフィスでの資源の有効活⽤を考える上で、⾷堂からの廃棄物の有効利⽤の取り組みは重要なテーマとなりつつありま
す。NTTコミュニケーションズでは、社員⾷堂に⽣ごみ処理機を導⼊し、NTT東⽇本－群⾺に委託して、⾷堂から出る⽣
ごみをコンポスト（有機堆肥）にリサイクルするシステムを運⽤しています。

2013年度は23.6トンの⽣ごみを処理しました。この結果、2.36トンのコンポストを⽣成しリサイクルしました。コン
ポストは関東の農家などで活⽤されています。

この取り組みは、資源の有効活⽤のみならず、焼却処理となるごみの削減を通じたCO2排出量削減効果をもつ点も重要
です。引き続きこの取り組みを推進し、⽇常業務における環境配慮を徹底すると同時に、社員の意識向上を図っていきま
す。

紙使⽤量削減への取り組み

業務⽤紙の使⽤量削減

NTTコミュニケーションズでは、オフィス業務に⽤いる事務⽤紙ならびにお客さまへの請求書など、業務⽤のすべての
紙使⽤量の削減に努めています。事務⽤紙に関しては、2007年度から正社員⼀⼈あたりの紙使⽤量を指標化し、削減に努
めています。

2013年度も継続して、ICカード複合機の印刷ログ情報を活⽤することで、紙使⽤量削減に取り組みました。具体的に
は、個⼈単位と組織単位の両⽅で利⽤枚数、両⾯印刷率、集約印刷率の⾃動集計・データ分析を⾏い、毎⽉全社員へ数値
を公開することで全社員への啓発を⾏っています。また、2011年度より⽇常使⽤する複合機で当⽉の個⼈使⽤枚数や利⽤
状況を確認することができるようになりました。紙の電⼦化や会議室におけるプロジェクター利⽤、タブレットを活⽤し
たペーパーレス会議なども継続して推進し、2013年度の正社員⼀⼈あたりの紙使⽤量（事務⽤紙A4換算）は、6,841枚と
なりました。

また、海外のグループ会社でも、⽇本同様に両⾯印刷、集約印刷の推進を実施しています。中国やシンガポール、ベト
ナム、ヨーロッパ、アメリカでは、プロジェクターやタブレット端末などを利⽤して、ペーパーレス会議を実施していま
す。なお、台湾では年5%削減という⽬標を掲げ、紙使⽤量削減に取り組んでいます。
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■事務⽤紙の総使⽤量と正社員⼀⼈あたりの事務⽤紙使⽤量（枚数）

（事務⽤紙総使⽤量の集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
（正社員⼀⼈あたりの事務⽤紙使⽤量【枚数】の集計範囲：2011年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度から2010年度
まではNTTコミュニケーションズ単体）

タブレット端末による紙使⽤量削減

2011年度から、サービスに関する情報・提案書などのデータベースの整備などを⾏うとともに、タブレット端末を配備
しタブレット端末の利⽤を進めてきました。タブレット端末を利⽤することで、サービス紹介・解説を動画でお客さまに
⾒ていただけるなどわかりやすく訴求⼒のある提案ができるという営業⾯でのメリットや、効果的な提案書作成が可能に
なるといった効⽤だけでなく、提案書などのプリントアウトやサービス紹介のパンフレットなどが不要になることで、紙
使⽤量削減効果も期待できます。

NTTコミュニケーションズグループ各社では、タブレット端末を利⽤したペーパーレス会議を推進しており、紙使⽤量
削減もさらに進みました。今後も、最新のICT機器を効率的に活⽤し、紙使⽤量削減を図っていきます。
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■NTTPCコミュニケー
ションズによる森林環
境保全活動（東京都⻘
梅市）

CSR報告書2014

近年、持続可能な社会実現のための重要な環境問題として、地球温暖化防⽌とともに、命あるものの精妙なバ
ランスである⽣態系の保全が⼤きな課題として論じられています。

私たちは、NTTグループの⼀員として⽣物多様性の保全に配慮した活動を推進するために「⽣物多様性の保全
に関する⾏動指針」を制定し、⾃然保護地域内の無線中継所の建設や撤去など事業活動による⽣態系への影響を
避ける努⼒をするとともに、NTTレゾナントが運営する環境情報ポータルサイト「環境goo」では⽣物多様性に
ついての特集ページをいち早く設けるなど幅広く啓発や情報発信を⾏っています。

指針の制定

環境アセスメントのポイント

私たちは、NTTグループの⼀員として、⽣物多様性の保全に配慮した活動を推進するため、「⽣物
多様性の保全に関する⾏動指針」を制定し、事業活動や社会貢献活動を通じた取り組みを実施してい
ます。具体的には、私たちがかねてより推進する、ICTを通じた3つの環境貢献（「Green of ICT」
「Green by ICT」「Green with Team NTT」）それぞれにおいて、⽣物多様性の保全に寄与する
取り組みを展開しています。

⽣物多様性の保全に関しては、世界規模で問題意識が⾼まっています。今後とも、グループ全体
で、取り組み状況の点検、課題の抽出、そして取り組み改善を推進するとともに、その活動状況や成
果についてCSR報告書などで開⽰していきます。

■NTTコミュニケーションズグループ ⽣物多様性の保全に関する⾏動指針

1. 基本⽅針＜NTTグループで定める、『NTTグループ ⽣物多様性「取り組みの考え⽅」』に準拠＞

● 事業活動を軸とした展開

あらゆる活動が地球上でつながり⽣物多様性と関わりが深いことを認識し、事業特性に応じて関係する国内外の活動
範囲とその影響を把握し、保全効果が認められる取り組みを推進します。

● 社会への貢献を軸とした展開

事業との関連性にとらわれず広く、⽣物多様性の保全に向けた取り組みをステークホルダーとともに推進し、その成
果を情報公開していきます。

2. ⾏動⽅針

● 事業活動における⽣物多様性保全に配慮した⾏動を実施（Green of ICT)
● 事業活動による社会の⽣物多様性の保全に貢献(Green by ICT)
● ⽣物多様性の理解を深め、従業員やその家族、地域とともに⾃然保護活動を推進(Green with Team NTT)
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■NTTコミュニケーションズグループの⽣物多様性の保全に関するこれまでの取り組み

取り組み事項 取り組み概要

事業活動における⽣物多様性保全に配慮した⾏動を
実施
（Green of ICT)

無線中継所の建設時においては、⽣息する植物、⿃、昆⾍などの⽣息調査を⾏い、⽣態
系を壊さない建設計画を実施。撤去も同様

野⿃保護観察を⽬的とした無線中継所スペースの提供

通信ビル、オフィスビルにおける空調の効率化や照明改善、パソコンへの省エネ施策に
よる電⼒使⽤量を削減し、気候変動への影響を低減

トップランナー機器の調達やグリーン購買により製品調達における⽣態系への影響を低
減

「海洋汚染の防⽌」を基本⽅針とし、サンゴ礁を保護した海底ケーブルの敷設や敷設前
後の海底清掃の実施

シンガポール、⾹港、マレーシアのデータセンターでは、⾬⽔、再⽣⽔を空冷チラーや
植樹への散⽔に利⽤
同データセンターやベトナムのオフィスビルでは、⾃然採光により、照明電⼒の削減を
実施

台湾の事務室では、⽔の使⽤量を前年⽐5％削減に向けた取り組みを実施

事業活動による社会の⽣物多様性の保全に貢献
(Green by ICT)

環境gooにて⽣物多様性の特集を掲載、環境に関する国内外の情報を発信

ITを活⽤した⿃獣害対策

稲の発育状況をカメラで遠隔監視

⽣物多様性の理解を深め、社員やその家族、地域と
ともに⾃然保護活動を推進
(Green with Team NTT)

⾷堂における割り箸の廃⽌

EMだんご（投下）による河川の⽔質浄化

秩⽗棚⽥再⽣プログラム

⾃動販売機におけるマイカップの使⽤推進

NTT台湾はTEIA（台湾環境情報協会）主催の「植物の環境保護活動」に参加

東京グリーンシップ・アクションによる森林環境保全や植樹

データセンターの建設にあたって

⽔の再利⽤

私たちは、グローバルICT企業として、データセンターにおける⽣物多様性への配慮を推進しています。最新のデータ
センターでは、近年世界的に関⼼が⾼まっている⽔資源の有効活⽤についても先進的な⼯夫を盛り込んでいます。

2012年度に運⽤を開始したシンガポールのセラングーン データセンターでは、次のような⼯夫を多⾯的に取り⼊れて
います。

⾬⽔の利⽤

● ⾬⽔を利⽤し、敷地内の植物などに⽔をまきます。また、⾬⽔に油が混ざらないように⾬⽔受けを設けるなど、安全・
衛⽣⾯に配慮しています。
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■緑で周りの環境に同化させた貯
⽔タンク

■直射を避けるシェード・メッ
シュで囲われた貯⽔タンク

■現地の固有種に配慮したデータセンターの植
栽

■春夏ゾーン ■秋冬ゾーン

再⽣⽔の利⽤

● 海⽔からの淡⽔化⽔や、⼀度利⽤した⽔からリサイクルしている⽔を空冷などに利⽤しています。
● 建物や駐⾞場の屋上にある屋上緑化設備への⾃動散⽔は、通常、再⽣⽔のみで運⽤しています。
● 1階にある壁⾯緑化設備は、通常、再⽣⽔のみを利⽤しています。
● 屋外の池などの緑化施設では、⾬⽔を積極的に活⽤しています。
● 約3万トンの再⽣⽔を利⽤。

植⽣の維持

環境に調和した施設づくりの観点から、植⽣への配慮は、施設を設計する上
でのポイントとなりつつあります。

セラングーン データセンターでは、以下のような取り組みを通じ、現地の植
⽣を活かす試みを⾏っています。

植栽での固有種配慮

● グリーンエリアでは現地に⾃⽣する多様な樹⽊を積極的に取り⼊れています。
● 下草にはヨハネスティスマニアを⽤いるなど、インドネシア・マレーシア地域を象徴する草⽊を活⽤。樹⽊とあわせ、
現地の林を想起させる⼯夫を⾏っています。

街路樹の移植

● シンガポールでは、全ての街路樹が環境省所管のNEA（National Environment Agency）に登録、管理されていま
す。
● 設備の建設過程で伐採の必要が⽣じた街路樹について、NEAと協議の上でデータセンター内に移植し、有効活⽤を図っ
ています。

都市緑化普及事業への参画

2013年4⽉にオープンした都内最⼤規模の東京第6データセンターでは、東京
都公園協会の「都市緑化基⾦」の助成のもと、地域密着の緑化活動を推進して
います。敷地内の緑地を、春夏ゾーン、秋冬ゾーンのふたつに分けて植栽。来
訪者は年間を通して花を観賞できます。
また、⾵環境シミュレーションを実施し、⾵の影響を受ける南⻄⾓には常緑樹
を配するなど、周辺環境と調和したデータセンターを追求しています。
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■サンゴ礁帯を避けて砂地に敷設 ■⾃然のトレンチに落とし込んだ状態

■海底から引き上げられたごみ

■船底塗装前 ■船底サンドブラスト後

■船底塗装後

海底ケーブル敷設にあたって

ケーブル敷設による影響への配慮

NTTコミュニケ―ションズは、海底ネットワークのインフラ構築にあたり、「海洋汚染の防⽌」を基本⽅針に掲げ、海
洋汚染防⽌条約をはじめとした環境関連法令を遵守するとともに、海洋⽣物や漁業との共存を重視して取り組んでいま
す。

海底ケーブルの敷設・埋設⼯事や保守業務は、グループ会社NTTワールドエンジニアリングマリン（NTT-WEマリン）
が担っており、海洋⽣態系保全への⾼い意識のもとで事業を推進しています。

● ⽣態系を考慮した敷設ルートの設計

海底ケーブルの敷設にあたっては、海洋環境
保全のため事前にアセスメントを実施し、関係
官庁や⾃治体などとも協⼒しながら綿密なルー
ト設計や⼯事計画を⽴案しています。そのた
め、例えばサンゴなどの⽣息エリアは除外した
敷設ルートとするなど、海洋環境に影響を及ぼ
さない事業を推進しています。

● ⼯事における海底ごみの回収

敷設・埋設⼯事にあたっては、事前に敷設ルートの掃海作業（海底清掃作業）を
⾏っています。海底には捨て網やロープ、ワイヤーなどが放置されているケースもあ
りますが、これら海底ごみを引き上げるとともに産業廃棄物として適切に処理し、海
洋環境の保全に努めています。

ケーブル敷設船による影響への配慮

● ケーブル敷設船による海洋⽣態系への配慮

海底ケーブル敷設船の錨鎖庫に侵⼊した海洋⽣物が、航海により他地域に放たれることで⽣態系を乱す恐れがありま
す。このため、ケーブル敷設船「すばる」では、錨を収納する錨鎖庫の清掃を徹底し、⽣態系の保護に努めています。

● 海洋⽣物の付着を抑える塗装⽅法の採⽤および環境配慮型塗料の使⽤

海洋⽣物が船体に付着すると、燃料消費ひいてはCO2排出量の増
加につながるのみでなく、付着した⽣物を他の海域に持ち込み、そ
この⽣態系に影響を及ぼします。これを防⽌するため、船体塗装の
メンテナンス時には、⾼圧エアーで砂を吹き付けて研磨塗装を図る
「サンドブラスト塗装」を積極的に活⽤しています。

なお、従来はスズを含んだ船底塗料が幅広く活⽤されてきました
が、近年、スズが⽣態系へ影響を及ぼすことが知られるようになり
ました。これを受け、2008年発⾏のAFS条約（船舶の有害な防汚
⽅法の規制に関する国際条約）に適合するスズフリー塗料の使⽤を
徹底しています。
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● バラスト⽔管理による海洋⽣態系の保全

積み荷を積載しないで航海する運搬船は、船の安定性を保つために「バラスト⽔」と呼ばれる海⽔を船底に注⼊して出
港し、貨物を積み込む港で、このバラスト⽔を放出します。そのため、その海域には⽣息しない⽔⽣⽣物や微⽣物が多国
間で移動するケースが起こり、海洋⽣態系への影響が懸念されています。別の海域に持ち込まれた外来種は急速に繁殖
し、在来種による⽣態系を破壊するばかりでなく、地域経済や⼈にも被害を及ぼすからです。例えば⽇本でも⾚潮プラン
クトンや外来カニなどによる漁業被害、海岸汚染が発⽣しているほか、南⽶では1991年、コレラ菌の移動による深刻な⼈
的被害が発⽣しました。

そのため国際海事機関（IMO）では、2004年にバラスト⽔を管理する条約*を採択し、国際航海する船舶に対する規制
推進に取り組んでいます。

ケーブル敷設船「すばる」を所有するNTT-WEマリンでは、2014年1⽉、IMO基準をクリアしたバラスト⽔処理装置を
同船に導⼊しました。⼆酸化チタン触媒に紫外線を当てることで発⽣するラジカル*によって微⽣物を死滅させる⽅式であ
り、化学物質を全く使⽤しないため環境負荷が最も低いとされる装置です。バラスト⽔の注⼊・排出時とも殺菌処理する
ことで、⽣態系への影響を排除することができます。

今後もNTT-WEマリンでは、海洋⽣態系の保全に積極的に取り組んでいきます。

＊条約：船舶のバラスト⽔および沈殿物の規制および管理のための国際条約
＊ラジカル：微⽣物の細胞膜を破壊し死滅させる不対イオン。超⾼層ビルの壁⾯や⾃動⾞にも応⽤されている。ラジカルの有効寿命は数ミリ秒と
僅かのため、有害な残留物も発⽣しない

製品名： アルファ・ラバル PureBallast2.0

フィルタ：注⽔時、40μmのフィルタを通過することにより、微⽣物の取り込みを防ぐだけでなくバラストタンク内の沈殿物も減らします。
AOTユニット：内部でラジカルを発⽣し微⽣物やその他の有機物を死滅・無効化します。
CIPユニット：無害で100％⽣分解性の洗浄液を循環することで海⽔のスケールがAOTユニット内に付着することを防ぎます。
サンプリングポイント：海⽔を抜き取り、品質をチェックします。
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■無線中継所

■アカハラダカの渡り

無線中継所の建設・撤去にあたって

⾃然保護地域内の環境配慮

2014年3⽉31⽇現在、私たちが所有する無線中継所（電話網やテレビ網の無線設
備）113カ所のうち15カ所が国⽴および国定公園内にあります。これら無線中継所の巡
回保守のため、道路の敷設が必要な場合には、徹底した法令の遵守および独⾃の環境ア
セスメント⼿法に基づき、⽣物多様性に配慮して建設しています。アセスメントでは建
設プロセスに即し配慮すべき点を具体的に設定し、⽣態系への影響の回避・軽減を多⾯
的に⼼がけています。

また、撤去⼯事においては、建設前の状態に戻すことを基本とし、地元の⽅と協議を
⾏い、他の地域から⼟を持ち込むのではなく、地元の⼟を使⽤するなど原状の復元に努
めています。

撤去⼯事の⼀例として、恵⼭道⽴⾃然公園内に設置した汐⾸無線中継所（北海道函館
市）は、牧草地でもあることから、函館市の指導にもとづき2012年度に全ての設備を撤
去するとともに、撤去跡および法⾯(のりめん)※崩壊部には芝を植え、約1年をかけて⽣
育状況を確認して返還しました。2013年度は、霧島屋久国⽴公園内に設置した永⽥無線中継所（⿅児島県霧島市）におい
て、森林管理署の指導のもと法⾯を除き全ての設備を撤去しました。跡地については、地震などで地元集落が孤⽴した場
合に備え、避難場所として再利⽤を図りました。

※法⾯：⼭地を削り、あるいは盛⼟をして造られた斜⾯

⽣物保護の観点からのスペースの提供

奄美⼤島で渡り⿃の観察場所を提供
2012年9⽉から、毎年、⿅児島県奄美市にあるNTTコミュニ

ケーションズの無線中継所内で、地元のNPO法⼈「奄美野⿃の
会」が、タカの⼀種「アカハラダカ」の渡り観察会を実施して
います。無線中継所は重要な通信インフラであり、通常は⽴⼊
禁⽌ですが、観察に適した⽴地であるとの要請を受け、社員⽴
ち会いのもとで⾏っています。

アカハラダカは⼩型のタカで、朝鮮半島や中国⼤陸で繁殖
し、東南アジアへ渡って越冬する途中の秋頃に九州付近を通過
します。奄美野⿃の会は3回にわたって観察会を実施し、うち1
回は2,000⽻以上の⼤群の渡りを確認することができました。

⾷物連鎖の頂点に位置するタカは⽣態系全体の健全度を⽰す
指標⽣物とされ、タカの渡り数の変化は、⽣態系を知るうえで
重要な指標の⼀つとされます。私たちは今後も、⽣態系の保全へとつながるさまざまな活動に協⼒していきたいと考えて
います。
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■節⽔型⾃動洗浄装置

■みまわり楽太郎

節⽔への取り組み

本社ビルにおける節⽔の取り組み

NTTコミュニケーションズでは、オフィスにおける⽔使⽤量の削減に取
り組んでいます。この⼀環として、本社ビル（NTT⽇⽐⾕ビル）におい
て、2013年5⽉からトイレ便器に新たに節⽔バルブを設置し、使⽤⽔量を
約45％削減する取り組みを開始しました。この節⽔バルブは⽔量メーター
を内蔵しており、対⼈センサーで滞在時間を⾃動判別し、必要な⽔量を正
確に計って流し分けることができるため、無駄な洗浄⽔をカットします。
また利⽤データを活⽤し、節⽔効果や環境貢献度を検証することも可能で
す。

節⽔バルブはNTT⽇⽐⾕ビル98台のトイレ便器に設置しました。この節
⽔効果をコスト換算すると年間約470万円の削減を⾒込んでいます。

ICTを活かした⽣態系保全への貢献

⿃獣わな監視通報装置「みまわり楽太郎」

⽇本の農⼭村では、イノシシやシカなど野⽣動物に
よる農林業への被害が深刻化しています。その背景と
して、⽣態系や⾥⼭の変化、耕作者の⾼齢化などさま
ざまな要因が挙げられますが、獣害対策の⼀つとし
て、わなを設置して野⽣動物を捕獲する⽅法が採られ
ています。

グループ会社であるNTTPCコミュニケーションズ
は、屋外センサーが発信するデータを活⽤する
「フィールドクラウドサービス」の⼀つとして、⿃獣
わな監視通報装置「みまわり楽太郎」を開発し、獣害
対策に貢献しています。この装置は、NTTドコモの通
信サービスを利⽤して、わなの扉が閉まると指定された携帯電話やパソコンへ⾃動的に通知メールを送信する仕組みと
なっています。

これまで、捕獲の有無は、⼈による⾒回りに頼るしかありませんでしたが、「みまわり楽太郎」を設置することで、⾒
回り負担の軽減とともに⾷⾁としての活⽤が可能になる迅速な対応を実現することができます。また、カメラ付きタイプ
では捕獲状態を画像で送信できることから、誤って⼈が⼊ってしまっても早期に対応できます。「みまわり楽太郎」は
2011年7⽉の販売開始以来、全国24の⾃治体で採⽤されており、ICTを活⽤した取り組みが加速しています。

さらに、NTTPCコミュニケーションズは、野⽣⿃獣を⾷する⽂化を広げることで獣害被害を減らし、地域社会の振興を
図ることを⽬的に組織された「⽇本ジビエ振興協議会」の幹事企業としても活動しています。

今後も私たちはさまざまな取り組みを通じて、豊かな⾃然の保全に貢献していきます。
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■「環境goo」⽣物多様性特集

■「緑のgoo」サイト

情報発信などによる啓発活動

「環境goo」による⽣物多様性特集

NTTレゾナントが運営する「環境goo」では、国内ポータルサイトの中
では先駆けて2008年1⽉より⽣物多様性に関する特集コーナーを設け、検
定などを通じたわかりやすい情報発信を⾏っています。2010年の国際⽣
物多様性年に合わせ、2009年4⽉には「企業と⽣物多様性イニシアティブ
（JBIB）」に加盟し、NTTグループはもちろん、幅広い企業との連携を
図っています。特に今年度は、⽣物多様性の保全と持続可能な利⽤に関す
る取り組みを推進する、「国連⽣物多様性の10年⽇本委員会（UNDB-
J）」との連携により、関連書籍「⽣物多様性の本箱」のコーナーの設置
や、さまざまな取り組みを表彰するアワード「⽣物多様性アクション⼤
賞」への後援として参画するなど、⽣物多様性の主流化に向けたサポート
を実施しています。

また、富⼠⼭が抱える問題の⼀つである「ゴミ問題」をテーマに特集を
実施し、ユーザーの意識・⾏動改⾰のため、Twitterやスマートフォン向け
アプリを活⽤した参加型キャンペーンを展開しました。

「⽣物多様性特集」の詳細は、こちらをご覧ください。

「世界⽂化遺産 富⼠⼭特集」の詳細は、こちらをご覧ください。

「緑のgoo」

「緑のgoo」とは、サイトの利⽤を通じて得られた収益の⼀部を環境・
社会保護活動に寄与する団体に寄付する取り組みです。ユーザーの皆さん
は「goo」のトップデザインを「緑のgoo」版に変更してこれまでと同じ
ように使っていただくだけで、この取り組みに参加することができます。

「緑のgoo」を社内で利⽤推奨していただける企業を募る「企業パート
ナープログラム」では、現在までにNTTグループ60社、⼀般企業30社の
賛同を得ています。

2007年8⽉の開始以来これまでに、地球環境保護に取り組むNPOを中⼼
に寄付団体は累計86団体、総額5,280万円を寄付してきました。

2013年度は東⽇本⼤震災復興に向けた緑化活動を⾏う「公益社団法⼈
国⼟緑化推進機構」に、計430万円を寄付しました。

また、⾳楽事務所のオフィスオーガスタおよび所属アーティストの⽅々
の協⼒のもと、 「⾳楽とエコ」をテーマに緑のgooの活動および環境保護
の推進を啓発するため、Webとリアルイベントの連動企画を実施しまし
た。

「緑のgoo」の詳細は、こちらをご覧ください。
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■「OCN Green版」サイト

基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告

「OCN Green版」

NTTコミュニケーションズが提供する「OCN」で「地球にやさしい、
Webサービス」をコンセプトに、2010年6⽉から環境保護活動に寄与する
サービスとして開始した「OCN Green版」は、OCN Green版の検索結果
画⾯に表⽰されているスポンサー広告などから得られる収益の⼀部を、環
境問題に取り組む環境保護団体に寄付する企画です。

現在は、NTTレゾナントが運営する「緑のgoo」と共同運営しており、
2007年の開始以降、15回⾏われた寄付の累計は5,280万円にのぼりま
す。

「OCN Green版」の詳細は、こちらをご覧ください。
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基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全

環境汚染の防⽌ 官公庁などへの報告

CSR報告書2014

私たちは、事業活動に起因する環境汚染や有害物質の漏えいなどさまざまな環境リスクの顕在化を防ぐため
に、低公害⾞導⼊の指針策定や、設備や運⽤⽅法の改善、管理体制の整備強化や教育・研修などさまざまな施策
を講じています。

社会の関⼼が⾼まる化学物質の管理体制については、かねてより廃掃法、PCB特措法、電気事業法などにもと
づき、統括責任者など各管理者を設置するなど適正に保守部⾨で管理を実施しています。保管点検についても定
期的に実施する⼀⽅で、地震や災害などの有事には速やかな随時確認を実施する体制を徹底しています。また、
環境法令研修では、環境法令の改正内容などを常に把握、各環境WG内で情報の共有を⾏い、タイムリーに運⽤
の適正化を図っています。

■NTTコミュニケーションズの化学物質管理
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環境汚染物質への取り組み

⼤気汚染物質対策

私たちは、事業活動に起因してNOxとSOxの⼤気汚染物質を排出しています。NOxについては、約70%が業務⽤⾞両の
運⾏にともなうガソリン・軽油の使⽤により発⽣し、残りの約30%は、通信ビルなどで使⽤する電⼒の発電にともない発
⽣しています。SOxについては、その⼤部分（約93%）が使⽤する電⼒の発電にともない発⽣しています。

2013年度のNOxの排出量は、電⼒使⽤量の増加により、前年度⽐27トン増の533トンでした。また、SOxの排出量も同
様に、電⼒使⽤量の増加により、前年度⽐10トン増の117トンとなりました。

私たちはエコドライブの推進や電⼒使⽤量の削減を進めることで、温暖化対策とあわせて⼤気汚染の防⽌に対して、引
き続き取り組んでいきます。

 
■NOxの排出量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

■SOxの排出量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
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オゾン層破壊物質対策

私たちは、オゾン層破壊物質の適切な処理に取り組んでいます。2013年度に処理した消⽕設備⽤特定ハロンガス量は、
前年度とほぼ横ばいで約143トンでした。また、2013年度に処理した空調機⽤特定フロンガス量は、前年度より約2トン
増の約263トンとなりました。

■消⽕設備⽤特定ハロンガス量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

■空調機⽤特定フロンガス量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）
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■PCB保管場所 ■PCB保管状況

アスベスト対策

アスベスト対策では、建物・オフィス関連の取り組みとして、2006年9⽉に国で定める基準値が⾒直されたことから、
アスベスト吹き付けがなされていた建物を対象にアスベスト浮遊量調査を実施し、基準値以下であることを確認しまし
た。2013年度はビルの撤去作業があったため、アスベストが5.3トン発⽣しました。今後も引き続き、対象ビルについて
は、建設業労働災害防⽌協会や各⾃治体が発⾏しているマニュアルに従い、｢除去｣「封じ込め」「囲い込み（保管）」な
どの適切な措置を実施していきます。

■アスベスト排出量

（集計範囲：2010年度からはNTTコミュニケーションズグループ14社、2009年度は同じく13社）

PCBの保管・管理

NTTコミュニケーションズでは、電気設備で絶縁材料として使⽤されていたPCB含有装置の適切な管理を実施していま
す。PCBの保管に対する⽅針として、早期の無害化処理およびPCB含有装置継続使⽤時の状況把握・管理⽅法を定めたガ
イドラインを制定しています。

2013年度のPCB含有装置は3,618個であることを確認しました。
これは、2014年度から無害化処理を⾏うため、含有詳細調査を実施した結果、多くの⾮PCB装置が含まれていたことが

判明したため保管数が減少したものです。
2014年度下期から九州および北海道保管分から無害化処理を開始し、全体の3分の１の処理を予定しています。
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■トランスの保有数量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

■⾼圧コンデンサの保有数量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

■低圧コンデンサの保有数量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）
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基本理念と環境マネジメント 低炭素社会の実現 循環型社会の推進 ⽣物多様性の保全
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■安定器の保有数量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

* 2012年度から照明⽤コンデンサを含めて計上

有事を想定した保管・管理の強化

近年、⾃然災害が世界規模で多発していることなどを背景に、有事を想定した環境汚染物質の管理体制について社会の
関⼼が⾼まっています。私たちは、グローバルにITインフラを所有・運⽤するものとして、かねてより「万⼀」を念頭に
おいた保管・管理体制を徹底してきました。汚染物質、特にPCBの管理においては、耐震、防⽕、⽔防、避雷、耐浸透、
換気、セキュリティなどに留意した管理を実施。定期的な点検を通じ、適正に管理されていることを常⽇頃より確認して
います。さらに、⼤規模な地震や災害などの有事に対しては、災害発⽣時の損害の防⽌のみならず⼆次災害の防⽌の観点
も踏まえ、迅速な確認体制を構築。安⼼・安全に向けた不断の運⽤を⼼がけています。

重⼤漏出事故

重⼤な漏出はありませんでした。

有害廃棄物の輸送、輸⼊、輸出状況 

PCBについては、早期無害化処理を⾏う⽅針のもと、2014年度下期より、九州、北海道保管分から無害化処理を実施。
残りの東京、⼤阪保管分は処理事業所の準備が整い次第無害化処理を開始する予定です。

有害廃棄物の輸送、輸⼊、輸出の予定はありません。
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2013年度 地球温暖化対策計画書／報告書など報告データ

エネルギー使⽤の合理化に関する法律（省エネ法）

NTTコミュニケーションズ 定期報告  [PDF：450KB]

NTTコミュニケーションズ 中⻑期計画  [PDF：101KB]

NTTコミュニケーションズ現地調査結果  [PDF：30KB]

東京都

NTTコミュニケーションズ0924  [PDF：271KB]

NTTコミュニケーションズ0925  [PDF：267KB]

NTTコミュニケーションズ0926  [PDF：244KB]

NTTコミュニケーションズ0927  [PDF：241KB]

NTTコミュニケーションズ0928  [PDF：242KB]

NTTコミュニケーションズ1327  [PDF：235KB]

NTTコミュニケーションズ0564  [PDF：267KB]

NTTコミュニケーションズ1190  [PDF：239KB]

NTTコミュニケーションズ1909  [PDF：246KB]

神奈川県

NTTコミュニケーションズ 神奈川県ビル  [PDF：120KB]

横浜市

NTTコミュニケーションズ 横浜市ビル  [PDF：280KB]

埼⽟県

NTTコミュニケーションズ 埼⽟県ビル  [PDF：270KB]

⻑野県

NTTコミュニケーションズ ⻑野  [PDF：304KB]

群⾺県

NTTコミュニケーションズ 群⾺  [PDF：62KB]
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名古屋市

NTTコミュニケーションズ 名古屋市Aビル  [PDF：418KB]

静岡県

NTTコミュニケーションズ 静岡県Aビル  [PDF：103KB]

京都市

NTTコミュニケーションズ 京都  [PDF：368KB]

⼤阪府

NTTコミュニケーションズ ⼤阪  [PDF：133KB]

兵庫県

NTTコミュニケーションズ 兵庫  [PDF：358KB]

岡⼭県

NTTコミュニケーションズ 岡⼭  [PDF：100KB]

広島市

NTTコミュニケーションズ 広島  [PDF：156KB]

⾹川県

NTTコミュニケーションズ ⾹川  [PDF：144KB]

宮崎県

NTTコミュニケーションズ 宮崎  [PDF：61KB]

⿅児島市

NTTコミュニケーションズ ⿅児島  [PDF：39KB]
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⼈材の育成と評価
⼈事育成⽅針
教育研修制度
若⼿社員海外派遣プログラムを実施
プロフェッショナル⼈材育成
社内公募制度
⼈事評価

多様な⼈々が活躍する職場づくり
ダイバーシティ推進室の取り組み
ダイバーシティの理解と定着
⼥性キャリア開発⽀援
障がい者雇⽤
定年退職者再雇⽤制度
グローバル⼈材の登⽤・育成
働く社員の声を活かす仕組み
ドリームアイデアコンテスト

社員の健康維持・増進
WORK-LIFE委員会
仕事と育児・介護との両⽴⽀援
働き⽅改⾰の推進
カフェテリアプラン制度
ボランティア活動⽀援
メンタルヘルスケア
業務災害・通勤災害の防⽌

CSR報告書2014

私たちは、「CSR基本⽅針」にもとづき、社員⼀⼈ひとりの多様性を尊重す
る、⾃⼰実現可能な職場環境づくりに取り組んでいます。グローバルなサービ
スを提供できる情報通信のプロフェッショナルとして、⾼い倫理観の企業活動
で社会的責任を果たします。
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⼈材の育成と評価 多様な⼈々が活躍する職場づくり 社員の健康維持・増進

CSR報告書2014

⼀⼈ひとりが個性・能⼒を最⼤限に発揮できる⼈事制度の構築および⾃⼰実現を可能とする能⼒開発の⽀援に
取り組んでいます。

⼈材育成と⼈材評価

⼈事育成⽅針

私たちは、社員⾃⾝が現場⼒を持って事業運営する会社を⽬指して、育成施策を展開しています。
望ましい⼈材像を定義して求められるスキルを可視化し、各個⼈のスキル診断を実施して望ましい⼈材像と現状のスキ

ルとのギャップを把握し、ギャップを埋めるための効果的な配置、育成施策を検討するというサイクルを回すことで継続
的改善を図っています。

私たちグループの⼈事育成⽅針の柱である「プロフェッショナル⼈材育成プログラム」の実施率が、2010年度にほぼ
100%になり、制度として海外も含めてグループに定着しました。社員のスキルについても底上げ、上位上げともに⼀定
の成果が得られたと考えています。

今後もグローバル化加速による企業競争⼒の強化を⽬指し、「HRMの基本的⽅向」にもとづく⼈材育成の取り組みを推
進していきます。現場での実務経験が最も効果があるという考え⽅は継続しつつ、ビジョン2015の実現に向け、特に専⾨
性の強化につながる⼈材育成に取り組んでいきます。
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教育研修制度

NTTコミュニケーションズでは、社員のスキルアップを図り、適切なキャリア形成を促すために、多様な研修プログラ
ムを⽤意しています。新⼊社員研修では、お客さまと接点のある現場を中⼼にいくつもの部署を経験する「ローテーショ
ン研修」を実施しています。これによりお客さまマインドを醸成するほか、個々の業務の役割を客観的にとらえる⽬を養
います。配属後は、プロフェッショナル⼈材育成プログラムに移⾏し、各⾃のCDP（Career Development Plan）をもと
に上⻑と相談のうえ、受講する研修コースを選択・決定しています。すべての社員はプロフェッショナル⼈材を⽬指し、
CDPにもとづいた現場での実践経験を通じて成⻑を図っています。研修メニューは、社員アンケートの結果などを参考
に、より実践的で適切な内容に⾒直すとともに、プログラムとしての体系化も常に図っています。

今後も、引き続きプロフェッショナル⼈材の育成につながるより実践的な研修ラインナップを拡充していきます。

■⼈材育成施策の体系

クリックすると⼈材育成施策の体系の拡⼤図が⾒られます。

若⼿社員海外派遣プログラムを実施

NTTコミュニケーションズは、グローバルに活躍できる⼈材の早期育成を⽬指して、2011年度から若⼿社員を対象とし
た海外派遣プログラムを開始しました。このプログラムでは、若⼿社員が海外で1年間のOJTを通じて、実践的かつグロー
バルに通⽤するスキルを⾝につけます。2013年度は約80⼈を海外へ派遣しました。

このほか、プロフェッショナルな⼈材の育成に向けたキャリア開発プラン（CDP）にもとづき、専⾨性を⾼める機会を
充実させています。全社員のスキルチェックを毎年実施し、公的資格取得も促進しているほか、社員⼀⼈ひとりに⾒合っ
た研修を豊富なメニューの中から選択できるよう、育成プラットフォームを整備しております。2014年4⽉現在、スキル
アップ研修786コース、技術資格取得特設研修7コース、スキルアップ⽀援講座（通信教育など）160コース、⾃⼰啓発⽀
援講座94コースを揃えています。
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プロフェッショナル⼈材育成

お客さまニーズの多様化・⾼度化・複雑化、新たなビジネス・消費モデル遷移のスピード化、グローバリゼーションの
加速など、とりまく環境の変化とスキルの空洞化による現場⼒の低下を背景に、世の中に通⽤し活躍できる現場のプロ
フェッショナル⼈材の育成を強化しています。

⽬指すべきプロフェッショナル⼈材像を15の専⾨分野に分類し、それぞれのカテゴリごとに、実践型の知識・経験・ス
キル、社員共通に求められる現場⼒・専⾨性など、社内／社外両⽅の視点から専⾨分野ごとに必要とされるスキル基準を
設定しています。これをもとに、⼀⼈ひとりが、各専⾨分野でのプロフェッショナルになるよう能⼒開発の⽀援に取り組
んでいます。

なお、専⾨分野やスキル基準については市場の変化や事業戦略に合わせ、必要に応じて⾒直しを図っていきます。

■機能とスキルを軸とした「15の⼈材カテゴリ」に細分化・具体化

プロフェッショナル⼈材の定義（⼈材像）

1.現場⼒を備えた⼈材

お客さまを⽀えているという⾃負⼼と経験にもとづく、実践型の技術⼒・スキルに裏打ちされた各々の現場のプロ。

2.チームプレーで成果を発揮できる⼈材

個⼈としては各々の現場のプロであり、チームの⼀員として主体的に判断・⾏動し、チームプレーで付加価値を最⼤
化できる⼈材。

3.世の中で通⽤する⼈材

NTTコミュニケーションズグループの内部だけではなく、世の中で通⽤する⼈材。
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⼈材の育成と評価 多様な⼈々が活躍する職場づくり 社員の健康維持・増進

社内公募制度

意欲のある⼈材がより幅広いフィールドで活躍できるチャンスを提供するために、｢社内公募制度｣を設けています。
年齢を問わず広く社員に利⽤されており、NTTコミュニケーションズグループ内およびNTTグループ内にて公募を実施し
ています。

2013年度は、次の点に注⼒したポストの公募を実施しました。

・クラウド系サービスの充実・強化に向けた⼈材
・グローバル事業の充実・強化に向けた⼈材
・上位レイヤ系サービスの充実・強化に向けた⼈材
・グループトータルパワーの最⼤限発揮に向けた、グループ会社の充実・強化に資する⼈材

2013年度は約70⼈の社員がNTTコミュニケーションズグループ内およびNTTグループ内の希望先の部署へ配属されま
した。

今後も、社員のキャリア形成⽀援と組織活性化を⽬的に積極的に社内公募制度を運⽤しつつ、事業ビジョンの達成に向
けて強化領域での募集ポストを設定していく予定です。

⼈事評価

NTTコミュニケーションズは、⼊社から就労終了（65歳）まで、社員のチャレンジ意欲の向上と⾼いパフォーマンスの
発揮を促すことを⽬的に、これまでよりも成果・業績を重視した⼈事・給与制度への⾒直しを図りました。⾒直しにあ
たっては、これまでどおり公正性・透明性を重視し、例えば性別の違いによる差などは⼀切設けていません。

こうした処遇体系のもとでは、リスクを恐れずお客さま第⼀の視点でスピードと勇気を持って変⾰する姿勢や、チャレ
ンジした⽬標に対する成果を的確に把握・評価していくことが重要であることから、社員による主体的な⽬標設定と振り
返りを促すとともに、半期ごとに上⻑との⾯談の機会を設けるなど、納得性の⾼い適切な制度運⽤に努めています。

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



⼈材の育成と評価 多様な⼈々が活躍する職場づくり 社員の健康維持・増進

1. 社内イントラネットサイトによる情報発信

2008年8⽉より、社内向け「ダイバーシティ推進室」のサイトを運⽤し、啓発を
図っています。2013年度は、グローバル、職場の働き⽅改⾰といったテーマで
社員の座談会やパネルディスカッションの模様を紹介する⼀⽅、ダイバーシティ
推進室で実施した施策の報告や、⽣産性向上／業務効率化をテーマにしたコラム
の連載を⾏いました。

CSR報告書2014

多様な⼈材が各々の属性・価値観・考え⽅を活かし、能⼒を発揮できる職場づくりに取り組んでいます。

多様な⼈材の雇⽤・育成・登⽤

ダイバーシティ推進室の取り組み

NTTコミュニケーションズでは、多様な⼈材を活かす経営戦略を推進するため、2008年4⽉に「ダイバーシティ推進
室」を設置し、⼥性キャリア開発⽀援、障がい者雇⽤の促進、ダイバーシティの定着などを中⼼に活動を実施してきまし
た。

2013年度は、年々向上する⼥性管理者⽐率（2014.4.1時点で3.8%）の引き上げを継続推進すること、またより第⼀線
で活躍する輝く⼥性社員を増やすことを⽬的に、⼥性社員のキャリア開発・意識改⾰⽀援を重点項⽬のひとつとして掲
げ、⼥性管理者間のネットワーク構築、⼥性管理者によるメンタリング活動の推進、さまざまなロールモデルの提⽰など
を積極的に実施しました。さらに、2011年度から継続実施している「働き⽅改⾰」については、時間や場所にとらわれ
ず、効率的・⾃律的に⽣産性の⾼い働き⽅を実現するためのスマートデバイス環境が整い、それらを使って業務の効率化
を実現する働き⽅の実践やペーパーレス会議の実施促進を⾏いました。⽣産性を向上させることにより、「⼈財」である
社員それぞれのワーク・ライフ・バランスを確⽴し、⼀⼈ひとりが健康でいきいきと能⼒を発揮できる⾵⼟の醸成を推進
することを⽬標として、プロジェクトを継続進⾏しています。

ダイバーシティの理解と定着

多様な⼈材が互いを理解して受け⼊れる職場であるためには、社員⼀⼈ひとりのダイバーシティの意義と重要性に対す
る理解が必要であると、NTTコミュニケーションズは考えています。このような考えにもとづき、2013年度はダイバーシ
ティ推進室が中⼼となり、以下のような取り組みを実施しました。

2. 全社員意識調査の実施

2013年度も、全社員に対して意識調査を実施しました。主な項⽬軸は「組織環
境」「職場の状況」「満⾜度」「主体的⾏動」「キャリア意向」で、実施率は約
87％となりました。これらの結果を働きがいのある職場づくりに向けた施策に活
かしていきます。

3. 管理者との「タウンホールミーティング」を開催

職場における「⽣産性向上」や「⼈事制度・評価」などに関する課題について議論する場として、従来の全担当課⻑を対
象とした「管理者研修」の形を変え、2012年度から職場単位での「タウンホールミーティング」を始めました。職場の⾵
通しを良くし、社員が⽣産性⾼く働くため、管理者が直接幹部と対話できる場として今後も引き続き実施していきます。
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■Open Cafe

4.ファミリーデーの実施

2012年度に引き続き、2013年度も社員と社員の家族のためのファミリーデーを2
⽇間実施しました。2013年度は約200名が参加し、iPadを活⽤したクイズ⼤会、
副社⻑との対話、海外現地法⼈とのTV会議、とう道(通信ケーブルの専⽤管路トン
ネル)を⾒学する企画を実⾏しました。最新のICT技術の体験や通信設備⾒学を通
じ、社員の家族に事業への理解を深めてもらうことができました。

⼥性キャリア開発⽀援

NTTコミュニケーションズでは、多様な⼈材が活き活きと働く機会を実現するために、さまざまなステージにおける
キャリア開発⽀援を⾏っています。2013年度は、⼥性社員のキャリア開発に関する働きかけを重点的に展開しました。
⼥性社員のキャリア開発に向けた取り組みとしては、主に以下2点の取り組みを⾏いました。
（1）メンタリング活動の始動による、キャリアに関する悩みの解決と若い時期からの中⻑期的なキャリア形成
（2）⼥性社員が⼥性管理者と対話する場（Open Cafe）の開催による、キャリアの棚卸と将来像のイメージ化

施策に参加した社員からは、⼥性管理者にもさまざまなタイプと多様な価値観があり、⾃⾝の今後のキャリアを考える
うえで⼤変参考となり励みとなった、との感想があり、今後も⼥性管理者を中⼼としてさらなる⼥性社員活性化に対する
働きかけを⾏っていきたいと考えています。

障がい者雇⽤

NTTコミュニケーションズグループでは、「Global ICT Partner」として、グローバル・クラウド社会における、安
⼼・快適なライフスタイルの創造、ビジネスモデルの⾰新に積極的に取り組んでいます。採⽤に際しては、ノーマライ
ゼーションの考えにもとづき、各⼈がお持ちの能⼒を最⼤限に発揮していただけるよう、職種・環境に対する希望を伺
い、適性を考慮したうえで、仕事内容を決定しています。現在（2013年6⽉1⽇時点）、120名の障がい者の⽅が、営業、
エンジニアなど、職種を問わず、幅広い分野でご活躍いただいています。障がい者法定雇⽤率2.0％の達成に向け、ポテン
シャル（新卒）採⽤活動、⼈材紹介会社を活⽤した中途採⽤活動、定着⽀援施策を実施しています。

定年退職者再雇⽤制度

NTTコミュニケーションズでは、60歳の定年を迎えた後も、希望者は最⻑65歳まで働きがいを持って働き続けられるよ
う継続雇⽤制度を導⼊しています。

■再雇⽤者数

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

60⼈ 91⼈ 55⼈ 38⼈

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体、出向者除く）
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■韓国における採⽤活動

グローバル⼈材の登⽤・育成

グローバル⼈材マネジメント（GHRM）の取り組み
多様な⼈材のさまざまな価値観を企業経営に活かす、ダイバーシティマネジメントが注⽬されています。“Global One

Team”をキーメッセージとして、私たちはグループ各社が⼀体となってHRMに取り組むことで、グローバルな⼈材の活躍
を推進しています。

2009年度より開始した⻑期出向プログラムでは、延べ20⼈の海外現地採⽤社員が本社へ出向し、⽇本におけるグロー
バルビジネスを推進しています。また2004年度より現地法⼈の中堅社員層を対象として、半年間本社に出向するプログラ
ムを実施しております。これらのプログラムを通じ、現地法⼈社員のスキルやノウハウを本社で活⽤し、交流していくこ
とで“Global One Team”の醸成を推進しています。

2013年度は、NTTコミュニケーションズと現地法⼈との双⽅向の⼈材交流を拡⼤しつつ、昨年度から引き続き、グロー
バルコミュニケーション研修、赴任前研修、NTTコミュニケーションズと現地法⼈との合同のマネジメント研修などを開
催しました。また、2011年7⽉より、若⼿社員海外派遣プログラムを開始。これは、⼊社5年⽬未満の社員を海外の実際
の現場に派遣することにより、少しでも早くグローバルに活躍できる社員を育成するためのプログラムです。

今後も、グループ全体のグローバルビジネスをリードする、現地法⼈幹部社員の育成や配置、グローバルな⼈材交流の
促進などを実施することにより、さらなるグローバル⼈材マネジメント（GHRM）施策の拡⼤を⽬指します。

■従業員数および新規採⽤数の男⼥別内訳

 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

従業員数 8,350⼈ 8,150⼈ 8,000⼈ 6,850⼈ 6,850⼈

男性 7,410⼈ 7,200⼈ 7,000⼈ 5,900⼈ 5,900⼈

⼥性 940⼈ 950⼈ 1,000⼈ 950⼈ 950⼈

新規採⽤数 196⼈ 215⼈ 226⼈ 212⼈ 223⼈

男性 144⼈ 157⼈ 160⼈ 148⼈ 167⼈

⼥性 52⼈ 58⼈ 66⼈ 64⼈ 56⼈

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体、出向者除く）

グローバル⼈材の採⽤
NTTコミュニケーションズグループでは、急速かつダイナミックに変化していく事業

環境を踏まえ、さらなる事業の加速を⽬指した中期的事業⽅針「ビジョン2015」を定
めています。⼈事⾯でも、同ビジョンの達成に向けたグループ⼈材基盤の強化に向け、
競争⼒強化とグローバル化に資する多様な⼈材の採⽤に取り組んでいます。中でも、グ
ローバル化に対応した実践型⼈材の採⽤を積極的に展開し、特に外国籍学⽣の採⽤を強
化しています。

具体的な取り組みとしては、国内採⽤市場に限らず世界中の⼈材マーケットから多様
で優秀な⼈材を発掘・採⽤するため、成⻑市場であるアジアを中⼼に海外現地での採⽤活動を展開し、特に優秀なエンジ
ニア⼈材などの確保を図っています。現在、外国⼈留学⽣・海外⼤学卒⽇本⼈などの採⽤に加え、海外で開催されるジョ
ブフェアや海外現地⼤学での採⽤活動を実施しています。2013年度は韓国・中国・⽶国・インドなど7カ国で現地採⽤を
実施しました。
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■ドリームアイデアコンテスト

⼈材の育成と評価 多様な⼈々が活躍する職場づくり 社員の健康維持・増進

働きがいのある職場づくり

働く社員の声を活かす仕組み

NTTコミュニケーションズは、社員がやりがいや喜びを感じられる企業⾵⼟づくりを推進するため、社員とのコミュニ
ケーションを重視しています。社員からの⾃由な提案をダイレクトに、そして迅速に、経営や事業に反映する⾵通しの良
い環境づくりを⽬指しています。

具体的には、2006年7⽉に「カイゼン推進室」を⽴ち上げ、組織の壁や上司の壁を超えて社員から建設的な提案を吸い
上げる仕組みを「ダイレクトライン」として制度化しました。2011年5⽉に、それまで「プロセス上の課題」と「改善
策」両⽅の提案が必要だったものを「プロセス上の課題」だけでも提案可能にするなど、より提案しやすいものにして名
称を「カイゼンサポートライン」に変更しました。

提案内容と対応状況についてはイントラネットサイトに「カイゼンポータル」を設けることで⾒える化し、活動のさら
なる活性化を⽬指して提案者と対応者を表彰する制度を2008年度より実施するなどの取り組みにより、さまざまなプロセ
ス効率化の成果があがっています。

これまでの提案数は862件（2014年6⽉9⽇時点）となっています。今後も社員の気づきの機会が増え、さまざまなアイ
デアがタイムリーに反映される環境づくりを継続していきます。

ドリームアイデアコンテスト

NTTコミュニケーションズグループの未来を広げる取り組みとして、新しいアイデアを広
く募集し、サービス開発につなげるための施策を実施しています。この取り組みによって
「元気なNTTコミュニケーションズグループにしたい」という思いから、「ドリームアイデ
アコンテスト」と名付けられました。

このコンテストはNTTコミュニケーションズグループで働いている⼈であればだれでも応
募できる仕組みとなっており、これまで4回開催し合計1,200件以上の応募がありました。応
募から閲覧、意⾒交換まですべて専⽤のSNSサイト上で⾏われ、発案者に具体的ノウハウが
なくてもSNSを活⽤してアイデアがブラッシュアップされるような仕組みとなっています。

新サービスとしてのアイデアに採⽤されると、社⻑より表彰を受け、応募者のモチベー
ション向上にもつながっています。

夢ある会社を⽬指し、今後もこのような施策で会社を元気にし、働きやすい職場づくりに
貢献していきます。

労使関係

NTTコミュニケーションズでは、労使対などを基本とし、主体性と責任ある労使関係のもとに話し合いを重視し、雇
⽤、労働条件の他、事業運営上の諸課題に関わる事案の労使間協議により相互理解を図り、実施に移すこととしていま
す。
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社員が健康で安⼼・安全に働くことができる環境づくりを図っています。

ワーク・ライフ・バランス

WORK-LIFE委員会

働きがいのある職場づくりや社員のワーク・ライフ・バランスの向上を⽬指し、WORK-LIFE委員会を設置しています。
これは会社と社員の代表者で構成されており、「年間総労働時間縮減」と「より効率的で⽣産性の⾼い働き⽅の実現」
「適正な服務の徹底」に向けたさまざまな施策の展開など、継続的に取り組んでいます。

2013年度は、業務効率の向上への気づきを促すため、全社員向けメールマガジンの定期配信や有識者によるセミナーの
開催、適正な服務のためのハンドブックの全社員配布やeラーニング研修などの啓発活動に取り組むとともに、⽣産性向上
に向けたより具体的な施策について論議するワーキンググループを設置し、各種施策について検討・展開を⾏いました。

仕事と育児・介護の両⽴⽀援

NTTコミュニケーションズでは、次代の社会を担う⼦どもが健やかに⽣まれ、育成され
る環境の整備を⾏う「次世代育成⽀援対策」を進めるため、社員の仕事と⼦育ての両⽴を
図るための環境の整備や、⼦育てをしていない社員も含めた多様な労働条件の整備などに
取り組むにあたり、「⼀般事業主⾏動計画」を策定し、⽬標達成のために継続して取り組
みを進めています。

次世代育成⽀援対策推進法*にもとづいた第⼀次⾏動計画(2005年4⽉1⽇〜2008年3⽉
31⽇)および第⼆次⾏動計画(2008年4⽉1⽇〜2011年3⽉31⽇)の取り組みがそれぞれ評
価され、厚⽣労働省東京労働局より「2008年・2011年度認定事業主」として認定されま
した。

現在、第三次⾏動計画(2011年4⽉1⽇〜2015年3⽉31⽇)を策定し、社員⼀⼈ひとりが活き活きと働くことができ、多
様な働き⽅を互いが受容し理解し合える職場環境づくりを継続して進めています。

* 次世代育成⽀援対策推進法：次代の社会を担う⼦どもが健やかに⽣まれ、育成される環境の整備を⾏う「次世代育成⽀援対策」を進めるため、国や
地⽅公共団体による取り組みだけでなく、101⼈以上の労働者を雇⽤する事業主は、「⼀般事業主⾏動計画」を策定し、速やかに届け出なければなら
ないとし、雇⽤する労働者が100⼈以下の事業主には、同様の努⼒義務があるとしています。

NTTコミュニケーションズの第三次⾏動計画について【概要】

⾏動計画の期間
2011年4⽉1⽇から2015年3⽉31⽇までの4年間

⽬標
性別、年代を問わず、ワーク・ライフ・バランスを実現することの理解を深め、職場全体が社員個⼈の多様な働き⽅を受
容する⼟壌作りを⽬指す。

取り組み内容
仕事と育児を両⽴するにあたっての諸制度の利⽤に対する、社員本⼈および職場の理解の醸成

管理者向け研修などにおいて、制度利⽤に対する理解向上のための働きかけを⾏う。
社内ホームページや全社員配布のハンドブックにより、諸制度の詳細情報や利⽤⽅法を周知する。
制度利⽤事例について社内ホームページで発信し、理解促進を図る。
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■キャリア継続プログラム（託児所
⽀援）

■異業種交流育児休職者セミナー ■短時間勤務者研修

■会議1/8で働き⽅改⾰

休職前後の社員に対する⽀援の実施
育児休職者のキャリア継続に対する不安感などを払拭するために、職場復帰前後において⽀援セミナーを開催するな
ど、フォローを⾏う。
休職中に⾃宅から閲覧できるサイトに、仕事と育児を両⽴するロールモデル社員の提⽰や社内報を定期的に掲載し、休
職期間中の孤⽴感を払拭する働きかけを⾏う。

育児予備軍である若⼿社員に対する研修、セミナーなどの実施
⻑期的なライフステージを想定したキャリアビジョン策定のための対話会やロールモデルの提⽰を⾏う。
男性社員に対するワーク・ライフ・バランスに関する働きかけの実施
多様な働き⽅、ワーク・ライフ・バランスなどに関するセミナーを⾏い、意識啓発を⾏う。
社内ホームページに男性育児休職取得者などの「イクメン」ロールモデルを提⽰する。

2013年度は、居住地の⾃治体保育所に⼊所できないことを理由に、就業意欲があるにもかかわらず予定の育児休職期間
を延伸せざるをえない社員に対して、居住地の保育所に⼊所できるまでの⼀定期間、会社が契約する託児施設を提供する
「キャリア継続プログラム」をスタートさせました。2013年度は2名の社員がプログラムを利⽤しました。

また、育児休職中の社員に対して社員向け育児・介護⽀援サイト「NTT-LiFE+」などを活⽤して制度の周知を⾏うとと
もに、「産休前相談会」、「育児休職者セミナー」、育児休職から復帰後の社員に対する「復帰⽀援セミナー」、育児期
の短時間勤務中社員向けの研修を実施し、延べ約170名が参加しました。

2014年2⽉に実施した異業種交流育児休職者セミナーでは、株式会社⽇⽴ソリューションズ、全⽇本空輸株式会社
（ANA）と合同三社で、2014年4⽉に育児休職から職場復帰を予定する社員を対象に、異業種交流をしながら、復帰への
準備の⼀助となることを⽬的に開催しました。

【参考】休職者数（2013年）

 ⼥性 男性 合計

育児休職 148 5 153

介護休職 0 5 5

働き⽅改⾰の推進

社員が各々の能⼒を発揮し、いきいきと働く環境を整備するために、NTTコミュ
ニケーションズでは、在宅勤務制度の推進や⽣産性向上に資する施策の実施など、
働き⽅の改⾰につながる各種の取り組みを展開しています。

まず、育児および介護のための在宅勤務制度としては、利⽤者の拡⼤などの改善
を⾏い、現在約280名の社員が利⽤しており、より多様な社員の柔軟な働き⽅の推
進を⾏うことができました。

在宅勤務にとどまらず、ICT企業ならではの働き⽅に向けた取り組みも加速して
います。外出先や出張先でも業務が実施できるシンクライアントによるリモート
ワーク環境を構築する⼀⽅、タブレット端末を活⽤した隙間時間の有効活⽤による
業務実施などを実現。さらに、会議の効率化をうたった、会議1/8(8分の１)ポス
ターによる啓発活動とペーパーレス会議ツールの導⼊による資料の削減や会議運営
の簡素化に継続的に取り組んでいます。

ICTの活⽤による業務効率化には、社員⼀⼈ひとりの意識改⾰が必須となりま
す。働き⽅改⾰を推進する観点から、2012年度以降、有識者による講演会を実施
し、2013年度は約300名の社員が参加しました。
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⼈材の育成と評価 多様な⼈々が活躍する職場づくり 社員の健康維持・増進

カフェテリアプラン制度

社員が⼊社してから退職するまでの間、それぞれのライフスタイルやニーズに応じて公平に利⽤できるさまざまな福利
厚⽣メニューを⽤意しています。

社員⾃らのライフスタイルに合わせ、豊富なメニュー（2013年度メニュー数：45種類）の中から⾃由に選択できる
「カフェテリアプラン」制度を導⼊しています。また、社員のライフデザインを⽀援することを⽬的に、ライフデザイン
相談室を設置しています（2013年度利⽤者：285⼈）。あわせて30歳の社員に対してライフデザイン研修を実施するとと
もに、59歳の社員を対象としたセカンドライフセミナーも実施しています（2013年度参加者数：ライフデザイン研修174
⼈、セカンドライフセミナー115⼈）。

今後も社員にとって利⽤しやすい制度やメニューを充実させていきます。

ボランティア活動⽀援

社内だけでなく社外においてもさまざまな価値観に触れることが、社員の成⻑ひいては企業としての活⼒につながると
いう考えのもと、社員のボランティア活動を⽀援するためにボランティア休暇制度を会社発⾜時から導⼊し、利⽤促進を
図っています。2013年度は、震災や洪⽔災害などの復旧・復興ボランティアなど、51⼈が同制度を利⽤し各地での社会
貢献活動に参加しました。

■ボランティア休暇制度利⽤者数

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

65⼈ 84⼈ 199⼈ 114⼈ 51⼈

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

労働安全衛⽣と健康管理

メンタルヘルスケア

NTTコミュニケーションズでは、社員の労働安全の確保を図るとともに、健全で快適に働くことのできる職場環境づく
りを⽬指して、各種施策を展開しています。

メンタルヘルス対策においては、職場のラインケアをいっそう充実させるため、メンタルキーパーの対象を担当部⻑ク
ラスまで拡⼤して実施し、ほぼ全管理職の養成が完了しました。（2013年度養成数：574⼈、延べ2,348⼈）

また、厚⽣労働省報告に基づくメンタル不調リスクの⾼い属性の社員に対するカウンセリングの実施（2013年度実施
者：296⼈）などの各種施策を継続的に実施するとともに、社内外における相談窓⼝の設置、海外出向者を対象としたカ
ウンセリング環境の整備、ストレスチェックコーナーの開設などサポート体制を整えています。

今後も健全で快適に働くことのできる職場づくりに向けて、国内グループ会社も含め各種施策を継続するとともに、さ
らなるラインケアの強化などに取り組んでいきます。

業務災害・通勤災害の防⽌

■労働災害（業務災害/通勤災害）発⽣件数

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

1件
（業務災害0/通勤災害1）

16件
（業務災害4/通勤災害12）

12件
（業務災害5/通勤災害7）

11件
（業務災害3/通勤災害8）

※シンボルチーム活動（ラグビー）を除く
（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）
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編集⽅針

ダイジェスト版と詳細版の2部構成の⽅針・考え⽅、報告
にあたっての重要なテーマの確定⽅法、本報告書のプロ
フィールなどを掲載しています。

GRIガイドライン対照表

参考としたガイドライン、GRI「サステナビリティ・レ
ポーティング・ガイドライン第3版」との対照表、内容索
引を掲載しています。

ISO26000対照表

参考としたガイドライン、国際標準化機構が作成した
「組織の社会的責任に関するガイドライン規格」におけ
る中核主題および課題との対照表、内容索引を掲載して
います。

環境報告ガイドライン対照表

参考としたガイドライン、環境省「環境報告ガイドライ
ン2007年版」との対照表、内容索引を掲載しています。

アンケート

本Webサイトより、アンケートにご回答いただけます。
本報告書に対する皆さまのご意⾒、ご感想をお聞かせく
ださい。

昨年度アンケート結果

昨年度版「CSR報告書2013」について、読者の皆さまか
らいただいたアンケートの結果を掲載しています。

お問い合わせ

本報告書に対する皆さまのご要望やご質問を、本Webサ
イトより直接お送りいただけます。

PDFダウンロード／バックナンバー

ダイジェスト版のPDFと詳細版のPDFを掲載していま
す。また、2003年度版からのバックナンバーも掲載して
います。

CSR報告書2014

本報告書編集・発⾏にあたっての考え⽅と、今年度のCSR報告を補完する情報・データを掲載しています。

CSR報告書2014（web版）
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー
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・
・

・
・
・
・
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CSR報告書2014

CSR報告書について

編集⽅針

本報告書は、NTTコミュニケーションズグループのCSR(企業の社会的責任)について、「Global ITC Partnerとして、
情報通信サービスの提供を通じ、グローバル規模で社会の新たな価値創造や問題解決に取り組み、豊かで持続可能な社会
の実現に貢献していく」活動であると位置づけ、グループとして取り組む姿勢・活動を、さまざまなステークホルダーの
⽅々にわかりやすくご理解いただくことを⽬的に発⾏しています。

本報告書では、より正確な報告を期し、NTTコミュニケーションズグループ全体を指す場合は「私たち」、NTTコミュ
ニケーションズやグループ各社を単独で指す場合は、その社名を表記しています。

重要なテーマおよび掲載事項の選定について

本報告書では、NTTコミュニケーションズグループが重要と考えている情報、ならびに、社会からの要望が⾼く
かつステークホルダーの⽅々が必要としている情報をバランスよくご提供するため、GRIガイドライン第3版の[重
要性]報告原則などを参考に、下記の2段階のプロセスを経て掲載テーマを選定しています。

また、選定結果に即し、CSR重視経営の要点として重要度が⾼い情報はダイジェスト版に、より詳細な情報は詳
細版に、それぞれ掲載することで、読者の関⼼に即した利便性の向上を図っています。

なお、2014年版では、ISO26000の浸透などを受けグローバルな企業グループとしてのCSRの浸透に関する説明
性の改善を図ると同時に、事業の現場で進む社会への貢献の模索についても積極的な情報開⽰を⼼がけました。

●2段階の選定プロセス

段階1: 掲載を検討すべきテーマおよび事項を、以下から把握
GRIガイドラインを踏まえた、従来からの掲載項⽬
同業および周辺業種の各社が掲載しているテーマ
ISO26000の発⾏にともない関⼼が⾼まりつつあるテーマ

段階2: 掲載項⽬を以下の6つの視点から選考
CSRに関する専⾨家、専⾨機関の調査により特定された持続可能性の影響・リスク・機会に関するテーマ
メディアにより頻繁に取り上げられたCSRに関するテーマ（社会的関⼼事）
関連するステークホルダーが重視しているテーマ（従業員・お客さまへのアンケートなど）
組織の主要な理念・⽅針（経営理念、「CSR基本⽅針」、「Our Business Principle」など）に関連するテーマ
組織およびその事業活動などに関連する法規・規制や⾃主協定に関するテーマ（電気通信事業法、電気通信事業
者協会の規則など）
他社（同業他社・CSR先進企業など）が重要と考えるテーマ
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー

報告書のプロフィール

●参考にしたガイドライン

GRI（Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版、第4版」
環境省「環境報告ガイドライン2012年版」（Webより）
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」
ISO26000:2010「社会的責任に関する⼿引」
※GRIガイドラインおよび環境報告ガイドラインと本報告書の対応については、Webで公開しています。

●第三者意⾒について

CSR活動をより良いものにしていくために、外部の有識者より毎年、第三者意⾒をいただいています。

●対象範囲

本報告書は、NTTコミュニケーションズグループCSR基本⽅針にもとづき、CSR活動を報告するうえで重要な組織
「NTTコミュニケーションズおよびグループ会社」を対象としています。ただし、対象範囲の異なる報告は、個々に対象
範囲を明記しています。

●対象期間

2013年度： 2013年4⽉1⽇〜2014年3⽉31⽇
（報告の⼀部に、同期間の前後の活動と取り組み内容も含め掲載しています。）

●発⾏情報

発⾏⽇： 2014年10⽉
（前回発⾏:2013年10⽉、次回発⾏:2015年10⽉予定）

報告媒体について

「NTTコミュニケーションズグループ CSR報告書2014」の内容を網羅的に掲載しています。「ダイジェスト版」と
「詳細版」の2部構成としつつ、媒体ごとに想定読者を意識し効果的な情報提供を⽬指しています。なお、2012年版より
ICT企業ならではのCSR報告として、報告の電⼦媒体化を実施しました。

「ダイジェスト版」では、NTTコミュニケーションズグループのCSR活動のなかから、より重要度が⾼い取り組みを⼀
般の⽅でもわかりやすくご覧いただけるよう紹介しています。

「詳細版」では、NTTコミュニケーションズグループのCSR活動事例や詳細データを網羅的に掲載し、多くの具体的な
活動事例をご覧いただける内容としています。
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー

CSR報告書2014

1 戦略および分析

項⽬ 指標 該当ページ

1.1
組織にとっての持続可能性の適合性と、その戦略に関する組織の最⾼意思決定者（CEO、会
⻑またはそれに相当する上級幹部）の声明 ・トップメッセージ

1.2 主要な影響、リスクおよび機会の説明
・トップメッセージ
・CSRの姿勢
・CSR重点領域

2 組織のプロフィール

項⽬ 指標 該当ページ

2.1 組織の名称 ・会社概要

2.2 主要なブランド、製品および／またはサービス ・会社概要
・事業概要

2.3 主要部署、事業会社、⼦会社および共同事業などの組織の経営構造 ・事業概要

2.4 組織の本社の所在地 ・会社概要

2.5
組織が事業展開している国の数および⼤規模な事業展開を⾏っている、あるいは報告書中に
掲載されているサステナビリティの課題に特に関連のある国名 ・事業概要

2.6 所有形態の性質および法的形式 ・会社概要

2.7 参⼊市場（地理的内訳、参⼊セクター、顧客／受益者の種類を含む）
・会社概要
・事業概要

2.8

以下の項⽬を含む報告組織の規模
・従業員数
・純売上⾼（⺠間組織について）あるいは純収⼊（公的組織について）
・負債および株主資本に区分した総資本（⺠間組織について）
・提供する製品またはサービスの量

・会社概要

2.9
以下の項⽬を含む、規模、構造または所有形態に関して報告期間中に⽣じた⼤幅な変更
・施設のオープン、閉鎖および拡張などを含む所在地または運営の変更
・株主資本構造およびその資本形成における維持および変更業務（⺠間組織の場合）

該当する事項はありませんでした

2.10 報告期間中の受賞歴 ・外部評価

3 報告要素

報告書のプロフィール

項⽬ 指標 該当ページ

3.1 提供する情報の報告期間（会計年度／暦年など） ・編集⽅針

3.2 前回の報告書発⾏⽇（該当する場合） ・編集⽅針

3.3 報告サイクル（年次、半年ごとなど） ・編集⽅針

3.4 報告書またはその内容に関する質問の窓⼝ ・お問い合わせ

報告書のスコープおよびバウンダリー

項⽬ 指標 該当ページ

3.5

以下を含め、報告書の内容を確定するためのプロセス
・重要性の判断
・報告書内のおよびテーマの優先順位付け
・組織が報告書の利⽤を期待するステークホルダーの特定

・編集⽅針
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項⽬ 指標 該当ページ

3.6
報告書のバウンダリー（国、部署、⼦会社、リース施設、共同事業、サプライヤー（供給
者）など） ・編集⽅針

3.7 報告書のスコープまたはバウンダリーに関する具体的な制限事項を明記する ・編集⽅針

3.8
共同事業、⼦会社、リース施設、アウトソーシングしている業務および時系列でのおよび／
または報告組織間の⽐較可能性に⼤幅な影響を与える可能性があるその他の事業体に関する
報告の理由

該当する事項はありませんでした

3.9 報告書内の指標およびその他の情報を編集するために適⽤された推計の基となる前提条件お
よび技法を含む、データ測定技法および計算の基盤 ・編集⽅針

3.10
以前の報告書で掲載済みである情報を再度記載することの効果の説明、およびそのような再
記述を⾏う理由（合併／買収、基本となる年／期間、事業の性質、測定⽅法の変更など） 該当する事項はありませんでした

3.11
報告書に適⽤されているスコープ、バウンダリーまたは測定⽅法における前回の報告期間か
らの⼤幅な変更 該当する事項はありませんでした

GRI内容索引

項⽬ 指標 該当ページ

3.12 報告書内の標準開⽰の所在場所を⽰す表 本対照表

保証

項⽬ 指標 該当ページ

3.13
報告書の外部保証添付に関する⽅針および現在の実務慣⾏。サステナビリティ報告書に添付
された保証報告書内に記載がない場合は、外部保証の範囲および基盤を説明する。また、報
告組織と保証の提供者との関係を説明する

なし

4 ガバナンス、コミットメントおよび参画

ガバナンス

項⽬ 指標 該当ページ

4.1
戦略の設定または全組織的監督など、特別な業務を担当する最⾼統治機関の下にある委員会
を含む統治構造（ガバナンスの構造） ・コーポレートガバナンス

4.2
最⾼統治機関の⻑が執⾏役員を兼ねているかどうかを⽰す（兼ねている場合は、組織の経営
におけるその役割と、このような⼈事になっている理由も⽰す） ・コーポレートガバナンス

4.3 単⼀の理事会構造を有する組織の場合は、最⾼統治機関における社外メンバーおよび／また
は⾮執⾏メンバーの⼈数を明記する

・コーポレートガバナンス

4.4 株主および従業員が最⾼統治機関に対して提案または指⽰を提供するためのメカニズム ・コーポレートガバナンス

4.5 最⾼統治機関メンバー、上級管理職および執⾏役についての報酬（退任の取り決めを含む）
と組織のパフォーマンス（社会的および環境的パフォーマンスを含む）との関係 ・コーポレートガバナンス

4.6 最⾼統治機関が利害相反問題の回避を確保するために実施されているプロセス ・コーポレートガバナンス

4.7
経済的、環境的、社会的テーマに関する組織の戦略を導くための、最⾼統治機関のメンバー
の適性および専⾨性を決定するためのプロセス

・コーポレートガバナンス

4.8
経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらにその実践状況に関して、組織内で開発した
ミッション（使命）およびバリュー（価値）についての声明、⾏動規範および原則 ・CSRの姿勢

4.9
組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンスを特定し、マネジメントしていることを最⾼
統治機関が監督するためのプロセス。関連のあるリスクと機会および国際的に合意された基
準、⾏動規範および原則への⽀持または遵守を含む

・コーポレートガバナンス

4.10
最⾼統治機関のパフォーマンスを、特に経済的、環境的、社会的パフォーマンスという観点
で評価するためのプロセス ・コーポレートガバナンス

外部のイニシアティヴへのコミットメント

項⽬ 指標 該当ページ

4.11
組織が予防的アプローチまたは原則に取り組んでいるかどうか、およびその⽅法はどのよう
なものかについての説明 ・リスクマネジメント

4.12
外部で開発された、経済的、環境的、社会的憲章、原則あるいは組織が同意または受諾する
その他のイニシアティブ

・環境gooによる⽣物多様性特集
・エコICTマークの取得
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項⽬ 指標 該当ページ

4.13

組織が以下の項⽬に該当するような、（企業団体などの）団体および／または国内外の提⾔
機関における会員資格
・統治機関内に役職を持っている
・プロジェクトまたは委員会に参加している
・通常の会員資格の義務を越える実質的な資⾦提供を⾏っている
・会員資格を戦略的なものとして捉えている

・会社概要

ステークホルダー参画

項⽬ 指標 該当ページ

4.14 組織に参画したステークホルダー・グループのリスト ・CSRの姿勢

4.15 参画してもらうステークホルダーの特定および選定の基準 ・CSRの姿勢

4.16 種類ごとのおよびステークホルダー・グループごとの参画の頻度など、ステークホルダー参
画へのアプローチ

・ダイアログ
・お客さまへの誠実な対応
・社会貢献活動
・サプライヤーとのかかわり
・多様な⼈々が活躍する職場づく
り

4.17 その報告を通じた場合も含め、ステークホルダー参画を通じて浮かび上がった主要なテーマ
および懸案事項と、それらに対して組織がどのように対応したか

・お客さまへの誠実な対応
・社会貢献活動
・サプライヤーとのかかわり
・多様な⼈々が活躍する職場づく
り

5 マネジメント・アプローチおよびパフォーマンス指標

経済

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ なし

側⾯：経済的パフォーマンス

項⽬ 指標 該当ページ

EC1 中核 収⼊、事業コスト、従業員の給与、寄付およびその他のコミュニティーへの投資、内部留保
および資本提供者や政府に対する⽀払いなど、創出および分配した直接的な経済的価値

・経営情報
・会社概要

EC2 中核 気候変動による組織の活動に対する財務上の影響およびその他のリスクと機会 なし

EC3 中核 確定給付型年⾦制度の組織負担の範囲 なし

EC4 中核 政府から受けた相当の財務的⽀援 なし

側⾯：市場での存在感

項⽬ 指標 該当ページ

EC5 追加 主要事業拠点について、現地の最低賃⾦と⽐較した標準的新⼊社員賃⾦の⽐率の幅 なし

EC6 中核
主要事業拠点での地元のサプライヤー（供給者）についての⽅針、業務慣⾏および⽀出の割
合

・サプライヤーとのかかわり

EC7 中核
現地採⽤の⼿順、主要事業拠点で現地のコミュニティーから上級管理職となった従業員の割
合 なし

側⾯：市場での存在感

項⽬ 指標 該当ページ

EC8 中核 商業活動、現物⽀給、または無料奉仕を通じて、主に公共の利益のために提供されるインフ
ラ投資およびサービスの展開図と影響

・ICTを活かした社会課題解決
・健全なICT社会への貢献
・社会貢献活動

EC9 追加 影響の程度など、著しい間接的な経済的影響の把握と記述 なし

環境

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ ・基本理念と環境マネジメント

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



側⾯：原材料

項⽬ 指標 該当ページ

EN1 中核 使⽤原材料の重量または量 ・事業活動に伴う環境負荷

EN2 中核 リサイクル由来の使⽤原材料の割合 ・事業活動に伴う環境負荷

側⾯：エネルギー

項⽬ 指標 該当ページ

EN3 中核 ⼀次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消費量
・事業活動に伴う環境負荷
・低炭素社会の実現

EN4 中核 ⼀次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費量
・事業活動に伴う環境負荷
・低炭素社会の実現

EN5 追加 省エネルギーおよび効率改善によって節約されたエネルギー量 ・低炭素社会の実現

EN6 追加
エネルギー効率の⾼いあるいは再⽣可能エネルギーにもとづく製品およびサービスを提供す
るための率先取り組み、およびこれらの率先取り組みの成果としてのエネルギー必要量の削
減量

・低炭素社会の実現

EN7 追加 間接的エネルギー消費量削減のための率先取り組みと達成された削減量 ・低炭素社会の実現

側⾯：⽔

項⽬ 指標 該当ページ

EN8 中核 ⽔源からの総取⽔量 ・事業活動に伴う環境負荷

EN9 追加 取⽔によって著しい影響を受ける⽔源 なし

EN10 追加 ⽔のリサイクルおよび再利⽤量が総使⽤⽔量に占める割合 ・⽣物多様性の保全

側⾯：⽣物多様性

項⽬ 指標 該当ページ

EN11 中核 保護地域内あるいはそれに隣接した場所および保護地域外で、⽣物多様性の価値が⾼い地域
に所有、賃借、または管理している⼟地の所在地および⾯積

・⽣物多様性の保全

EN12 中核 保護地域および保護地域外で、⽣物多様性の価値が⾼い地域での⽣物多様性に対する活動、
製品およびサービスの著しい影響の説明 ・⽣物多様性の保全

EN13 追加 保護または復元されている⽣息地 ・⽣物多様性の保全

EN14 追加 ⽣物多様性への影響をマネジメントするための戦略、現在の措置および今後の計画
・基本理念と環境マネジメント
・⽣物多様性の保全

EN15 追加
事業によって影響を受ける地区内の⽣息地域に⽣息するIUCN（国際⾃然保護連合）のレッ
ドリスト種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リストの数。 絶滅危険性のレベルごとに分
類する

なし

側⾯：排出物、廃⽔および廃棄物

項⽬ 指標 該当ページ

EN16 中核 重量で表記する直接および間接的な温室効果ガスの総排出量
・事業活動に伴う環境負荷
・低炭素社会の実現

EN17 中核 重量で表記するその他の関連ある間接的な温室効果ガス排出量 ・事業活動に伴う環境負荷
・低炭素社会の実現

EN18 追加 温室効果ガス排出量削減のための率先取り組みと達成された削減量 ・低炭素社会の実現

EN19 中核 重量で表記するオゾン層破壊物質の排出量 ・環境汚染の防⽌

EN20 中核 種類別および重量で表記するNOx、SOxおよびその他の著しい影響を及ぼす排気物質 ・環境汚染の防⽌

EN21 中核 ⽔質および放出先ごとの総排⽔量 なし

EN22 中核 種類および廃棄⽅法ごとの廃棄物の総重量 ・循環型社会の推進

EN23 中核 著しい影響を及ぼす漏出の総件数および漏出量 ・環境汚染の防⽌

EN24 追加
バーゼル条約付属⽂書I、II、IIIおよびVIIIの下で有害とされる廃棄物の輸送、輸⼊、輸出、
あるいは処理の重量、および国際輸送された廃棄物の割合

・環境汚染の防⽌

EN25 追加
報告組織の排⽔および流出液により著しい影響を受ける⽔界の場所、それに関連する⽣息地
の規模、保護状況、および⽣物多様性の価値を特定する

・⽣物多様性の保全
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側⾯：製品およびサービス

項⽬ 指標 該当ページ

EN26 中核 製品およびサービスの環境影響を緩和する率先取り組みと影響削減の程度 ・低炭素社会の実現

EN27 中核 カテゴリー別の再⽣利⽤される販売製品およびその梱包材の割合 なし

側⾯：遵守

項⽬ 指標 該当ページ

EN28 中核 環境規制への違反に対する相当な罰⾦の⾦額および罰⾦以外の制裁措置の件数 該当する事項はありませんでした

側⾯：輸送

項⽬ 指標 該当ページ

EN29 追加 組織の業務に使⽤される製品、その他物品、原材料の輸送および従業員の移動からもたらさ
れる著しい環境影響 ・低炭素社会の実現

側⾯：輸送

項⽬ 指標 該当ページ

EN29 追加 組織の業務に使⽤される製品、その他物品、原材料の輸送および従業員の移動からもたらさ
れる著しい環境影響 ・低炭素社会の実現

側⾯：総合

項⽬ 指標 該当ページ

EN30 追加 種類別の環境保護⽬的の総⽀出および投資 ・環境会計

労働慣⾏とディーセント・ワーク（公正な労働条件）

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ

・⼈材の育成と評価
・多様な⼈々が活躍する職場づく
り
・社員の健康維持・増進
・⼈権の尊重

側⾯：雇⽤

項⽬ 指標 該当ページ

LA1 中核 雇⽤の種類、雇⽤契約および地域別の総労働⼒
・多様な⼈々が活躍する職場づく
り

LA2 中核 従業員の総離職数および離職率の年齢、性別および地域による内訳 なし

LA3 追加 主要な業務ごとの派遣社員またはアルバイト従業員には提供されないが、正社員には提供さ
れる福利

・社員の健康維持・増進

側⾯：労使関係

項⽬ 指標 該当ページ

LA4 中核 団体交渉協定の対象となる従業員の割合 なし

LA5 中核 労働協約に定められているかどうかも含め、著しい業務変さらに関する最低通知期間 なし

側⾯：労働安全衛⽣

項⽬ 指標 該当ページ

LA6 追加
労働安全衛⽣プログラムについての監視および助⾔を⾏う、公式の労使合同安全衛⽣委員会
の対象となる総従業員の割合 なし

LA7 中核 地域別の、傷害、業務上疾病、損失⽇数、⽋勤の割合および業務上の総死亡者数 ・社員の健康維持・増進

LA8 中核 深刻な疾病に関して、労働者、その家族またはコミュニティーのメンバーを⽀援するために
設けられている、教育、研修、カウンセリング、予防および危機管理プログラム

・社員の健康維持・増進

LA9 追加 労働組合との正式合意に盛り込まれている安全衛⽣のテーマ なし
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側⾯：研修および教育

項⽬ 指標 該当ページ

LA10 中核 従業員のカテゴリー別の、従業員あたりの年間平均研修時間 なし

LA11 追加
従業員の継続的な雇⽤適性を⽀え、キャリアの終了計画を⽀援する技能管理および⽣涯学習
のためのプログラム ・⼈材の育成と評価

LA12 追加 定常的にパフォーマンスおよびキャリア開発のレビューを受けている従業員の割合 ・⼈材の育成と評価

側⾯：多様性と機会均など

項⽬ 指標 該当ページ

LA13 中核
性別、年齢、マイノリティーグループおよびその他の多様性の指標に従った、統治体（経営
管理職）の構成およびカテゴリー別の従業員の内訳

・多様な⼈々が活躍する職場づく
り

LA14 中核 従業員のカテゴリー別の、基本給与の男⼥⽐ なし

⼈権

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ
・CSR調達の推進
・⼈権の尊重

側⾯：投資および調達の慣⾏

項⽬ 指標 該当ページ

HR1 中核
⼈権条項を含む、あるいは⼈権についての適正審査を受けた重⼤な投資協定の割合とその総
数 なし

HR2 中核 ⼈権に関する適正審査を受けた主なサプライヤー（供給者）および請負業者の割合と取られ
た措置

なし

HR3 追加 研修を受けた従業員の割合を含め、業務に関連する⼈権的側⾯に関わる⽅針および⼿順に関
する従業員研修の総時間 ・⼈権の尊重

側⾯：無差別

項⽬ 指標 該当ページ

HR4 中核 差別事例の総件数と取られた措置 該当する事項はありませんでした

側⾯：結社の⾃由

項⽬ 指標 該当ページ

HR5 中核 結社の⾃由および団体交渉の権利⾏使が著しいリスクに曝されるかもしれないと判断された
業務と、それらの権利を⽀援するための措置

なし

側⾯：児童労働

項⽬ 指標 該当ページ

HR6 中核
児童労働の事例に関して著しいリスクがあると判断された業務と、児童労働の防⽌に貢献す
るための対策

該当する事項はありませんでした

側⾯：強制労働

項⽬ 指標 該当ページ

HR7 中核 強制労働の事例に関して著しいリスクがあると判断された業務と、強制労働の防⽌に貢献す
るための対策

該当する事項はありませんでした

側⾯：保安慣⾏

項⽬ 指標 該当ページ

HR8 追加 業務に関連する⼈権の側⾯に関する組織の⽅針もしくは⼿順の研修を受けた保安要員の割合 なし

側⾯：先住⺠の権利

項⽬ 指標 該当ページ

HR9 追加 先住⺠の権利に関係する違反事例の総件数と取られた措置 該当する事項はありませんでした
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社会

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ
・コンプライアンス
・社会貢献活動

側⾯：コミュニティー

項⽬ 指標 該当ページ

SO1 中核
参⼊、事業運営および撤退を含む、コミュニティーに対する事業の影響を評価し、管理する
ためのプログラムと実務慣⾏の性質、適⽤範囲および有効性 なし

側⾯：不正⾏為

項⽬ 指標 該当ページ

SO2 中核 不正⾏為に関連するリスクの分析を⾏った事業単位の割合と総数 なし

SO3 中核 組織の不正⾏為対策の⽅針および⼿順に関する研修を受けた従業員の割合 なし

SO4 中核 不正⾏為事例に対応して取られた措置 該当する事項はありませんでした

側⾯：公共政策

項⽬ 指標 該当ページ

SO5 中核 公共政策の位置づけおよび公共政策⽴案への参加およびロビー活動 ・健全なICT社会への貢献

SO6 追加 政党、政治家および関連機関への国別の献⾦および現物での寄付の総額 なし

側⾯：反競争的な⾏動

項⽬ 指標 該当ページ

SO7 追加 反競争的な⾏動、反トラストおよび独占的慣⾏に関する法的措置の事例の総件数とその結果 なし

側⾯：遵守

項⽬ 指標 該当ページ

SO8 中核 法規制の違反に対する相当の罰⾦の⾦額および罰⾦以外の制裁措置の件数 該当する事項はありませんでした

製品責任

項⽬ 指標 該当ページ

 マネジメント・アプローチ ・情報セキュリティ

側⾯：顧客の安全衛⽣

項⽬ 指標 該当ページ

PR1 中核
製品およびサービスの安全衛⽣の影響について、改善のために評価が⾏われているライフサ
イクルのステージ、ならびにそのような⼿順の対象となる主要な製品およびサービスのカテ
ゴリーの割合

・お客さまへの誠実な対応
・重要インフラとしての⾼い安定
性と信頼性の確保

PR2 追加 製品およびサービスの安全衛⽣の影響に関する規制および⾃主規範に対する違反の件数を結
果別に記載

該当する事項はありませんでした

側⾯：製品およびサービスのラベリング

項⽬ 指標 該当ページ

PR3 中核 各種⼿順により必要とされている製品およびサービス情報の種類と、このような情報要件の
対象となる主要な製品およびサービスの割合

なし

PR4 追加 製品およびサービスの情報、ならびにラベリングに関する規制および⾃主規範に対する違反
の件数を結果別に記載 なし

PR5 追加 顧客満⾜度を測る調査結果を含む、顧客満⾜に関する実務慣⾏
・お客さま満⾜度向上への取り組
み

側⾯：マーケティング・コミュニケーション

項⽬ 指標 該当ページ

PR6 中核
広告、宣伝および⽀援⾏為を含むマーケティング・コミュニケーションに関する法律、基準
および⾃主規範の遵守のためのプログラム

・責任ある広報宣伝活動

PR7 追加
広告、宣伝および⽀援⾏為を含むマーケティング・コミュニケーションに関する規制および
⾃主規範に対する違反の件数を結果別に記載

該当する事項はありませんでした

CSR報告書2014（web版）

Copyright © 2014 NTT Communications



側⾯：顧客のプライバシー

項⽬ 指標 該当ページ

PR8 追加
顧客のプライバシー侵害および顧客データの紛失に関する正当な根拠のあるクレームの総件
数 該当する事項はありませんでした

側⾯：遵守

項⽬ 指標 該当ページ

PR9 中核 製品およびサービスの提供、および使⽤に関する法規の違反に対する相当の罰⾦の⾦額 該当する事項はありませんでした

通信事業者向けの補⾜⽂書

事業活動

投資

項⽬ 指標 該当ページ

IO 1. 通信ネットワーク・インフラに対する資本投下の国/地域別内訳。 なし

IO 2. The Universal Service Obligation(ユニバーサルサービスの基本)に従い、利益の出ないエ
リア拡⼤や低所得層へサービスを拡⼤した際の正味コスト。

なし

安全衛⽣

項⽬ 指標 該当ページ

IO 3.
電柱や基地あるいはケーブル敷設やその他の施設に関する⼯事や操業あるいはメンテナンス
に従事する現場作業員の健康や安全を保証するための施策実施事例。安全衛⽣に関する問題
には⾼所作業、電撃、電磁界（EMF）や電波ならびに有害薬品に晒される作業を含む。

なし

IO 4. 送受話器からの電波漏洩に関するICNIRP基準の遵守。 なし

IO 5. 通信基地からの電波漏洩に関するICNIRP基準の遵守。 なし

IO 6. 送受話器のSpecific Absorption Rate（SAR)重視に関する⽅針と実践。 なし

基盤整備

項⽬ 指標 該当ページ

IO 7. 電柱や中継局設置の際の⽅針や慣⾏。（ステークホルダーとの協議や、⽤地負担、美観維持
の⽅針などを含む） ・⽣物多様性の保全

IO 8. 独⽴型中継局、共⽤中継局、既存建物上の中継局の数と割合。 なし

アクセスの整備

電気通信製品やサービスへのアクセス：デジタル･デバイドの解消

項⽬ 指標 該当ページ

PA 1.
遠隔地や過疎地における通信インフラの展開やアクセスを可能にするための⽅針と慣⾏。
適⽤されるビジネスモデルの説明を含む。 なし

PA 2.
⾔語、⽂化、⾮識字、教育の⽋如、所得、障害、年齢など、電気通信製品・サービスへのア
クセスや使⽤を妨げる障壁を克服するための⽅針や慣⾏。
適⽤するビジネスモデルの説明を含む。

・お客さまへの誠実な対応
・重要インフラとしての⾼い安定
性と信頼性の確保
・ICTを活かした社会的課題解決

PA 3.
電気通信製品・サービスの利⽤可能性と信頼性を確実なものにするための⽅針と慣⾏。可能
であれば、動作不能時間の具体的な時間と場所を定量化する。

・安定的で信頼性の⾼い情報通信
サービス
・重要インフラとしての⾼い安定
性と信頼性の確保

PA 4.
組織が操業している地域の、電気通信製品・サービスの利⽤可能性レベルを定量化する。例
えば、顧客数／市場シェア、アドレス可能な市場、利⽤可能⼈⼝の割合、利⽤可能地域の割
合など。

なし

PA 5.
低所得者や所得のない層のための電気通信製品やサービスの数と選択の理由。
遠隔地、貧困あるいは過疎地における価格設定の⽅針（通話1分あたりの価格や1ビットあた
りの価格などのを⽰す）を説明することを含む。

なし
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項⽬ 指標 該当ページ

PA 6. 緊急事態や災害救済のために、電気通信製品・サービスを提供し維持するプログラム。

・重要インフラとしての⾼い安定
性と信頼性の確保
・東⽇本⼤震災におけるさまざま
な活動

コンテンツへのアクセス

項⽬ 指標 該当ページ

PA 7.

電気通信製品・サービスへのアクセスと利⽤に関する⼈権問題への対処⽅針と慣⾏。例え
ば、以下のようなものがある。
・表現の⾃由に関連した業界の取り組みや個別の取り組みに参加する。
・さまざまな市場で、登録、検閲、アクセス制限に関する法律を制定する。
・監視⽬的のセキュリティ問題について政府との対話を⾏う。
・国および地⽅⾃治当局との対話を⾏い、犯罪や倫理上問題のある可能性のあるコンテンツ
を制限する取り組みを定めておく。
・児童などの弱者集団を保護する。
このような⽅針や慣⾏を、異なる国々でどのように取り⼊れ適⽤させるかを説明する。

・ICTを活かした社会課題解決
・健全なICT社会への貢献

顧客とのかかわり

項⽬ 指標 該当ページ

PA 8. EMF（電磁界）関連の問題に関する広報の⽅針と慣⾏。販売資料の該当箇所を⽰すことを含
む。

なし

PA 9. EMF（電磁界）に関する研究プログラムや研究活動への総投資額。 なし

PA 10. 料⾦や課税額を明瞭にするための⽅針。 ・お客さまへの誠実な対応

PA 11. 信⽤のおける、効率的かつ費⽤効果の⾼い、環境的に好ましい使⽤法を推進する製品の特徴
や適⽤について顧客に知らせる取り組み。 ・お客さまへの誠実な対応

技術の適⽤

資源効率

項⽬ 指標 該当ページ

TA 1. 新たに提供する電気通信製品・サービスの資源効率の例を⽰す。 ・サービスを通じた環境負荷低減

TA 2.
物理的な対象物に代わる可能性のある電気通信製品、サービス、および利⽤の例を⽰す（電
話帳に代わるウェブ上のデータベース、出張に代わるテレビ会議など）。 ・サービスを通じた環境負荷低減

TA 3. 上述の電気通信製品・サービスを顧客が使⽤することによる輸送⼿段や資源の変化を⽰す。
規模、市場の⼤きさ、節約可能分の⽬安をいくつか⽰す。

・サービスを通じた環境負荷低減

TA 4.
上述の電気通信製品・サービスを顧客が使⽤することによるリバウンド効果（間接的な影
響）と今後の開発に役⽴つ教訓を⽰す。これには環境的な影響だけでなく、社会的影響も含
まれる場合がある。

・ICTを活かした社会課題解決
・お客さまへの誠実な対応
・サービスを通じた環境負荷低減

TA 5. 知的財産権ならびに技術開放に関連する事例の紹介 なし
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中核主題 課題 掲載ページ

組織統治  ・コーポレートガバナンス

⼈権

課題1. デューディリジェンス
課題2. ⼈権に関する危機的状況
課題3. 加担の回避
課題4. 苦情解決
課題5. 差別及び社会的弱者
課題6. 市⺠的及び政治的権利
課題7. 経済的、社会的及び⽂化的権利
課題8. 労働における基本的原則及び権利

・⼈権の尊重
・多様な⼈々が活躍する職場づくり

労働慣⾏

課題1. 雇⽤及び雇⽤関係
課題2. 労働条件及び社会的保護
課題3. 社会対話
課題4. 労働における安全衛⽣
課題5. 職場における⼈材育成及び訓練

・⼈材の育成と評価
・多様な⼈々が活躍する職場づくり
・社員の健康保持・増進

環境

課題1. 汚染の予防
課題2. 持続可能な資源の利⽤
課題3. 気候変動の緩和及び気候変動への適応
課題4. 環境保護、⽣物多様性、及び⾃然⽣息地の回復

・基本理念と環境マネジメント
・低炭素社会の実現
・循環型社会の推進
・⽣物多様性の保全
・環境汚染の防⽌

公正な事業慣⾏

課題1. 汚職防⽌
課題2. 責任ある政治的関与
課題3. 公正な競争
課題4. バリューチェーンにおける社会的責任の推進
課題5. 財産権の尊重

・コンプライアンス
・サプライヤーとのかかわり

消費者課題

課題1. 公正なマーケティング、事実に即した偏りのない情報、及び公正な契約慣⾏
課題2. 消費者の安全衛⽣の保護
課題3. 持続可能な消費
課題4. 消費者に対するサービス、⽀援、並びに苦情及び紛争の解決
課題5. 消費者データ保護及びプライバシー
課題6. 必要不可⽋なサービスへのアクセス
課題7. 教育及び意識向上

・安定的で信頼性の⾼い情報通信サー
ビス
・重要インフラとしての⾼い安定性と
信頼性の確保
・お客さまへの誠実な対応
・情報セキュリティ

コミュニティー
への参画及び
コミュニティー
への発展

課題1. コミュニティーへの参画
課題2. 教育及び⽂化
課題3. 雇⽤創出及び技能開発
課題4. 技術の開発及び技術へのアクセス
課題5. 富及び所得の創出
課題6. 健康
課題7. 社会的投資

・ICTを活かした社会課題解決
・健全なICT社会への貢献
・社会貢献活動
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【基礎的情報:BI】

BI-1:経営責任者の緒⾔

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境経営の⽅針 ・トップメッセージ
・基本理念とビジョン

イ. 環境問題の現状、事業活動における環境配慮の取組の必要性及び持続可能な社会のあり⽅についての認
識

・トップメッセージ
・基本理念とビジョン

ウ. ⾃らの業種、規模、事業特性あるいは海外展開などに応じた事業活動における環境配慮の⽅針、戦略及
び事業活動に伴う環境負荷の状況（重⼤な環境側⾯）とその低減に向けた取組の内容、実績及び⽬標な
どの総括

・トップメッセージ
・基本理念とビジョン

エ. これらの取組に関して、確実に実施し、⽬標などを明⽰した期限までに達成し、その結果及び内容を公
表すること、についての社会へのコミットメント ・基本理念とビジョン

オ. 経営責任者などの署名 ・トップメッセージ

BI-2:報告に当たっての基本的要件

BI-2-1:報告の対象組織・期間・分野

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 報告対象組織（過去に環境報告書を発⾏している場合は、直近の報告書における報告対象組織からの変
化や経緯などについても記載する。） ・編集⽅針

イ. 報告対象期間、発⾏⽇及び次回発⾏予定（なお、過去に環境報告書を発⾏している場合は、直近の報告
書の発⾏⽇も記載する。）

・編集⽅針

ウ. 報告対象分野（環境的側⾯・社会的側⾯・経済的側⾯など） ・編集⽅針

エ. 準拠あるいは参考にした環境報告書などに関する基準またはガイドラインなど（業種毎のものを含
む。） ・編集⽅針

オ. 作成部署及び連絡先 ・お問い合わせ

カ. ウェブサイトのURL ・編集⽅針

BI-2-2:報告対象組織の範囲と環境負荷の補⾜状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 報告対象組織の環境負荷が事業全体（連結決算対象組織全体）の環境負荷に占める割合（「環境負荷の
補⾜率」などによる状況） ・編集⽅針

BI-3:事業の概況（経営指標を含む）

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 主たる事業の種類（業種・業態） ・会社概要
・事業概要

イ. 主要な製品・サービスの内容（事業分野など） ・会社概要
・事業概要

ウ. 売上⾼または⽣産額（連結決算対象組織全体及び報告事業者単独、報告対象組織） ・会社概要

エ. 従業員数（連結決算対象組織全体及び報告事業者単独、報告対象組織） ・会社概要

オ. その他の経営関連情報（総資産、売上総利益、営業利益、経常利益、純損益、付加価値額など） ・経営情報

カ. 報告対象期間中に発⽣した組織構造、株主構成、製品・サービスなどの重⼤な変化の状況（合併、分社
化、⼦会社や事業部⾨の売却、新規事業分野への進出、⼯場などの建設などにより環境負荷に⼤きな変
化があった場合）

該当する事項はありませんでした
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BI-4：環境報告の概要

BI-4-1：主要な指標などの⼀覧

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業の概況（会社名、売上⾼、資本⾦）（過去5年程度、BI-3参照） ・会社概要

イ. 環境に関する規制の遵守状況（MP-2参照） ・基本理念と環境マネジメント

ウ. 主要な環境パフォーマンスなどの推移（過去5年程度） ・事業活動に伴う環境負荷

・総エネルギー投⼊量(OP-1参照) ・低炭素社会の実現

・総物質投⼊量（OP-2参照） ・循環型社会の推進

・⽔資源投⼊量(OP-3参照) ・事業活動に伴う環境負荷

・総製品⽣産量または総商品販売量（OP-5参照） ―

・温室効果ガスの排出量（OP-6参照） ・低炭素社会の実現

・化学物質の排出量、移動量（OP-8参照） ・環境汚染の防⽌

・廃棄物など総排出量及び廃棄物最終処分量（OP-9参照） ・循環型社会の推進

・総排⽔量（OP-10参照） ・事業活動に伴う環境負荷

・環境効率指標（EEI参照） ・グリーンICTビジョン 2020

BI-4-2：事業活動における環境配慮の取組に関する⽬標、計画及び実績などの総括

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業活動における環境配慮の取組に関する⽬標、計画及び実績、改善策などの総括 ・2013年度の実績と2014年度の
⽬標

BI-5：事業活動のマテリアルバランス（インプット、内部循環、アウトプット）

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業活動に伴う環境負荷の全体像 ・事業活動に伴う環境負荷

【マネジメント・パフォーマンス指標：MPI】

MP-1：環境マネジメントの状況

MP-1-1：事業活動における環境配慮の⽅針

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業活動における環境配慮の⽅針 ・基本理念と環境マネジメント

MP-1-2：環境マネジメントシステムの状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境マネジメントシステムの状況 ・基本理念と環境マネジメント

MP-2：環境に関する規制の遵守状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境に関する規制の遵守状況 ・基本理念と環境マネジメント

MP-3：環境会計情報

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境保全コスト ・環境会計

イ. 環境保全効果 ・環境会計

ウ. 環境保全対策に伴う経済効果 ・環境会計

MP-4：環境に配慮した投融資の状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 投資・融資にあたっての環境配慮の⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など なし
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MP-5：サプライチェーンマネジメントなどの状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境などに配慮したサプライチェーンマネジメントの⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・サプライヤーとのかかわり
・グリーン調達の推進

MP-6：グリーン購⼊・調達の状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. グリーン購⼊・調達の基本⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・サプライヤーとのかかわり
・グリーン調達の推進

MP-7：環境に配慮した新技術、DfEなどの研究開発の状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境に配慮した⽣産技術、⼯法、DfEなどの研究開発に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・低炭素社会の実現

MP-8：環境に配慮した輸送に関する状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境に配慮した輸送に関する⽅針、⽬標、計画など ・低炭素社会の実現

イ. 総輸送量及びその低減対策に関する取組状況、実績など ・低炭素社会の実現

ウ. 輸送に伴うエネルギー起源⼆酸化炭素（CO2）排出量及びその低減対策に関する取組状況、実績など ・低炭素社会の実現

MP-9：⽣物多様性の保全と⽣物資源の持続可能な利⽤の状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. ⽣物多様性の保全に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・⽣物多様性の保全

MP-10：環境コミュニケーションの状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境コミュニケーションに関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・⽣物多様性の保全

MP-11：環境に関する社会貢献活動の状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境に関する社会貢献活動の⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・⽣物多様性の保全

MP-12：環境負荷低減に資する製品・サービスの状況

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 環境負荷低減に資する製品・サービスなどに対する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・低炭素社会の実現

イ. 容器包装リサイクル法、家電リサイクル法及び⾃動⾞リサイクル法などにもとづく再商品化の状況 なし

【オペレーション・パフォーマンス指標：OPI】

OP-1：総エネルギー投⼊量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 総エネルギー投⼊量の低減対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・低炭素社会の実現

イ. 総エネルギー投⼊量（ジュール） なし

ウ. 総エネルギー投⼊量の内訳（種類別使⽤量）（ジュール） ・事業活動に伴う環境負荷

・購⼊電⼒（購⼊した新エネルギーを除く） ・事業活動に伴う環境負荷
・低炭素社会の実現

・化⽯燃料（⽯油、天然ガス、LPG、⽯炭など） ・事業活動に伴う環境負荷

・新エネルギー（再⽣可能エネルギー、リサイクルエネルギー、従来型エネルギーの新利⽤形態） ・低炭素社会の実現

・その他（購⼊熱など） ・事業活動に伴う環境負荷
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OP-2：総物質投⼊量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 総物質投⼊量（または主要な原材料などの購⼊量、容器包装材を含む）の低減対策及び再⽣可能資源や
循環資源の有効利⽤に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・循環型社会の推進

イ. 総物質投⼊量（または主要な原材料などの購⼊量、容器包装材を含む）（トン） ・事業活動に伴う環境負荷

ウ. 総物質投⼊量の内訳（トン） ・事業活動に伴う環境負荷

OP-3：⽔資源投⼊量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. ⽔資源投⼊量の低減対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・⽔の節⽔への取り組み

イ. ⽔資源投⼊量（m³） ・事業活動に伴う環境負荷

ウ. ⽔資源投⼊量の内訳（m³）

なし

・上⽔

・⼯業⽤⽔

・地下⽔

・海⽔

・河川⽔

・⾬⽔ など

OP-4：事業エリア内で循環的利⽤を⾏っている物質量など

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業エリア内における物質（⽔資源を含む）などの循環的利⽤に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、
実績など ・循環型社会の推進

イ. 事業エリア内における循環的に利⽤された物質量（トン） ・事業活動に伴う環境負荷

ウ. 事業エリア内における循環的利⽤型の物質の種類と物質量の内訳（トン） ・事業活動に伴う環境負荷

エ. 事業エリア内での⽔の循環的利⽤量（⽴⽅メートル）及びその増⼤対策 なし

オ. ⽔の循環的利⽤量（⽴⽅メートル）の内訳
⽔のリサイクル量（原則として、冷却⽔は含まない） なし

カ. 中⽔の利⽤ なし

OP-5：総⽣産品⽣産量または総商品販売量

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 総製品⽣産量または総商品販売量 なし

OP-6：温室効果ガスの排出量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 温室効果ガスなど排出量の低減対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・2013年度の実績と2014年度の
⽬標

イ. 温室効果ガス（京都議定書６物質）の総排出量（国内・海外別の内訳）（トン-CO2換算） ・低炭素社会の実現

ウ. 温室効果ガス（京都議定書６物質）の種類別排出量の内訳（トン-CO2換算） ・低炭素社会の実現

OP-7：⼤気汚染、⽣活環境に係る負荷量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 硫⻩酸化物（SOx）や窒素酸化物（NOx）、揮発性有機化合物（VOC）排出量の低減対策に関する⽅
針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・環境汚染の防⽌

イ. ⼤気汚染防⽌法にもとづく硫⻩酸化物（SOx）排出量（トン）、窒素酸化物（NOx）排出量（トン）、
揮発性有機化合物（VOC）排出量（トン）

・環境汚染の防⽌

ウ. 騒⾳規制法にもとづく騒⾳などの状況（デシベル）及びその低減対策 なし

エ. 振動規制法にもとづく振動などの状況（デシベル）及びその低減対策 なし

オ. 悪臭防⽌法にもとづく悪臭などの状況（特定悪臭物質濃度または臭気指数）及びその低減対策 なし
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OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 化学物質の管理⽅針及び管理状況 ・環境汚染の防⽌

イ. 化学物質の排出量、移動量の低減対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・環境汚染の防⽌

ウ. より安全な化学物質への代替措置の取組状況、実績など ・環境汚染の防⽌

エ. 化学物質排出把握管理促進法にもとづく.PRTR制度の対象物質の排出量、移動量（トン） ・有害廃棄物の輸送、輸⼊、輸出
状況

オ. ⼤気汚染防⽌法にもとづく有害⼤気汚染物質のうち指定物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラ
クロロエチレン）の排出濃度

なし

カ. ⼟壌・地下⽔・底質汚染状況 ・重⼤漏出事故

キ. ダイオキシン類対策特別措置法にもとづくダイオキシン類による汚染状況 なし

ク. ⽔質汚濁防⽌法にもとづく排出⽔及び特定地下浸透⽔中の有害物質濃度 なし

OP-9：廃棄物など総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 廃棄物などの発⽣抑制、削減、リサイクル対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など ・循環型社会の推進

イ. 廃棄物の総排出量（トン） ・循環型社会の推進

ウ. 廃棄物最終処分量（トン） ・循環型社会の推進

OP-10：総排⽔量及びその低減対策

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 総排⽔量の低減対策に関する⽅針、⽬標、計画、取組状況、実績など なし

イ. 総排⽔量（m³） なし

ウ. ⽔質汚濁防⽌法及びダイオキシン類対策特別措置法にもとづく排⽔規制項⽬（健康項⽬、⽣活環境項
⽬、ダイオキシン類）の排出濃度（平均値、最⼤値）並びに⽔質汚濁防⽌法などの総量規制対象項⽬で
⽰した汚濁負荷量、並びにその低減対策

なし

エ. 排出先別排⽔量の内訳（m³）

なし

・河川

・湖沼

・海域

・下⽔道など

【環境効率指標：EEI】

項⽬ 指標 該当ページ

ア. 事業によって創出される付加価値などの経済的な価値と、事業に伴う環境負荷（影響）の関係 ・グリーンICTビジョン 2020
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー

【社会パフォーマンス指標：SPI】

社会的取組の状況

項⽬ 指標 該当ページ

(1) 労働安全衛⽣に関する情報・指標 ・社員の健康維持・増進

(2) 雇⽤に関する情報・指標 ・⼈材の育成と評価
・多様な⼈々が活躍する職場づく
り

(3) ⼈権に関する情報・指標 ・⼈権の尊重

(4) 地域社会及び社会に対する貢献に関する情報・指標 ・社会貢献活動

(5) 企業統治（コーポレートガバナンス）・企業倫理・コンプライアンス及び公正取引に関する情報・指標 ・コーポレートガバナンス
・コンプライアンス

(6) 個⼈情報保護などに関する情報・指標 ・情報セキュリティ

(7) 広範な消費者保護及び製品安全に関する情報・指標 ・重要インフラとしての⾼い安定
性と信頼性の確保
・お客さまへの誠実な対応

(8) 企業の社会的側⾯に関する経済的情報・指標 なし

(9) その他の社会的項⽬に関する情報・指標 ・安定的で信頼性の⾼い情報通信
サービス
・ICTを活かした社会課題解決
・健全なICT社会への貢献
・サプライヤーとのかかわり
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー

PDF形式の書類をご覧になるため
にはAdobe Readerが必要です

ダイジェスト版 [3,920KB] Web版 [5,627KB]

ダイジェスト版 [2,709KB] Web版 [31,663KB]

冊⼦版 [4,359KB] Web版 [3,529KB]

冊⼦版 [5,168KB] Web版 [6,339KB]

冊⼦版 [6,515KB] Web版 [6,982KB]

冊⼦版 [5,380KB] Web版 [5,065KB]

ダイジェスト版ダウンロード

ダイジェスト版ダウンロード [5,107KB]

報告書バックナンバー

CSR報告書、環境保護活動報告書のバックナンバーは、下記からご参照ください。
2008年度より冊⼦版（ダイジェスト）、Web版（詳細版）として発⾏しております。

CSR報告書2013

CSR報告書2012

CSR報告書2011

CSR報告書2010

CSR報告書2009

CSR報告書2008

CSR報告書2007 [6,800KB]

CSR報告書2006 [3,639KB]

CSR報告書2005 [4,680KB]

環境保護活動報告書2005 [1,044KB]

環境保護活動報告書2004 [1,436KB]

環境保護活動報告書2003 [1,075KB]
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編集⽅針 GRIガイドライン対照表 ISO26000対照表 環境報告ガイドライン対照表

アンケート 昨年度アンケート結果 お問い合わせ PDFダウンロード／バックナンバー
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会社概要

私たちNTTコミュニケーションズグループの会社概要を
ご紹介します。

事業概要

私たちは社会との関わりを⼤切にしつつ、グローバルに
事業を展開しています。

CSR報告書2014

NTTコミュニケーションズグループの会社概要、事業概要を掲載しています。
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会社概要 事業概要

会社名

本社所在地

営業開始⽇

資本⾦

従業員数

事業内容

■World-Classロゴ

会社概要 事業概要

CSR報告書2014

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
NTT Communications Corporation

〒100-8019
東京都千代⽥区内幸町1丁⽬1番6号

1999年7⽉1⽇

2,117億円

6,850⼈（2014年3⽉31⽇現在）

電気通信事業など

世界で評価されている実績

■IDC社のアジア太平洋地域のクラウド・DCサービスを評価するレポートにおいて「リーダー」に選出
■⽶ガートナー社のグローバル通信事業者評価レポートにおいて「リーダー」の評価
■英国Ocean82社の「国際データ通信サービスのグローバル顧客満⾜度調査」において最⾼評価となる
「World Class」認定、および15項⽬で「Gold Award」を獲得
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会社概要 事業概要

CSR報告書2014

事業ビジョン

お客さまICT環境のクラウド化/データセンターへの移⾏を契機に、クラウドだけでなく通信事業者ならではの
企業向けサービスを組み合わせて提供することで、グローバル共通品質のさまざまなサービスを組み合わせお客
さまICT環境を最適化し、経営改⾰に貢献します。

●事業ビジョン

“ Innovative. ”“ Reliable. ”“ Seamless. ”それは、⾰新的で信頼性の⾼い、国内・海外を
問わないシームレスなICTサービスを提供していく姿勢の表れです。

●グローバルトータルICTアウトソーシングイメージ
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事業概要

NTTコミュニケーションズは、世界各地の拠点網を、多様な⼈材・堅実な事業基盤で運営し、皆さまの豊かな
⽇々を⽀えていきます。

グローバルなIPネットワーク

⾼品質かつグローバルなIPネットワークを有する世界有数の「グローバル TierⅠ プロバイダー」です。

データセンターサービス

全世界130拠点、サーバールーム総⾯積 251,000m²（2014年6⽉現在計画中のものを
含む）に展開（サーバールーム総⾯積は計画含む）

運⽤サービス

世界三極にあるネットワーク・オペレーションセンターで24時間・365⽇の運⽤サービス
を提供しています。

ICT環境の構築〜運⽤サービス

海外39カ国/地域102都市でICT環境の構築〜運⽤サービスを提供しています。
（2014年3⽉末現在）
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主要グループ企業

国内

エヌ・ティ・ティ国際通信株式会社
NTTコム ソリューション&エンジニアリング株式会社
エヌ・ティ・ティ・コム チェオ株式会社
NTTコムテクノロジー株式会社
NTTコム マーケティング株式会社
NTTスマートトレード株式会社
NTTコム オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社
株式会社エヌ・ティ・ティ ピー・シー コミュニケーションズ
エヌ・ティ・ティ・ピズリンク株式会社
株式会社NTTぷらら
エヌ・ティ・ティ レゾナント株式会社
エヌ・ティ・ティ・ワールドエンジニアリングマリン株式会社
株式会社クロスリスティング

海外

アメリカ

＜北⽶＞
NTT America.inc.
＜南⽶＞
NTT do Brasil Telecomunicacoes Ltda.
＜その他グループ会社＞
Verio inc.

アジア・太平洋地域

＜東アジア＞
恩梯梯通信系統（中国）有限公司
（NTT Communications China Co., Ltd.）
NTT Com Asia Ltd.
NTT Korea Co.,Ltd.
台灣恩悌悌股份有限公司
（NTT Taiwan Ltd.）
＜東南・南アジア＞
NTT Communications India Private Ltd.
PT. NTT Indonesia
NTT MSC Sdn. Bhd.
NTT Singapore Pte. Ltd.
NTT Communications（Thailand） Co., Ltd.
NTT Communications（Vietnam） Ltd.
＜オセアニア＞
NTT Australia Pty. Ltd.
＜その他グループ会社＞
上海恩梯梯通信⼯程有限公司
（Shanghai NTT Telecommunications Engineering Co., Ltd.）
HKNet Company Ltd.
Netmagic Solutions Private Ltd.
DTSI Group
Emerio GlobeSoft Pte. Ltd.
Global Data Service Joint Stock Company（GDS）
Frontline Systems Australia Pty Ltd
＜その他出資会社＞
StarHub Ltd.
PLDT
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会社概要 事業概要

グローバルサービスの詳細は、こちらをご覧ください。
http://www.ntt.com/global/index.html

ヨーロッパ・中東・アフリカ

＜ヨーロッパ＞
NTT Europe Ltd.
NTT Communications Russia LLC
＜その他グループ会社＞
Gyron Internet Ltd.
NTT Com Security AG
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